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○ 大学の概要  

 
(１) 現況（平成 30 年度末現在） 
 

① 大学名：国立大学法人広島大学 
 
② 所在地 
  ○本部：広島県東広島市鏡山 
  ○キャンパス：東広島キャンパス 広島県東広島市鏡山 
         霞キャンパス   広島県広島市南区霞 
         東千田キャンパス 広島県広島市中区東千田町 
 
③ 役員の状況 
   学長名：越智 光夫（平成 27 年４月１日～） 
   理事数：７人 
   監事数：２人（うち非常勤１人） 
 
④ 学部等の構成 
  ○学術院 
 

○教育本部 
 
  ○学部：12 学部 
    総合科学部，文学部，教育学部，法学部，経済学部，理学部，医学部， 
    歯学部，薬学部，工学部，生物生産学部，情報科学部 
 
   ・生物生産学部附属練習船豊潮丸※ 
 
  ○研究科：11 研究科 
    総合科学研究科，文学研究科，教育学研究科，社会科学研究科， 
    理学研究科，先端物質科学研究科，医歯薬保健学研究科，工学研究科， 
    生物圏科学研究科，国際協力研究科，法務研究科 
 
   ・理学研究科附属臨海実験所※ 
   ・生物圏科学研究科附属瀬戸内圏フィールド科学教育研究センター 
    西条ステーション（農場）※ 
   ・生物圏科学研究科附属瀬戸内圏フィールド科学教育研究センター 
    竹原ステーション（水産実験所）※ 
 

○専攻科：１専攻科 
  特別支援教育特別専攻科 

 
○附置研究所：１研究所 
  原爆放射線医科学研究所※ 

 
○病院 

 
○図書館 

 
○全国共同利用施設：１施設 
  放射光科学研究センター※ 
 
○中国・四国地区国立大学共同利用施設：１施設 
  西条共同研修センター 
 
○学内共同教育研究施設等：26 施設 
  ナノデバイス・バイオ融合科学研究所※，高等教育研究開発センター， 
  情報メディア教育研究センター，自然科学研究支援開発センター， 
  森戸国際高等教育学院，産学・地域連携センター， 

教育開発国際協力研究センター，保健管理センター，平和センター， 
環境安全センター，総合博物館，北京研究センター，宇宙科学センター， 

  外国語教育研究センター，文書館，スポーツ科学センター， 
  HiSIM 研究センター，現代インド研究センター， 
  ダイバーシティ研究センター，両生類研究センター， 
  トランスレーショナルリサーチセンター，防災・減災研究センター， 
  脳・こころ・感性科学研究センター，ゲノム編集イノベーションセンター， 

デジタルものづくり教育研究センター，ハラスメント相談室 
 
 ○附属学校：11 学校・園 
   附属幼稚園，附属三原幼稚園， 
   附属小学校，附属東雲小学校，附属三原小学校， 
   附属中学校，附属東雲中学校，附属三原中学校，附属福山中学校， 
   附属高等学校，附属福山高等学校 
 

※は，共同利用・共同研究拠点又は教育関係共同利用拠点に認定された施設 
を示す。 

 
⑤ 学生数及び教職員数（平成 30 年５月１日現在） 
  ○学生数：学部   10,810 人（うち留学生数 75 人） 
       大学院  4,559 人（うち留学生数 1,199 人） 

（法科大学院，教職大学院を含む。） 
       専攻科  15 人 
       附属学校 3,764 人 
 
  ○教員数及び職員数：教員 1,899 人（うち附属学校教員 213 人） 
            職員 1,757 人 

 

 

 

 

 

 

 

― 2―



 

- 3 - 

(２) 大学の基本的な目標等 
 
１ 理念 
  「自由で平和な一つの大学」という建学の精神を継承し，平和を希求する精神，

新たなる知の創造，豊かな人間性を培う教育，地域社会・国際社会との共存，絶
えざる自己変革，という理念５原則の下に，国立大学である広島大学に課せられ
た使命を果たす。 

 
２ 基本方針 
  広島大学は世界最初の被爆地である国際平和文化都市ヒロシマの総合研究大

学として，国際水準の教育研究の展開に向けて，研究大学強化促進事業やスーパ 
ーグローバル大学創成支援事業（トップ型）なども包含する「広島大学改革構想」
を着実に実行し，徹底した「大学改革」と「国際化」を推進し，今後，10 年以内
に世界大学ランキングトップ 100 に入る総合研究大学を目指す。 

さらに，本学の特長や強みを伸ばすとともに，時代や社会の要請に応えて，日
本を代表し世界をリードするナショナルセンターとしての機能と，中国・四国地
方のリージョナルセンターとしての機能を果たし，「100 年後にも世界で光り輝
く大学」となることを目指す。併せて，本学の伝統と実績を活かした教養教育を
根幹に「平和を希求する国際的教養人」の養成を行うとともに，世界トップレベ
ルの研究に裏打ちされた国際的に通用する専門教育を提供し，世界や地域社会で
活躍できる人材の養成を行う。 

研究については，研究大学強化促進事業等を活用して，第２期中期目標期間よ
り取り組んできた研究拠点の構築や研究環境の整備等の重点支援を進め，自由で
独創性の高い研究を推進し，世界トップレベルの研究を展開する。本学の強みで
ある教育学，物性物理，宇宙科学，機能性材料創製，半導体・ナノテクノロジー，
バイオテクノロジーなどの分野において質の高い先端研究を発展させる。また，
原爆の惨禍から復興を支えてきた大学として放射線災害に係る医療に関する研
究拠点を発展させるとともに，再生医療，肝疾患や脳科学研究の質の高い先端研
究を発展させる。 

教育については，スーパーグローバル大学創成支援事業等を活用して，第２期
中期目標期間に策定した「広島大学改革構想」を具体的に実施していくことによ
り，国際通用性の高い教育を提供し，人類が直面する予測不能な種々の課題を解
決することのできる教養と専門的知識及び能力を有し，平和を希求するグローバ
ル人材を養成する。また，教育の国際標準化及び質の向上を図るため，教育の内
部評価システムを充実させ，評価に基づき改善を行うとともに，国際大学間コン
ソーシアム（SERU）による外部評価を受審する。 

社会貢献については，革新的イノベーション創出プログラムや科学技術人材育
成のコンソーシアムの構築事業等を活用し，第２期中期目標期間より取り組んで
きた地域に集積する輸送機器や機械分野等の産業界及び広島県を中心とする地
域社会との連携の高度化に向けた取組を重点的に進め，国際競争力の向上やイノ
ベーション創出等に貢献する。また，グローバル指向が強い広島県地域の要請に
応えて，地（知）の拠点整備事業や本学独自の地域貢献事業等も活用して，地域
を志向した教育・研究を推進することでグローバルにも活躍できる人材を養成
し，地方の創生・活性化に貢献する。 

大学運営については，教育，研究，社会貢献の機能を最大限に発揮できるよう
に，ガバナンス体制を恒常的に見直しつつ，学長のリーダーシップの下で経営基
盤を強化し，本学の教育や研究面でのパフォーマンスをモニターする独自の目標 
達成型重要業績指標（AKPI®）等や IR（インスティテューショナル・リサーチ：
大学における諸活動に関する情報の収集・分析）機能を活用した分析を基に本学

の強みや特色を活かす戦略的なマネジメントを行う。 
   
 

(３) 大学の機構図 
  Ｐ.４，５を参照。 
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　教育研究等組織　（平成30年3月31日現在） 　教育研究等組織　（平成31年3月31日現在） ※赤字は改組等をした組織

学内共同利用施設 ハラスメント相談室 学内共同利用施設 ハラスメント相談室

附属学校 附属幼稚園，附属三原幼稚園，附属小学校，附属東雲小学校，附属三原小学校，附属中学校，
附属東雲中学校，附属三原中学校，附属福山中学校，附属高等学校，附属福山高等学校

附属学校 附属幼稚園，附属三原幼稚園，附属小学校，附属東雲小学校，附属三原小学校，附属中学校，
附属東雲中学校，附属三原中学校，附属福山中学校，附属高等学校，附属福山高等学校

中国・四国地区国立大学共同利用施設 西条共同研修センター 中国・四国地区国立大学共同利用施設 西条共同研修センター

学内共同教育研究施設

ナノデバイス・バイオ融合科学研究所，高等教育研究開発センター，情報メディア教育研究セン
ター，自然科学研究支援開発センター，国際センター，産学・地域連携センター，教育開発国際協
力研究センター，保健管理センター，平和科学研究センター，環境安全センター，総合博物館，北
京研究センター，宇宙科学センター，外国語教育研究センター，文書館，スポーツ科学センター，
HiSIM研究センター，現代インド研究センター，サステナブル・ディベロップメント実践研究センター，
ダイバーシティ研究センター，両生類研究センター

学内共同教育研究施設
ナノデバイス・バイオ融合科学研究所，高等教育研究開発センター，情報メディア教育研究セン
ター，自然科学研究支援開発センター，森戸国際高等教育学院，産学・地域連携センター，教育開
発国際協力研究センター，保健管理センター，平和センター，環境安全センター，総合博物館，北
京研究センター，宇宙科学センター，外国語教育研究センター，文書館，スポーツ科学センター，
HiSIM研究センター，現代インド研究センター，ダイバーシティ研究センター，両生類研究センター，
トランスレーショナルリサーチセンター，防災・減災研究センター，脳・こころ・感性科学研究セン
ター，ゲノム編集イノベーションセンター，デジタルものづくり教育研究センター

図書館 図書館

全国共同利用施設 放射光科学研究センター 全国共同利用施設 放射光科学研究センター

病院 病院

附置研究所 原爆放射線医科学研究所 附属被ばく資料調査解析部 附置研究所 原爆放射線医科学研究所 附属被ばく資料調査解析部

専攻科 特別支援教育特別専攻科 専攻科 特別支援教育特別専攻科

法務研究科 附属リーガル・サービス・センター 法務研究科 附属リーガル・サービス・センター

リーディングプログラム機構 卓越大学院・大学院リーディングプログラム機構

生物圏科学研究科 附属瀬戸内圏フィールド科学教育研究センター 生物圏科学研究科 附属瀬戸内圏フィールド科学教育研究センター

国際協力研究科 国際協力研究科

医歯薬保健学研究科 附属先駆的看護実践支援センター，附属先駆的
リハビリテーション実践支援センター

医歯薬保健学研究科 附属先駆的看護実践支援センター，附属先駆的
リハビリテーション実践支援センター

工学研究科 工学研究科

理学研究科 附属臨海実験所，附属宮島自然植物実験所，附
属植物遺伝子保管実験施設，附属理学融合教育
研究センター

理学研究科 附属臨海実験所，附属宮島自然植物実験所，附
属植物遺伝子保管実験施設，附属理学融合教育
研究センター

先端物質科学研究科 先端物質科学研究科

教育学研究科 附属幼年教育研究施設，附属教育実践総合セン
ター，附属特別支援教育実践センター，附属心理
臨床教育研究センター

教育学研究科 附属幼年教育研究施設，附属教育実践総合セン
ター，附属特別支援教育実践センター，附属心理
臨床教育研究センター

社会科学研究科 附属地域経済システム研究センター 社会科学研究科 附属地域経済システム研究センター

情報科学部

大学院 総合科学研究科 大学院 総合科学研究科

文学研究科 文学研究科

工学部 工学部

生物生産学部 附属練習船豊潮丸 生物生産学部 附属練習船豊潮丸

歯学部 歯学部

薬学部 附属薬用植物園 薬学部 附属薬用植物園

経済学部 経済学部

理学部 理学部

医学部 医学部

総合科学部

文学部 文学部

教育学部 教育学部

法学部 法学部

学術院 教育本部 学術院 教育本部

学部 総合科学部 学部

-  5  -
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○ 全体的な状況 

 

広島大学は，建学の精神「自由で平和な一つの大学」に則り，教育，研究，

医療及び社会貢献の活動を通じて，多様性を育み自由で平和な国際社会の構築

に貢献している。平成 30 事業年度においては，100 年後にも世界で光り輝く大

学としての責務を果たすべく，第３期中期目標期間の目標の達成に向け，計画

を順調に実施するとともに，研究大学強化促進事業(RU)及びスーパーグローバ

ル大学創成支援事業(SGU)（タイプ A（トップ型））を進める大学として，教育

の国際化と研究力の強化を推進した。RU や SGU の目標をより高いレベルで達成

するための今後 10 年間のプラン「SPLENDOR PLAN 2017（平成 29 年４月策定）」

の実現に向け，具体的な実行計画を着実に実施している。 

平成 30 年４月に，データサイエンス及びインフォマティクス教育の中核ハブ

となる情報科学部並びに国際社会の抱える課題を解決することができる人材の

養成，広島大学のグローバルキャンパス化を牽引する総合科学部国際共創学科

を新設した。 

教員の活動を大学の機能強化に効果的に繋げるため，人員配置から採用・昇

任人事の候補者選考までの過程を役員会の議を経て学長が決定するガバナンス

体制を平成 28 年４月から構築している。具体的には，人件費のポイント管理と

教員配置に関する検討は，学長の下に設置した「全学人事委員会」において全

学一元管理を行い，同時に教育研究組織から分離された教員組織である「学術

院」と，教員の教育研究に関するパフォーマンスをモニターする本学独自の目

標達成型重要業績指標（AKPI®（Achievement-motivated Key Performance 

Indicator））と教員エフォート指標（BKPI®（Basic Effort Key Performance 

Indicator））等を用い，教育研究組織の枠を超えた全学的視点に基づく戦略的・

計画的な人員配置を可能としている。その結果，外国人等教員，女性教員，年

俸制教員及び若手教員の積極的な採用や，令和元年度設置の統合生命科学研究

科及び医系科学研究科の新設にも繋がった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．教育研究等の質の向上の状況 

（１）教育に関する状況 

① グローバル人材の養成に向けた取組 

ⅰ）ナンバリングの内容及びシラバスでの表示方法等について検証・改善 

【計画番号１】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.24 を参照。 

 

ⅱ）英語運用能力の強化【計画番号２，３，７，８】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.24，25，26，27 を参照。 

 

ⅲ）全学部必修科目「大学教育入門」の新設【計画番号４】 

大学で学ぶということはどういうことかを学生自身が考え，大学での目標

を明確にするとともに，大学で学ぶ上で基本となる技能や態度を身に付ける

ことを目的として，平成 30 年度から入学直後の１年次第１タームに全学部２

単位必修科目「大学教育入門」を新規開設した。教育本部全学教育統括部に

設置した「大学教育入門」授業内容検討 WG において，日本語と英語の両言語

による共通テキストを作成した。授業は全学部の学生を８クラスに分け，そ

のうち１クラスでは英語により実施した。また，全クラスでオンライン学習

システム（Learning Management System）を活用し，学生には必携 PC（平成

27 年度学部入学生からパソコン必携化制度を導入）を持参させ授業を実施し

た。 

授業内容は以下のとおりである。 

【第１部 大学での学び】 

第１章 大学で何を学ぶか（各学部） 

第２章 大学での学びと社会へのトランジション（グローバルキャリアデ

ザインセンター） 

第３章 留学と異文化理解１（国際センター） 

第４章 留学と異文化理解２（国際センター） 

【第２部 学びのための知識と技法】 

第５章 図書館の使い方と資料の収集（図書館） 

第６章 情報セキュリティと情報倫理（情報メディア教育研究センター） 

第７章 学習・研究活動における倫理（学術室） 

第８章 アカデミック・ライティング（ライティングセンター） 

第９章 アカデミック・プレゼンテーション（情報メディア教育研究セン

ター） 

【第３部 キャンパスライフ】 

第 10 章 健康管理とメンタルヘルス（保健管理センター） 

第 11 章 規範意識向上（学生生活委員会） 
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第 12 章 キャンパス・ハラスメントの防止（ハラスメント相談室） 

【第４部 社会とのかかわり】 

第 13 章 ジェンダーと男女共同参画（ダイバーシティ研究センター） 

第 14 章 多様性とアクセシビリティ（アクセシビリティセンター） 

【第５部 世界への飛翔】 

第 15 章 世界に羽ばたく。教養の力（学外講師，２回実施） 

 

ⅳ）教養教育「世界に羽ばたく。教養の力」の実施【計画番号４】 

入学直後の学部新入生を対象に全学部必修科目「大学教育入門」の授業の

一環として，スポーツ，芸術，科学，ビジネスなど世界で活躍しているリー

ダーを講師として招き，特別講演「世界に羽ばたく。教養の力」を実施した。

新入生が必ず２回ずつ講演に参加できるよう４月から５月にかけて 12 回実

施し，延べ 4,763 人の学生（うち，新入生 4,671 人）が受講した。 

参加した学生へのアンケート結果は以下のとおりである。 

・「講義内容に関心が持てましたか？」という質問では，ほぼすべての回

で 80％以上の学生が「強くそう思う」又は「そう思う」と回答しており，

講演テーマは講師によって異なるものの，講演に対する関心の高さが伺

えた。 

・「考え方や社会的視野を広げるのに役立ちましたか？」という質問では，

全体で約 90％の学生が「強くそう思う」又は「そう思う」と回答してお

り，講演に対する参加者の理解度は高く，有意義な内容であることが伺

えた。 

・「今後の学修や大学生活を送る上で役立ちましたか？」及び「将来の職

業や仕事について考えるのに役立ちましたか？」という質問では，全体

で約 80％の学生が「強くそう思う」又は「そう思う」と回答しており，

入学直後に講演を聴講したことで，今後の大学生活及び将来の職業等を

考える上での動機付けを涵養できたことが伺えた。 

以上のことから，多くの学生が各界で活躍されている方々の幅広い経験や

見識に基づく講演内容に刺激を受けており，総じて満足度は高かった。 

 

ⅴ）情報科学部の設置【計画番号４】 

データサイエンスとインフォマティクスに関する高次な素養を体系的・統

合的に備え，さまざまな分野における個別の課題例にも精通した人材を育成

する情報科学部を設置した。平成 30 年度は，コンピュータのプログラミング

や統計学の基礎を学ぶ科目を実施し，本学におけるデータサイエンスとイン

フォマティクス教育の中核ハブとして，大学全体の機能強化に繋げるための

取組を開始した。 

 

ⅵ）大学院共通科目【計画番号５】 

本学の特徴や強みを活かし，大学院全体の機能強化に繋がる教育研究組織

（研究科）の整備を検討する中で，幅広く深い教養と「持続可能な発展を導

く科学」の創出意欲を育成するため，「持続可能な発展科目」及び「キャリ

ア開発・データリテラシー科目」の２つの科目群から構成する大学院共通科

目を，令和元年度に設置する統合生命科学研究科と医系科学研究科において

開設することとした。 

新設する大学院共通科目は，いずれの研究科の学生も各科目群から１単位

以上選択必修とし，各自の専門領域が「持続可能な発展を導く科学」として

どのような貢献が可能であるかの考察を深めるとともに，最近の社会システ

ムの進展を正しく把握し現代社会で活躍するための基本的な知識を身に付け

ることを目指す。 

これを受け平成 30 年９月，大学院共通科目の全学的な実施体制を整備する

ため，開講曜日時限・TA の配置・履修登録方法など令和元年度からの授業実

施に当たっての詳細を検討した。今後，平成 31 年４月の新入生ガイダンスに

おいて大学院共通科目の意義などについて説明・周知を図ることとしている。

また，並行して，令和２年度に向けた大学院共通科目の拡大策について検討

し，授業科目及び開講クラスを増加することとした。 

 

ⅶ）卓越大学院プログラム「ゲノム編集先端人材育成プログラム」採択 

【計画番号５】 

平成 30 年 10 月に令和元年度「卓越大学院プログラム」の選定結果が公表

され，中国・四国地方で唯一，本学の「ゲノム編集先端人材育成プログラム」

が採択（13 大学 15 プログラム採択）された。この「ゲノム編集先端人材育

成プログラム」では，世界最高水準の教育・研究力を結集した５年一貫の博

士課程学位プログラムを構築する。 

ライフサイエンスコース（５年一貫）とメディカルコース（４年一貫）の

２つのコースを設置し，教育の質を保証した独自のカリキュラムによってゲ

ノム編集の基礎から応用に至る知識と技術を修得させ，ゲノム編集を使いこ

なせる人材・ゲノム編集を産業へ直結させる人材を養成する。 

また，産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム（OPERA）参画企

業や連携機関との共同研究を通して，先端的かつ実践的な研究開発力を育成

することを特長としている。 

平成 30 年度は，「広島大学卓越大学院・大学院リーディングプログラム機

構」及び「広島大学ゲノム編集イノベーションセンター」を設置するなど学

内の組織運営体制を整備し，学外機関との緊密な連携体制の構築に取り組む

とともに本プログラムの取組内容等について積極的に情報発信した。さらに，
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学内規則等を整備し，平成 31 年４月からは 12 人の学生を受入れて，複数の

研究科に横断するプログラムとして実施する。 

 

ⅷ）ダブル・ディグリープログラムにおける教育内容の質保証の検証【計画

番号６】 

本学のダブル・ディグリープログラムについて，各部局での派遣・受入れ

実績を取りまとめ，現状の取組状況を把握するとともに，部局担当者と意見

交換を行い，カリキュラムや論文の質保証，学生の派遣・受入れの双方向性，

プログラム管理等の課題を整理した。特に，学生の派遣・受入れのバランス

を改善する必要があること，また，研究科全体での組織的取組が不足してい

る傾向も課題として見えてきた。本学での課題整理や欧米の大学が実施して

いるダブル・ディグリープログラムの分析を行い，その結果を踏まえて，今

後は，欧州連合(EU)圏の大学とのジョイント・ディグリープログラムの構築

を検討中である。 

 

ⅸ）首都師範大学（中国）・広島大学共同大学院プログラムの推進【計画番

号６】 

平成 27 年度に，広島大学北京研究センターを置く中国の首都師範大学との

間で「首都師範大学・広島大学共同大学院プログラム」を開設した。このプ

ログラムを構成する修士課程ダブル・ディグリープログラムにおいて募集と

マッチングを行い，令和元年度には３人が入学予定である（平成 28 年度７人，

平成 29 年度９人，平成 30 年度６人）。 

なお，これまで本プログラムの修士課程ダブル・ディグリープログラムを

修了した 16 人のうち２人が本学博士課程後期に入学（予定を含む。）した。

これにより，本共同大学院プログラムが目標としている優秀な博士課程後期

学生の増加に貢献することができた。 

 

ⅹ）外国語による授業科目数の増加【計画番号 32】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.33，34 を参照。 

 

② 教育の質の向上に関する取組  

ⅰ）教育の質の改善・向上のための自己点検・評価システムの改善【計画番

号 12】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.27，28 を参照。 

 

ⅱ）国際大学間コンソーシアム（SERU）による国際的な教育の質保証評価に

かかる提言の検証【計画番号 12，60】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.27，28 を参照。 

 

ⅲ）３階層 TA 制度の充実【計画番号 13】 

平成 28 年度に導入した TA 制度「HIRODAI TA」では，活動内容や求められ

る資質・能力により，Phoenix Teaching Assistant（PTA），Qualified Teaching 

Assistant（QTA），Teaching Fellow（TF）の３階層を設定している。PTA は

授業の補助業務のみ担当する。QTA はこれに加え，ディスカッションのファ

シリテートや実験時のデモンストレーション等の補助的授業指導も担当する。

TF は PTA 及び QTA の業務に加えて教員の監督の下で授業を担当している。 

平成 30 年度は，さらなる制度の充実に向けて，以下に示す取組を実施した。

研修や TA としての業務を通して，大学院生が専門分野の知識体系を俯瞰する

力や，教育活動への深い理解と学習支援方法を身に付けることを目指してお

り，自立した教育者としても活動できる大学院生の育成により，教育の充実

と質の向上を図っている。 

・多様な TA 研修の実施：QTA の資格取得を目的とした研修（学生向け）に加

え，TA とともに働く教職員向けの公開セミナーを実施した。資格取得のた

めの研修として，QTA 資格取得研修会（全６回開催：受講者延べ 1,231 人，

うち留学生 262 人），TF 資格取得のための「大学教員養成講座」（２単位

の大学院共通科目：受講者 11 人，うち留学生６人）を行った。教員のため

の FD 研修会としては，TA 研修会：実践編（受講者 10 人）を実施した。ま

た，TF として採用した学生を対象に，TF プログラムを提供し，プログラム

の中でティーチング・ポートフォリオを作成するための研修を実施した（受

講者２人）。公開セミナーとして，国内外の専門家を講師として招へいし

た「Engaging Students in Learning in English-medium Classes」，

「Restoring the Freedom of Students to Learn in the Peaceful University」

（講義形式２回：受講者６人）と「ティーチング・ポートフォリオ（TP）

作成ワークショップ」（ワークショップ形式１回：受講者３人）を実施し

た。 

・TA が参画する運営組織： TA サポートデスクの専属教職員２人， Hirodai 

TA 制度運営実行委員５人のほか，平成 30 年度は，TF２人と QTA 複数人の

チームで上記の各種活動を自主的に企画・運営している。また，QTA 資格

取得研修会の分科会「ディスカッションをリードする」，「実験・実習を

支援する」を TF４人が自主的に企画し，実施した。平成 30 年度は，TF42

人のうち延べ６人が運営組織に関わった。 

・成果：平成 30 年度，QTA 資格取得研修会に対する受講者の満足度について，

質問紙調査を行った。その結果，80％以上の聴講者が「よい」又は「非常

によい」と回答していた。また，TA を対象とした質問紙調査を実施しデー

タ解析したところ，「学習支援能力を向上させたかった」という理由から

TA になった学生のほうが，「教員に頼まれて TA になった」という学生よ
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りも，担当授業に対して準備の時間を多く費やし，授業における自己有用

感も高いという結果が得られたことから，TA としての経験が，学生の学習

の充実につながっていると判断できた。 

・成果の発信：広島大学高等教育研究開発センターが発行する『高等教育研

究叢書 138』に，３階層 TA 制度の意義と現状，研究成果及び平成 29 年度

にアメリカの専門家を招へいして開催した国際フォーラム「大学における

ティーチング・アシスタント（TA）制度改革の挑戦 ：大学・大学院教育の

充実にむけて」（参加者 71 人），東京研修会（参加者 11 人）における成

果を掲載した。また，東京工業大学において行われた「教育革新シンポジ

ウム：大学院生とともに創る学習体験－TA を超えて－」において，Hirodai 

TA 制度運営実行委員の教員が本学の取組について講演した。 

 

 ⅳ）クロスアポイントメント制度を活用した教員配置【計画番号 13】 

クロスアポイントメント制度を活用し，教育資源の相互利用による教員配

置を推進した。平成 30 年度のクロスアポイントメント制度の利用件数は 18

件（国内機関 11 件，海外機関７件）となり，昨年度実績の６件（国内機関４

件，海外機関２件）を上回った。 

 

③ 学生への支援 

ⅰ）学生情報システムのスマートフォン対応【計画番号 13】 

学生から，「学生情報システムの使い方が外国人には分かりにくい。分か

りやすいアプリを開発してはどうか」（平成 29 年度の経営協議会学外委員と

学生との意見交換），「学生情報システムの表示をスマートフォンにも対応

してほしい」（平成 29 年度の学生生活実態調査）と要望があったこと，また，

学生のスマートフォンでの学生情報システムへのアクセス数がパソコンを上

回っていることから，スマートフォン等マルチデバイスに対応するよう学生

情報システムを改修した。これにより，学生情報システムを利用しやすい環

境を整備した。 

 

ⅱ）入学前奨学金制度の検証【計画番号 14】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.28 を参照。 

 

ⅲ）令和元年度からの初年次インターンシップ（社会体験）の全学実施 

【計画番号 15】 

学部１年次生全員が学外の企業・団体等での社会体験，就業体験，ボラン

ティア等を行う初年次インターンシップ（社会体験）を令和元年度から実施

することとした。これは，大学における学修と社会での経験を結び付けるこ

とで，今後，学生が大学生活をより有意義に送れるよう学修意欲を喚起する

とともに，学生自らが，将来の進路選択・自己の職業適性等について考える

契機とするものである。平成 30 年度は，全学実施に向けて準備を行った。 

 

ⅳ）キャリア支援の充実【計画番号 15】 

学生の就職支援について，平成 30 年度は以下の特長的な取組を行った。 

○キャリア支援・就職支援 

・キャリア支援・就職支援をさらに強化・充実するため，卒業生による

同窓会等の団体・組織による「広島大学キャリア支援ネットワーク」

を立ち上げ，12 月８日に第１回広島大学キャリア支援ネットワーク協

議会を開催し，ネットワークを充実するための方策等について協議し

た。ネットワークは，グローバルキャリアデザインセンターを中心と

して，広島大学校友会，広島大学関東ネットワーク，広島大学関西フ

ェニックスの会，広島大学・千田塾，広島大学体育会同窓会，広島大

学霞が関ネットワーク，広島大学キャリアサポーターOB・OG 会，そし

て広島大学東京オフィスで構成している。 

・現実の企業・仕事を理解し，これからの大学生活や自身の将来につい

て考えさせるための授業として，地元企業において実務経験を積んで

きた同窓生が講師を務め，ビジネスの最前線のリアルな話を語る授業

科目「キャリアデザイン講座-先輩プロフェッショナルが「あなたの未

来」のために語る-」を平成 30 年度から開講した。 

○「未来を拓く地方協奏プラットフォーム HIRAKU」事業 

・「未来を拓く地方協奏プラットフォーム HIRAKU」事業[科学技術人材

育成のコンソーシアムの構築事業「次世代研究者育成プログラム」（文

部科学省）]では，優秀な若手研究者（博士課程後期学生，ポストドク

ター，テニュアトラック教員）の育成・確保を図るため，本学と山口

大学，徳島大学が共同実施機関となり，中国・四国地方を中心とした

国公私立大学，企業，公的機関等が「産学官コンソーシアム」を形成

し，若手研究者ポートフォリオ（HIRAKU-PF)の活用や長期インターン

シップ派遣（国連訓練調査研究所（ユニタール），株式会社デンソー，

ベネッセ教育総合研究所等。22 人派遣）等により，人材の流動化と多

様なキャリアパスを促す仕組みや自立して研究に専念できる環境を整

備した。また，この事業の一環として，博士課程後期学生が自身の研

究のビジョンと魅力について３分間で分かりやすく語るスピーチ大会

「未来博士３分間コンペティション 2018」を９月 15 日に開催（本学

を含めた９大学所属の博士課程後期学生 31 人が発表），英国 Vitae

と共同で分野融合型のプロジェクトの企画立案を行う能力開発ワーク

ショップを６月 28～30 日，７月２～３日，２月７日に開催した。 
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○これらの取組の結果の一つとして，株式会社ヴォーカーズが 10 月 23 日

に発表した「本当に良い就職をしている大学ランキング」において全国

３位，「就職企業の『待遇満足度』が高い大学ランキング」で全国２位

にランクインした。 

 

ⅴ）保護者向け「広島大学地域懇談会」の開催【計画番号 15】 

 学部１年次生と２年次生の保護者・家族を対象に，本学の修学環境や学生

支援への理解を深めてもらうため，本年度からの新たな取組として，４会場

(神戸，広島，福岡，松山)で保護者向け「広島大学地域懇談会」を開催した。

４会場合わせて 288 人の保護者・家族が参加し，学長講演をはじめ，学生生

活・留学・進路などについての説明，卒業生・大学院生による講演，情報交

換会や個別相談などを実施した。 

開催後の参加者アンケート（５段階で５が満足，１が不満）の「全体の満

足度」については，参加者の 90％が４以上を回答し満足度が高かった。また，

自由記述では，「入学したら終わりではなく，こうやって継続して大学につ

いて説明していただけるとすごくありがたいです。」，「具体的な就職先等

や大学の支援がより分かり，今後子どもと話をするときに役に立つと思う。」，

「他の保護者の方や卒業生の方とも色々話せ，大変安心しました。」などの

意見があった。次年度以降もアンケート結果等を踏まえて開催する予定であ

る。 

 

ⅵ）アクセシビリティ教育の充実【計画番号 16】 

・ICT・クラウド技術を活用した授業支援・ユビキタス支援を整備・拡充する

ため，配慮事項及び相談事項の整理を行い「教職員向けアクセシビリティ・

サポートの手引き 2019」を作成し，３月にアクセシビリティセンターのウ

ェブサイトで公開するとともに，学内に配布した。また，次年度以降の支

援需要の動向を踏まえて，最新の支援技術に関するユビキタス支援ガイド

ブックを３月に作成した。 

・アクセシブル・デザイン化（障害のある学生を含む多様な学生へのアクセ

シビリティ対応をあらかじめ想定して授業等がデザインされている状況）

の検証を行うためのチェックリストの様式及び内容を検討し，３月にチェ

ックリストを策定した。 

 ・アクセシビリティ教育のさらなる充実のため，以下のとおり取り組み，ア

クセシビリティ教育の受講率８％の目標に対して，11.1％を達成した。 

・アクセシビリティ・ミニマムスタンダード講座の配信： 

教育内容及び教職員向けアクセシビリティリーダー育成プログラムにお

ける位置付けを整理・検討し，アクセシビリティ・ミニマムスタンダード

講座を新たに作成し，３月にオンライン学習システム（Learning 

Management System）で配信を開始した。 

・第 13 期アクセシビリティリーダー育成プログラムの実施： 

実習×４科目（受講者 84 人）＋演習×３科目（受講者 25 人）＋講義１

科目（受講者 19 人），講習会×５回（要約筆記講習会２回，ガイドヘルプ

講習会１回，手話講習会１回，アクセシビリティ研修会１回）を実施した

（受講者延べ 54 人）。 

多様性とアクセシビリティに関する本学構成員のリテラシー向上及び障害

学生支援における特別な支援・配慮から日常的な配慮への移行を目的として，

全構成員（学生・教職員）を対象としたアクセシビリティ教育，オンライン・

アクセシビリティ講座 2017 を継続配信した（平成 30 年６月まで：受講者 125

人）。また，オンライン・アクセシビリティ講座 2018 導入編・基礎編を作成・

配信した（平成 30 年７月〜：受講者 337 人）。 

  平成 30 年 12 月に第 13 期アクセシビリティリーダー認定試験を実施し，

アクセシビリティリーダー資格取得者 32 人（１級 7 人，２級 25 人）を輩出

した。 

  学生・教職員のアクセシビリティリーダー育成プログラム受講者数は延べ

644 人であった。 

また，アクセシビリティリーダー育成プログラムとは独立して，教養教育

科目においても，アクセシビリティ教育を実施した（大学教育入門：受講者

2,372 人，学生生活概論：受講者 53 人，ひろしま平和共生リーダー概論：受

講者 116 人） 

これらの取組により，本学におけるアクセシビリティに関する教育・学習

機会が拡充されるとともに，学生・教職員の意欲に応じて，より高い内容を

学べる環境の整備が進んだ。 

 

ⅶ）借上宿舎を活用した混住宿舎の充実等【計画番号 34】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.34 を参照。 

 

 

④ 入学者選抜の改善 

ⅰ）令和３年度学部入試における新たな個別選抜【計画番号 17】 

 本学の入学者選抜において，卒業認定・学位授与の方針，教育課程編成・

実施の方針を踏まえた入学者受入れ方針に基づき，「学力の３要素」（「基

礎的・基本的な知識・技能」「知識・技能を活用して課題を解決するために

必要な思考力・判断力・表現力等」「主体的に学習に取り組む態度」）を多

面的・総合的に評価するものへと改善することを趣旨とした「平成 33 年度広

島大学入学者選抜の見直しに係る予告について」を公表した（平成 30 年５月
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22 日付）。高校教員対象の入試説明会（12 会場），大学説明会（８会場），

８月のオープンキャンパス，予備校での入試説明会（８会場）などの機会を

利用して内容を周知するとともに，高校訪問や大学訪問等（228 校）におい

て周知活動を行った。 

 

ⅱ）学部入試における英語外部検定試験の活用【計画番号 18】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.28 を参照。 

 

ⅲ）大学院入試における英語版インターネット出願システムの導入【計画番

号 19】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.29 を参照。 

 

ⅳ）大学院入試における英語外部検定試験の活用【計画番号 20】 

 英語４技能（読む，聞く，書く，話す）を測ることのできる資格・検定試

験を活用している研究科について現状を確認した結果，活用が一部の検定試

験（TOEIC や TOEFL)となっていることを課題と認識した。今後，出願の幅を

広げるため，各研究科において，多様な資格・検定試験を活用するよう検討

を進めた。 

 

（２）研究に関する状況 

① 世界的な研究拠点への展開 

ⅰ）多様な研究拠点を継続的に創出・育成【計画番号 21】 

 平成 25 年度から，世界トップレベルの研究活動を展開できるインキュベ

ーション研究拠点を学内で公募・選定している。優れた研究実績を有し，外

部資金により自立した拠点活動を実施する自立型研究拠点へと成長していく

ための重点支援を行うシステムを展開している。 

平成 30 年度は，インキュベーション研究拠点を新たに３拠点選定した。

また，第２期自立型研究拠点１拠点の中間評価を実施するとともに，第２期

インキュベーション研究拠点５拠点について，学長を機構長，全部局長等を

メンバーとする研究推進機構会議によるヒアリング審査など厳密な最終評価

を実施し，インキュベーション研究拠点２拠点を継続支援，３拠点を支援終

了とした。その結果，自立型研究拠点 10 拠点，インキュベーション研究拠

点 15 拠点が現在活動している。 

 なお，第１期の自立型研究拠点については，平成 30 年度に最終評価の方向

性を定めており，令和元年度当初に最終評価ヒアリングを実施する予定とし

ている。このうち，ゲノム編集研究拠点については，学内共同教育研究施設

（ゲノム編集イノベーションセンター）に発展し，文部科学省卓越大学院プ

ログラムなど，大型プロジェクト採択に繋がった。 

 

ⅱ）国際研究ネットワークの拡充【計画番号 21】 

  海外大学等との包括協定締結に積極的に取り組み，平成 30 年度は大学間協

定を 47 件（累計 345 件），部局間協定を 29 件（累計 386 件）新たに締結し，

国際共同研究や国際共著論文の増加に繋げるための国際研究ネットワークを

拡充した。 

  特に，自立型研究拠点を中核として，インド政府直轄のインド科学産業研

究委員会（CSIR）との間で国際共同研究・教育ハブを確立するための全学交

流協定覚書（MoU）を締結し，インド全土に研究交流の展開を可能とした。こ

の他，米国バーモント大学など新たな大学間協定締結校との間において，セ

ミナー・国際会議の開催など，国際共同研究につなげる研究交流を実施した。

「組織」対「組織」の国際共同研究の展開，国際研究ネットワークの拡充に

よる世界的な研究拠点の創出を図った。 

  また，地球規模の環境問題解決や世界共通の開発目標(SDGs)達成に資する

広島大学の各種取組を集約し, 超学際分野研究として Peace and 

Sustainability を創生・提案する，FE・SDGs 教育研究ネットワーク拠点

（NERPS）を新たに設置した。17 番目のゴール「パートナーシップ」に貢献

し, 大学（学生を含む。），国，地方公共団体，企業及び海外研究機関等の

担当者が集まり，異なる立場・視点から SDGs という共通課題について議論す

る「広島大学 SDGs シンポジウム」を開催（第２回 12 月，第３回２月）した。

平和，環境など全ての SDGs に貢献することを目指し，国際共同研究及び研究

者交流を推進する活動を開始した。 

 

ⅲ）国際共著論文数等の増加【計画番号 22】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.29 を参照。 

 

ⅳ）研究活動評価手法を活用した戦略的重点配置の実施【計画番号 23】 

戦略性が高く，意欲的な目標・計画の状況 P.30 を参照。 

 

② 研究支援及び研究資源の有効活用 

ⅰ）研究支援体制の強化【計画番号 25】 

研究支援体制強化のため，本部において研究推進を担うシニア URA

（University Research Administrator）及び URA，部局における研究支援担

当のアソシエイト URA からなる全学的な URA 組織（研究企画室）の整備を平

成 25 年度から進めている。シニア URA と URA には，大型プロジェクトの支

援が可能となるよう，研究に関する理解能力のあるアカデミックキャリアを

有する専門系人材を重点配置してきた。専門系人材と事務系人材をともに育
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成することで，多様な能力を有する URA の協働と融合によって研究力強化支

援組織の最適化を図った。 

平成 30 年度においては，URA が安定的かつ自発的な活動を行うため，給与

体系，評価制度及び雇用財源の確保について全学のコンセンサスを得て諸制

度の整備を行った。任期が到来し無期転換権が発生した者のうち，希望者か

ら順に新制度に移行することとした。また，引き続き本学の中核となる研究

領域に対して，外部資金申請等の支援を実施するとともに，国際研究成果の

積極的発信支援を行うなど，国際研究活動の活性化のための支援を行った。 

ライティングセンターでは，平成 26 年度に英文校正費の一部助成を開始し，

平成 30 年度は 310 件，6,015,018 円の助成を行った。 

また，「事務の国際化」を図るため，URA や事務職員は，英語を母国語と

する２人の外国人フェロー（国際広報担当のサイエンス・コミュニケーター

と，英語論文相談担当）と同じ部屋で協力して業務を実施している。また，

語学能力及びマネジメント能力等を相互に活かした国際研究活動の支援体制

を構築した。これにより，組織的な国際共同研究の展開及び国際研究ネット

ワークの拡大において，協定締結に関する書類等の英語のネイティブチェッ

クや大型外部資金申請に係る英文申請書のチェックを同時並行で行うなど，

スピーディーかつ臨機応変な対応が可能となった。 

 

（３）産学官連携を推進するためのマネジメント強化等に関する取組 

ⅰ）産学官連携を推進するためのマネジメント強化等に関する取組【計画番

号 28】 

産学連携において，民間等外部の機関との「組織」対「組織」による高度

な相互理解と信頼を前提とすることによって，価値共創型の産学連携共同研

究及び人材育成の推進を図る共創研究所の２例目として，平成 31 年４月１日

から「未病・予防医科学共創研究所」を設置することとした。 

包括連携協定を締結している機関と更なる連携の深化を図るため，１月 30

日に呉市役所庁舎内に「広島大学呉サテライト」，２月１日に国立研究開発

法人産業技術総合研究所中国センター内に「広島大学－産総研連携オフィス」

を開設した。 

また，１月 10 日に中国地方整備局と，平成 30 年 7 月豪雨災害を踏まえた，

防災・減災に関する新たな取組の一つとして，防災・減災対策に関する覚書

を締結し，１月 28 日に国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機

構(NEDO)と起業家支援に係る相互協力の覚書を締結した。 

文部科学省及び経済産業省による「産学官連携による共同研究強化のため

のガイドライン」の産学官連携が進む人事評価制度改革に対応するため，「教

員の産学連携活動（社会貢献）に関する BKPI®の項目」の見直しを行い,教員

が行う産学連携活動を評価する仕組みを構築した。  

 

ⅱ）情報発信機能の強化【計画番号 28】 

産学共創のための広島大学シーズ検索サイト「ひまわり」の利活用促進の

ため，シーズ情報の入力インターフェースを見直し，教員が入力しやすいシ

ステムに改修した。また，出力機能も強化し，見やすくわかりやすい形で PDF

ファイルに表示可能な機能を追加した。これにより，研究シーズの登録が増

加し，シーズ探索する企業からのアクセス性の向上，ひいては共同研究の契

約件数の増加など，外部資金獲得に繋がる効果が期待される。 

 

（４）社会との連携及び地域社会への貢献に関する状況 

ⅰ）組織的な大型共同研究の拡大【計画番号 28】 

本学では，平成 23 年度に広島大学災害軽減プロジェクト研究センター（～

令和３年３月）を設置し，研究者の情報の共有化などで地域防災ネットワー

クの整備を進めてきた。また，平成 30 年７月 11 日には，「広島大学平成 30 年

７月豪雨災害調査団」を結成し，全体会議及び報道機関向け報告会を開催し

て，学内の防災研究分野の専門家の明確化と研究者同士のネットワークの拡

充を開始した。今後，さらに本学が防災・減災における研究を進め，災害軽

減などでより実践的に社会貢献していくために，研究者の連携を図り，恒常

的な組織活動を行うための拠点として，「防災・減災研究センター」を設置

し，９月 20 日に開所式を行った。 

11 月 14 日，広島県と県内 23 市町に加えて，岡山県笠岡市，山口県岩国市，

和木町から危機管理部門の担当者等 40 人が集まる「防災・減災研究センター

連携自治体会議」を開催した。会議では，自治体との連携体制の方向性，本

学の調査・研究の状況説明，センターの研究課題の紹介があり，自治体（広

島市，福山市，東広島市）から事例発表も行い，自治体の現状や課題を共有

した。 

広島県，本学，マツダ株式会社など，地域の産学官が一体となって策定し

た「ひろしまものづくりデジタルイノベーション創出プログラム」が，平成

30 年度に創設された，内閣府の地方大学・地域産業創生交付金事業に採択さ

れ，同プログラムに基づき，産学官連携により，地域レベルで，デジタルイ

ノベーションを実現していくための幅広い事業を推進することとなった。こ

のプログラムの実施の一環として，２月１日に「デジタルものづくり教育研

究センター」を設置し，ものづくりデジタルイノベーションに係る研究開発

と人材育成を推進する体制を整備した。 

「組織」対「組織」による大型共同研究の拡充，集中的なマネジメント体

制の整備を目的とし，文部科学省事業である「オープンイノベーション機構

の整備」への申請を行った。今年度採択とはならなかったが，次年度の採択

に向け，事業中心者及び支援チームとの連携を開始し，学内研究者，企業執
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行部，有識者，採択大学への協力依頼・ヒアリング等を行い，積極的な情報

収集，事業構想の検討を行い，申請に向けた準備を行っている。 

また，「組織」対「組織」による産学連携を更に加速するため，包括的連

携協定の締結，「共同研究講座」を拡充した。平成 30 年度は，新たに６件の

包括連携協定を締結（企業２件，その他４件）し，合計 82 件となった。 

包括連携を締結している企業では，マツダ株式会社の５件に加え，コベル

コ建機株式会社が２件，JFE スチール株式会社が１件，株式会社前川製作所

が１件共同研究講座を設置するなど，「組織」対「組織」による産学連携を

推進している。 

「共同研究講座」は，平成 30 年度新たに９講座を設置し，合計 15 講座が

活動している（平成 31 年４月には新たに４講座設置）。産学協同の研究拠点

を大学内に長期的に確保し，「組織」対「組織」による大型の共同研究を進

めることで，研究活動のさらなる活性化と研究成果の実装を図り，イノベー

ション創出に取り組んでいる。 

 

ⅱ）リサーチコンプレックスの拠点整備【計画番号 28】 

リサーチコンプレックスの拠点整備に向け，今年度３回の推進協議会幹事

会（５月 10 日，８月 22 日，11 月 14 日）及び第２回推進協議会・総会（12

月 26 日）を開催し，進捗状況の共有と進め方の協議を行いながら活動した。

具体的取り組みの一環として，「スタートアップセミナー（ゲノム編集イノ

ベーションハブ，新事業創造セミナー）」（３月７日 参加者：41 人），

「Hiroshima Data Science Forum 2019（ひろしまデータサイエンスアリーナ）」

（３月 18 日 参加者：196 人）を開催し，イノベーション創出に向けた取組

みを広く関係者へ向けて情報発信した。 

また，「平成 30 年度イノベーション研修プログラム」を開催（10 月 17 日 

～１月 18 日 受講者：720 人）し，地域のイノベーション人材に対する工学

の学び直しの機会提供及び「第 5 回ひろしまアントレプレナーシッププログ

ラム」を開講（10 月 27 日～１月 12 日 受講者：20 人）し，発想・思考を繰

り返して鍛え，アントレプレナーシップ（自ら課題を発見し解決する力）に

ついて学び，実践するための人材育成プログラムを実施した。 

 

ⅲ）大学からの新規ビジネス創出に向けた取組【計画番号 28】 

大学の研究成果を社会へ還元することで，新たな雇用や産業を生み出し，

経済の活性化に寄与するため，大学からの新規ビジネス創出に向けて，広島

銀行と広島大学発ベンチャーファンド設立を決定し，平成 31 年４月発足に向

けて取り組んでいる。また，骨髄間葉系幹細胞の磁気ターゲッティング装置

の開発プロジェクトは，JST「大学発新産業創出プログラム（START）」に採

択される等，大学発ベンチャー設立に向けて取り組んでいる。 

各国の社会課題を解決するとともに新規ビジネス創出に向けて，大学間協

定を結んでいる中南米４ヶ国（メキシコ，ペルー，コロンビア，ボリビア）

の大学と，教職員，学部・大学院生向けのピッチイベント（G1PEC）を開始し

た。さらに G1PEC のホームページ開設に向けて作業を進めている。 

また，研修会「Compact BRAVE 第 1 回」（６月１日），ピッチイベント「Ｐ

Ｒイベント」（５月 25 日，９月 21 日）やプログラム「ひがしひろしま創業

塾」（２月２日～２月 23 日）を開催し，ベンチャー設立に向けての支援を行

っている。 

 

ⅳ）センター・オブ・イノベーション(COI)【計画番号 28】 

本学が中核機関であるセンター・オブ・イノベーション(COI)プログラム（精

神的価値が成長する感性イノベーション拠点）では，研究分野において，感

性のプロセスにある「ふっと気付く瞬間」のメカニズムを捉えることに取り

組み，知覚についてもより本質的な領域に踏み込んだ研究を実施し，これま

での研究成果と社会実装に向けた応用（サリエンシ―マップのツール化等）

に取り組んだ。また，基礎研究成果と要素技術を繋いだ感性・知覚のセンシ

ングデバイスのプロトタイプ等を開発し，多くの参画企業と連携し応用開発，

実証実験に取り組んだ。 

これらの研究成果を広く社会へ公開するため，平成 30 年６月に東京での公

開シンポジウム（参加者：216 人），８月に 2018JST フェアへのブース展示

を行った。また，参画機関間の連携強化のため，平成 30 年８月に若手研究者

が中心となる「夏の研究会」（参加者：119 人），12 月に三拠点合同成果報

告会（参加者：76 人）を開催した。 

一方で，COI で築いた基盤（サイト，体制，産学連携の仕組み）に加えて，

継続的な研究体制の構築を目的として，平成 30 年 10 月に脳・こころ・感性

科学研究センターを新たに設置し，このセンターを核として，研究・教育・

産学連携の三位一体で取り組むことを開始した。 

これらビジョン実現に向けた取組（バックキャスティング・研究開発成果・

社会実装への取組等）及び持続的なイノベーションの形成に関し，第２回中

間評価において，最も良い評価ランクである S 評価のうちから，更に評価ラ

ンクの高い S＋の評価が得られた。 

知的財産等の取り扱いについて，平成 31 年２月に知的財産管理の更なる適

正化を図るものとして，旧覚書を改訂した「精神的価値が成長する感性イノ

ベーション拠点における研究活動に関する覚書」を発効し，全参画機関へ展

開した。 

その他には事業終了後を見据えて，拠点の自立化に向けた教育・研究・社

会実装分野でのポートフォリオを組み，感性を軸とした卓越大学院プログラ

ム構想，社会実装の実現をより一層加速させるための仕組み作りの検討に着
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手した。 

 

ⅴ）産学共創プラットフォーム〔OPERA（オペラ）〕の形成【計画番号 28】 

「組織」対「組織」の本格的な産学共同研究を推進するため，産業界との

密接な連携のもと，現在，33 機関（大学等 10 機関，民間企業 23 社）が参

画する「ゲノム編集」産学共創コンソーシアムを構築・運営している。JST

中間評価に際し，参画機関（大学等５機関，民間企業５社）へのヒアリング

調査を行い，研究成果の社会実装に向けて検討が必要な事項を洗い出した。

平成 30 年度には新たに５機関が参画し，共同研究の拡大に寄与した。 

 

ⅵ）地（知）の拠点大学として地方創生の推進【計画番号 28】 

「地（知）の拠点整備事業（COC）」終了後の推進体制確立のため，「地（知）

の拠点推進委員会」を設置し，COC 事業を契機に開始した各種事業の推進体

制，並びに広島市立大学が代表校である「地（知）の拠点大学による地方創

生推進事業（COC＋）」に採択された「観光振興による「海の国際文化生活圏」

創生に向けた人材育成事業」の支援体制を構築した。COC 事業終了後の継続

的な事業推進として，様々な人々が「共生」できる社会の実現に貢献できる

人材「ひろしま平和共生リーダー」を育成するための２つの教育プログラム

「平和科目：ひろしま平和共生リーダー概論」「特定プログラム：ひろしま

平和共生リーダー育成特定プログラム」を実施した。 

平成 29 年度から引き続き，平和科目「ひろしま平和共生リーダー概論」を

開講し，116 人の受講があった。受講者の授業アンケートにおいて，本講義

を「非常に良い」，「良い」と回答した受講者がおよそ８割に及び，満足度

が高かった。 

「特定プログラム：ひろしま平和共生リーダー育成特定プログラム」は平

成 30 年度から開講し，登録者が４学部で計６人であった。特定プログラム受

講登録者との交流会を定期的に開催し，受講登録者の要望を組み取り，地域

社会の抱える課題の解決に向けた実情理解を深めるため，地域の現場を訪問

する地域実習を実施した。〔（２月 15 日（福富町，豊栄町），３月４日（豊

栄町），３月 15 日（安芸津町）〕     

また，COC 事業を通じて，学部教育における地域志向型教育実施の仕組み

構築を地域と協働して進めてきたが，COC 事業終了後も引き続き継続して実

施を進めている。特に生物生産学部では地域志向型の教養ゼミや地域をテー

マにした卒業論文作成に繋がっているほか，生物生産学部以外の学生も受講

可能な地域志向型教育科目を開講することで，全学的な展開へと発展させて

いる。 

 

 

（５）グローバル化に関する状況 

ⅰ）グローバル人財養成に向けた基盤整備【計画番号 30】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.30，31，32，33 を参照。 

 

ⅱ）BEVI テスト（異文化適用に関する特性テスト）日本語版の活用と普及 

【計画番号 30】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.30，31，32，33 を参照。 

 

ⅲ）短期派遣 START プログラムの推進【計画番号 30】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.30，31，32，33 を参照。 

 

ⅳ）森戸国際高等教育学院の組織整備と拡充【計画番号 30】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.30，31，32，33 を参照。 

 

ⅴ）留学動機付けの一環としての日本語・日本文化特別研修の推進 

【計画番号 30】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.30，31，32，33 を参照。 

 

ⅵ）海外拠点の充実・拡充【計画番号 30】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.30，31，32，33 を参照。 

 

ⅶ）大学間交流協定の締結【計画番号 30】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.30，31，32，33 を参照。 

 

ⅷ）ピース・レクチャー・マラソン【計画番号 30】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.30，31，32，33 を参照。 

 

ⅸ）中長期学生交流プログラムの推進【計画番号 30】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.30，31，32，33 を参照。 

 

ⅹ）海外在住日本語教員を対象としたブラッシュアップセミナーの実施 

【計画番号 32】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.33，34 を参照。 

 

 ⅺ）オンラインによる日本語教育の提供【計画番号 32】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.33，34 を参照。 
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（６）病院に関する状況 

① 教育・研究機能の向上のための取組 

ⅰ）海外機関との国際交流の推進【計画番号 36】 

 ・ハサヌディン大学（平成９年 12 月 10 日大学間交流協定締結）から，医学

部の学生ら 34 人の訪問団を受け入れた。 

・台中栄民総医院（平成 27 年３月 15 日部局間交流協定締結）から医師２人，

看護師１人を受け入れ，研修を行った。また，10 月に台中栄民総医院にて

開催された「 International Symposium on Advanced Patients Care」 に

本院から医師２人，看護師１人，事務職員２人が参加した。  

 ・チトワン医科大学（平成 28 年８月 29 日部局間交流協定締結）へてんかん

手術支援のため，脳外科医師１人，看護師１人を派遣した。 

 ・モンゴル国立がんセンター（平成 30 年３月 28 日部局間交流協定締結）へ

放射線治療科医師３人，医学物理士１人を派遣した。 

 

 ⅱ）世界最高水準の放射線治療チームの育成【計画番号 37】 

  世界最高水準の放射線治療を提供できるグローバル人材（放射線治療チー

ム）の育成及びその人材を地域やアジア近隣諸国に展開するプログラムを構

築し，放射線治療技術の均てん化を図るための教育プログラムの作成に向け，

国内外の先進放射線治療施設への訪問調査を行ったほか，放射線治療地域医

療連携システム構築のための情報収集を行った。また，放射線治療における

多職種間の相互理解を深めるため，チームビルディング研修会を実施したほ

か，企業と協力して演習型の研修会を実施し，連携体制の構築を図るととも

に，放射線治療におけるチーム医療に関する学会発表等を行った。 

 

ⅲ）未来型グローバル医療人の育成【計画番号 37】 

  次世代医療を地域医療にシームレスに移行し実践できる未来型グローバル

医療人を育成するため，未来型グローバル医療人育成センターを中心に，本

学関連医療施設及び海外施設とのネットワーク構築とその活用による人材育

成プログラムの作成に向け，関連医療施設協議会を開催した。また，10 月に

「World Health Summit in Hiroshima 2018」を開催し約 100 人が参加したほ

か，２月にヴァンダービルト大学（アメリカ）から講師を招き，若手医師等

を対象として特別公開セミナーを開催し，先進医療と地域医療の融合を図る

とともに，本学病院の医師，研修医，医療従事者を対象に，公開セミナーを

14 回開催し情報発信を行った。 

 

 

 

 

ⅳ）原子力災害医療に対応できる人材の育成【計画番号 37】 

 高度被ばく医療支援センター及び原子力災害医療・総合支援センターとし

て，原子力災害医療に対応できる人材を育成するため，医師，看護師，診療

放射線技師等を海外研修や専門セミナー等に参加させた。 

 

 ⅴ）医学系研究の推進【計画番号 38】 

  本学の医学系研究を推進するため，平成 30 年４月に副学長（研究倫理担当）

を副機構長として「広島大学医療系トランスレーショナルリサーチ推進機構」

を設置し，機構の下に「医療系トランスレーショナルリサーチ推進会議」を

設置して，４月１日に設置したトランスレーショナルリサーチセンターとと

もに，本学の医学系研究を有機的に統合しその機能を最大限に引き出す ARO

（Academic Research Organization）の構築，医療に繋がる基礎研究成果を

臨床に実用化させる橋渡し研究（translational research）の推進，国立研

究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）・文部科学省科学研究費等の競争

的資金の格段なる獲得，医学系研究の IR（Investor Relations）の推進方策

の検討等を行った。 

 

 ⅵ）パラリンピック・アスリートへの支援【計画番号 38】 

  2020 年のオリンピック・パラリンピックに向けて，スポーツ医科学センタ

ーを中心に，世界トップレベルの障がい者アスリート支援を目的として，多

職種連携によるマルチサポート体制を構築するため，障がい者スポーツでの

パフォーマンス向上や障がい予防に関する研究を発展させ，スポーツ現場へ

の実用化を目指して共同研究等を実施するとともに，国内外の学会等で発表

した。また，平成 28 年 10 月に締結した，本学，広島県，広島県障害者スポ

ーツ協会及び特定非営利活動法人 STAND の４者による障がい者スポーツ分野

における連携協力に関する協定を推進するため，「ALL HIROSHIMA SPORTS 

SUMMIT 2019」及び「障がい者スポーツ体験イベント」を開催した。 

 

② 質の高い医療の提供のための取組 

ⅰ）「肝疾患相談室」を充実・強化【計画番号 35】 

肝疾患診療連携拠点病院としての役割が多様化する中，国の肝炎対策に関

する拠点病院のインセンティブ事業に，統括肝疾患コーディネーターを配置

して県内の肝疾患コーディネーターを統括するという本学病院の事業案が採

択されたことを受け，規模の拡大に対応し事業を円滑に行うため，特に看護

師の配置の必要性などの観点からも，肝疾患相談室を中央診療施設の一つと

して明確に位置付けることとした。 
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 ⅱ）がん治療センターに「AYA 世代がん部門」を新設【計画番号 35】 

思春期と若年成人期を指す用語で，小児期と壮年期の狭間にあり，進学・

就労・婚姻・出産などのライフイベントを連続して経験する，人生で最もダ

イナミックな世代である「AYA 世代」のがんを専門とする「AYA 世代がん部門」

を立ち上げ，医師・歯科医師・看護師・薬剤師・理学療法士・作業療法士・

言語聴覚士・医療ソーシャルワーカー(MSW)・チャイルドライフスペシャリス

ト(CLS)・心理士・栄養士などの多職種連携チームにより，治療及び治療後の

経過を通じて，刻々と成長を重ね，生活環境も変化していく患者に常に的確

な支援を提供していくため，重層性に富んだチームでの医療の提供を開始し

た。 

 

ⅲ）病院敷地内に美術館を開館【計画番号 35】 

本学病院敷地内に，収集家から譲り受けた約 1,300 点の作品を収蔵した美

術館である「YHRP ミュージアム」（ Y はやすらぎ，H は平和，R はリハビリ，

P はポーランドの意味）を 10 月に開館し，やすらぎと癒しの環境を，患者だ

けでなく広く地域住民に提供した。 

 

 ⅳ）女性医師のキャリア継続支援【計画番号 35，37】 

  厚生労働省「平成 30 年度女性医師等キャリア支援モデル構築事業」の実施

機関として前年度に引き続き選定され，本事業の中で，職場復帰を目指す女

性医師を対象とした女性医師個々の環境に応じたオーダーメイドのキャリア

支援制度として，定員外に増員分の「女性支援枠」を設定し，「平成 30 年度

広島大学病院女性医師採用支援枠」の利用募集を行い，申請者４人全員を採

用し，医師確保に資するとともに，女性医師の復職機会を確保し，常勤復帰

までのサポートを行った。 

 

ⅴ）広島県内で初のアレルギー疾患医療拠点病院に指定【計画番号 36】 

  アレルギー疾患の専門医が，皮膚科，内科，耳鼻咽喉科の３科で計 11 人在

籍していることや，重症患者や難治性患者を受け入れ，診断や治療を担って

いることが評価され，アトピー性皮膚炎などのアレルギー疾患で重症患者を

診断・治療したり，人材を育成したりする拠点病院として，広島県から２月

に県内で初のアレルギー疾患医療拠点病院として指定を受けた。 

 

ⅵ）サンフレッチェ広島と医療支援協定締結により連携【計画番号 36】 

  サッカーJ1・サンフレッチェ広島を医療面で支援するため，平成 29 年５月

にマツダ病院とともにサンフレッチェ広島と医療支援協定を結び，チームド

クターを務め，これまで選手の治療や手術を担ってきた整形外科分野のほか，

心理面や栄養面に加え，内科など日常的な健康管理のサポートも行うととも

に，本学病院スポーツ医科学センターで動作解析を行い，理想的な体の動き

や筋力の付け方なども指導し，選手の競技力向上を支える取組を継続してい

る。 

 

 ⅶ）中山間地域の医師確保【計画番号 40】 

  広島県内の中山間地域の医師確保を目的として，広島県と本学が平成 21

年度に始めた医学部「ふるさと枠」の第２期生の 14 人が，６年の学部教育と

２年の初期研修を終え，平成 30 年４月から地域医療の現場へ配属した。 

 

 ⅷ）広島県内の研究者等を対象とした研修を実施【計画番号 40】 

  広島県との共催により，広島県内の病院の研究者等を対象とした「臨床研

究・治験従事者養成研修」を計３回実施し, 最新の臨床研究法の解釈や臨床

研究の立案について情報提供したほか，グループワークによるプロトコル作

成に取り組むなどのプログラムを実施して，人を対象とする医学系研究にか

かる知識の向上を図った。 

 

③ 継続的・安定的な病院運営のための取組 

ⅰ）ガバナンス体制の整備【計画番号 35】 

病院として適切な意思決定を行うため，副病院長及び病院長補佐の担当の

見直しを行い，平成 30 年４月１日付けで副病院長の担当を「診療・災害担当」

から「診療担当」へ，病院長補佐の担当を「地域連携担当」及び「勤務環境

改善・経費改善担当」から「災害担当」及び「地域連携・勤務環境改善担当」

へと変更し，ガバナンスの強化を図った。 

 

ⅱ）福島県双葉地域の診療体制構築【計画番号 36】 

福島第一原子力発電所事故で住民が避難した福島県双葉地域の避難指示解

除を見据えた，福島県立医科大学からの双葉地域の診療体制構築への協力要

請を受けて，平成 28 年４月に広島大学病院に福島医療支援センターを設置し，

同年 10 月から内科医が，平成 30 年５月からは救急医も出向し，福島県の医

療体制の充実に協力している。 

 

ⅲ）原子力災害医療の体制構築【計画番号 36】 

高度被ばく医療支援センター及び原子力災害医療・総合支援センターとし

て，原子力災害医療の体制構築に向け，国や原子力発電所等の立地道府県等

が実施する原子力災害防災訓練等に講師を派遣し，助言・指導を行ったほか，

原子力災害医療に係る啓発・普及事業として研修会や除染訓練を実施した。 

また，国際原子力機関（IAEA）の緊急時対応援助ネットワーク（RANET）の

登録機関として，援助要請対応訓練に参加した。 
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ⅳ）女性医師のキャリア継続支援【計画番号 37，40】 

 ・女性医師にとって働き甲斐のある病院であるように，働きやすい効率のよ

い職場環境の整備を支援し，働き続けられる職場，離職しても復帰しやす

い職場を構築するため，平成 29 年４月に設置した女性医師支援センターが，

地域の医療機関との連携のもと女性医師支援を推進するため，県内関連病

院の病院長あるいは人事担当者，広島県，県・市医師会及び広島県地域医

療支援センターの関係者，本学病院の診療科長あるいは人事担当者が一堂

に会して「広島県女性医師支援総合会議」を開催し，育児等で制約のある

女性医師がキャリア継続できるよう，また，働きたい女性医師の希望と関

連病院の雇用条件をもとに，将来的にマッチングを継続できるシステム構

築や，そのための方策等について意見交換を行った。 

 ・本学及び広島県内に勤務する女性医師を対象に，本学病院女性医師支援セ

ンターと広島県医師会及び広島県地域医療支援センターが連携し，女性医

師支援チーム「広島三本の矢」として支援を要する女性医師からの相談に

対応したほか，女子医学生や女性医師が交流するイベント等を開催した。 

 

ⅴ）病院経営改善への取組【計画番号 39】 

 ・国立大学病院管理会計システム（HOMAS2）による月別の診療科別・部門別

原価計算を行い，対前年同月比で医業利益の増減が大きい診療科について

要因分析を行った。また，平成 30 年度第一四半期診療科別上位５位から

10 位の DPC 毎に原価計算を行うとともに各診療科へ通知した。 

 ・月別の診療科別 DPC/PDPS（診断群分類別包括支払い制度）請求退院の診療

報酬集計及び外保連試案手術技術度集計による分析を行った。 

 ・DPC/PDPS 請求退院患者を対象に，診療科別の「患者構成」，「経営指標」，

「収支計算」，「DPC 請求に係る平均在院日数，Ⅱ期退院率及び 1 日当た

りの診療単価等」，「診療群別 TOP10 の DPC 別収支分布」，「費目別診療

科使用比率」及び「診療科別薬品材料 TOP10 の使用数量及び使用金額ラン

キング」に関する分析を行った。 

 ・病院長を中心とした検討会を毎月１回実施し，計画的に医療機器の更新を

実施するともに，平成 29 年度に実施した更新対象機器調査を基に，多様な

財源を活用し，老朽化した大型医療機械設備の更新計画の検討を行った。 

 ・平成 30 年４月より新たに経営改善担当主幹のポストを設け，契約部署等と

協力して医療材料等の値引き交渉により経費削減を図った。 

・実地棚卸し結果に基づき，医薬品及び医療材料の在庫管理状況分析を行い，

データ上，消費されないまま使用期限が切れている医療材料について通知

を行うとともに該当部署から回収を行うなど，差異縮減及び在庫縮減を図

った。 

  

・国立大学附属病院長会議事務局を中心として全国国立大学病院材料部部長

会議等の協力のもと高機能医療材料９カテゴリについて，メーカーへの共

同交渉を行い，経費削減に向けた検討を行った。 

 

ⅵ）医師適正配置に向けた取組【計画番号 40】 

  広島県病院事業局及び広島市立病院機構，地域の関連病院病院長と本院の

各診療科教授等が一堂に会する「広島大学関連病院長・臨床系教授懇話会」

を平成 30 年６月及び８月に開催し，広島県域における医療供給体制について

の状況を確認し，課題を共有した。 

 

（７）附属学校に関する状況 

① 教育課題への対応 

ⅰ）文部科学省研究開発学校制度等の取組【計画番号 41，42，43】 

  文部科学省教育研究開発事業（２件），文部科学省スーパーグローバルハ

イスクール(SGH)（１件）及び国立研究開発法人科学技術振興機構スーパーサ

イエンスハイスクール支援事業(SSH)（１件）を各校で取り組んでいる。成果

として，「第 29 回日本数学オリンピック（JMO）」銀賞，「第 59 回 国際数

学オリンピック(IMO)」銅メダル，「第 16 回高校生科学技術チャレンジ

（JSEC2018）」JFE スチール賞，「統計データ分析コンペティション」総務

大臣賞，「広島県科学オリンピック」金賞を受賞した。 

  また，附属幼稚園の保育の理念，実践，研究を国内外に発信するため，保

育者，研究者に向けて，それらをまとめた図書１冊を出版した。 

 

ⅱ）附属学校におけるグローバル人材養成の取組【計画番号 41，42，43】 

・附属福山中・高等学校で平成 30 年７月 21 日，９月 29 日，10 月 27 日，12

月８日，平成 31 年１月 12 日に国際協力研究科の留学生とともに「環境」

及び「平和と教育」の２つのテーマについて，高校２学年がグループで議

論する「IDEC 連携プログラム」を実施した。〔５回実施，参加留学生（16

人），参加生徒（18 人）〕 

・海外の協定等をしている学校と共同研究，協働学習，相互訪問など交流活

動を実施した。（大韓民国２校，タイ王国１校，中華人民共和国１校，オ

ーストラリア連邦１校，インドネシア共和国１校，シンガポール共和国２

校，ドイツ連邦共和国２校） 

・附属高等学校教諭１人が「高等学校及び中高一貫教育校教員等インド派遣

プログラム」に参加し，日印交流を行った。 
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② 大学・学部との連携 

ⅰ）グローバル人材に求められる資質・能力を評価するルーブリックの開発

【計画番号計画番号 41，42，43】 

平成 29 年度に開発したルーブリックの原案を元に，各学校園において授業

実践を通して具体的な評価方法及び評価材の開発を進めることで，ルーブリ

ックの原案に対する精査を行った。２月 18 日に教育学研究科教員をメンバー

に加えた研究推進委員会を開催し，各学校園の取組状況から，ルーブリック

の検証を行った。  

 

ⅱ）大学の教育・研究活動への協力【計画番号 41，42，43】 

本学附属学校園は，「大学・附属学校園間における教育・研究協力依頼に

関する取扱要項」に基づき，大学の教育・研究協力活動へ協力しており，平

成 30 年度は，授業協力を９件，研究協力を６件行った。 

また，附属中・高等学校で，スーパーサイエンスハイスクール(SSH)におけ

る広島大学との高大接続プログラムを実施した。高校 2 学年を対象とし，３

～４人の課題研究のグループごとの「課題研究」に，教育学研究科から７人，

総合科学部国際共創学科から４人の計 11 人の大学教員が参画し，課題研究支

援を３回に分けて実施した。 

更には，本学教職大学院の連携協力校として８人の大学院生を受入れたほ

か，４人の附属学校教員が，本学大学院で内地研修員（教職開発専攻（教職

大学院）１人,他専攻３人）として学び，教員としての資質・能力の向上を図

った。 

 

ⅲ）学部・附属学校共同研究プロジェクト事業の実施【計画番号 41，42，43】 

平成 16 年度から継続して実施している学部・附属学校共同研究プロジェク

ト事業を平成 30 年度も実施した。全学から申請のあった６件から，審査の上，

４件を採択し，多様な分野の共同研究を展開した。平成 29 年度に採択された

13 件（研究期間２年間）の研究成果を学会発表するとともに，英語論文を作

成し，広島大学学術情報リポジトリで公開することにより，世界へ発信した。

（平成 31 年 3 月 31 日付け発行） 

 

ⅳ)グローバル化に応じた教育実習等【計画番号 41，42，43】 

附属中・高等学校で教育実習生に英語による指導案の作成を指導するとと

もに，グローバルマインドの育成を図る指導方法を検討した。 

 

③ 地域との連携 

西日本の教員研修の拠点としての取組【計画番号 42，43】 

・西日本の教員研修の拠点としての機能を発揮するべく，各県や市から教員

を人事交流や派遣研修等により受け入れ，キャリアステージごとの資質能

力を基に体系的教員研修プログラムを実施している。これに加えて，平成

30 年度は，広島県内の私立学校１校から教員派遣研修に関する覚書に基づ

き，教員１人の派遣を受入れ，授業改善の中核を担う人材の育成に取り組

んだほか，新たに広島県と幼児教育長期派遣研修の協定を結び，教員１人

を受入れた。また，附属学校教員が地域の学校の校内研修に講師等で参加

するなど教員研修機能の強化を図るとともに，地域と連携した教員研修を

行っている。 

・附属福山中・高等学校は，学校経営方針に「地域との連携の強化」を掲げ，

具体策として，①スーパーグローバルハイスクール(SGH)の一環で福山市役

所や地域の産業界と連携，②地域の学校や教育委員会との連携を行ってい

る。 

 

④ 役割・機能の見直し 

広島大学版「機能強化策」の策定への取組【計画番号 41，42，43】 

「附属学校機能強化検討 WG」において，大学の機能強化に貢献する附属学

校園の役割，教員養成の動向を踏まえた附属学校園の適正な規模や学校数，

各学校園機能強化，県市教育委員会との連携や地域における教育的課題解決

への貢献等について，引き続き幅広く検討を行った。 

平成 30 年８月には，大学とより一体化した附属学校園として一層の機能強

化を図る方針を『中間報告』としてまとめた。適正規模の下で，大学との連

携による「SDGs 及び Society5.0 を担う人材育成」などを共通目標とすると

ともに，地区毎に「多様性教育を実践できる教員の育成機能」，「地域と協

働した先進的な教育研究施設機能」，「次世代カリキュラムの開発機能」を

特色とした機能強化を図るプランとした。 

 

（８）共同利用・共同研究拠点に関する状況 

原爆放射線医科学研究所 

① 拠点としての取組や成果（共同利用・共同研究体制を強化する取組や拠点

の意義に即した取組を含む。） 

ⅰ）中核機関としての貢献【計画番号 27】 

本学は，放射線影響・医科学研究拠点（単独型，平成 22 年度から平成 27 年

度）を基礎として，長崎大学，福島県立医科大学とともに３大学によるネッ

トワーク型拠点「放射線災害・医科学研究拠点」を設置している。平成 30

年度は，３大学合計で 204 件（昨年度より７件増）の共同研究を実施し，放

射線災害・医科学研究の学術拠点の形成に中核機関として貢献している。 
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ⅱ）トライアングルプロジェクトの実施【計画番号 27】 

３大学の強みと特色を最大限に生かし，ネットワーク型拠点として学術研

究の進展に貢献するため，「低線量被ばく影響とリスク研究」，「放射線障

害医療」及び「放射線災害の社会影響と放射線防護」をテーマとした「トラ

イアングルプロジェクト」を平成 29 年度から開始した。拠点を構成する３

研究機関（広島大学原爆放射線医科学研究所，長崎大学原爆後障害医療研究

所，福島県立医科大学ふくしま国際医療科学センター）の研究者による融合

した研究チームを創出し，28 件（昨年度より３件増） の研究プロジェクト

を遂行した。 

 

ⅲ）国際シンポジウムの開催【計画番号 27】 

「災害準備とその対応に向けたコミュニティー内での協働知」をテーマに，

世界的に著名な 14 人の演者（６人の国外演者を含む。）による国際シンポ

ジウムを平成 31 年１月に福島市で開催し，延べ 261 人の参加者を得て，最

新の放射線災害・医科学研究動向の共有化を図ることができた。また，若手

研究者によるポスター発表にショートプレゼンテーションを加えたハイブリ

ットセッションを設け，特に優秀な発表演題に対して若手優秀ポスター賞を

授与するなど，若手研究者の育成の場ともなった。 

 

ⅳ）ふくしま県民公開大学の開催【計画番号 27】 

『「受援」から「支援」に視点を変えて復興を考える～私たちは世界に何

を伝えられるのか～』をテーマに，ふくしま県民公開大学を平成 31 年２月に

福島市で開催し，市民ら約 130 人の参加を得た。基調講演，学生からの提言，

パネルディスカッション等を通し，災害の教訓と復興の経験を世界の財産と

して共有し，世界の持続可能な社会づくりに役立てるという視点で復興のあ

り方を考えることで，福島の復興を世界に共通する普遍的な財産にするヒン

トを探ることができた。 

 

ⅴ）ネットワーク型共同研究拠点間の緩やかな連携 

  昨年度締結した「物質・デバイス領域共同研究拠点，生体医歯工学共同研

究拠点及び放射線災害・医科学研究拠点の連携・協力の推進に関する協定」

に基づき，相互の成果報告会・国際シンポジウムでポスター発表を行うなど，

３ネットワーク型拠点間の研究交流を進めた。 

 

② 原爆放射線医科学研究所独自の取組や成果 

ⅰ）資料展示展の開催【計画番号 27】 

 平成 30 年８月３日から９月 20 日の間，資料展示展「病理学者，原子野を

ゆく－広島大学医学部教授・玉川忠太の原爆症への挑戦－」を本学医学部医

学資料館で開催した。原爆投下時の医療活動に尽力した玉川忠太氏の資料を

中心に，当時の医学者やその後の本学及び本研究所の研究調査活動を含めた

資料及びパネルを展示し，1,100 人を超える多くの来場があった。 

 

ⅱ）セミナーの開催【計画番号 27】 

  原則毎月，国内外又は学内外の研究者を講師とした，学内者及び学外者も

対象とするセミナーを開催し，研究力向上や研究者交流の活発化を図ること

ができた。 

 

ⅲ）低線量放射線に対する感受性には個人差があることが判明【計画番号 27】 

広島大学を中心とした共同研究チームは，低線量放射線被ばくの人体影響

を検討するために，CT 検査の前後のリンパ球について染色体解析を行った結

果，低線量放射線被ばくでは，染色体異常の増加に個人差があることを明ら

かとした。今回の研究成果は，低線量放射線に対する感受性の個人差に基づ

いた，個別化放射線医療の確立に繋がることが期待されている。 

 

ⅳ）放射線や抗がん剤による染色体異常を防ぐ分子機構を解明【計画番号 27】 

広島大学を中心とした共同研究チームは，DNA 損傷シグナル制御因子 ATM

は，クロマチン構造変換複合体の構成因子である ARP8 をリン酸化することで，

修復因子の損傷 DNA への結合を適度に抑制していることを明らかとした。す

なわち，ATM は，修復のアクセルとしての役割だけでなく，ブレーキとして

も働くことで，修復の活性を適切なレンジに調整し，染色体異常を防いでい

ることを証明した。今回の研究成果は，DNA 修復機構を制御することで，放

射線被ばくや薬剤などによるがんを予防するという新しい医療の確立に繋が

ることが期待されている。 

 

放射光科学研究センター 

① 拠点としての取組や成果（共同利用・共同研究体制を強化する取組や拠点

の意義に即した取組を含む。） 

ⅰ)共同利用・共同研究の実施状況【計画番号 21】 

共同利用・共同研究の一般課題(年２回公募)93 件，学術的に緊急性が高い

緊急課題(随時受付)34件，合計127件を採択し(申請総数136件，採択率93%)，

実施計画書で掲げた採択数(120 件)を達成した。国際共同研究を積極的に推

進し，採択課題のうち海外からの申請は 36 件(28%)となり，昨年度実績の 31

件(採択総件数 131 件に対する割合 24%)を上回った。また平成 30 年度の利用

者数(実人数)228 人のうち外国人は 75 人であり，33%の割合を占めている。

新たに海外７機関が加わり，国際共同研究ネットワークが 73 機関に拡大した。 
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ⅱ)研究成果の状況【計画番号 21】 

平成30年は38篇の査読付論文を公表した。うちインパクトファクター(IF)

が７以上のトップジャーナルに掲載された論文は Advanced 

Materials(IF=22.0)１篇，Computational Materials(IF=8.9)１篇，Physical 

Review Letters(IF=8.8)１篇の計３篇，IF が 3.5 以上のジャーナルに掲載さ

れた論文は計 19 篇(全論文数の 50%)であった。国際共著論文は 25 篇(全論文

数の 66%)である。超高分解能角度分解光電子顕微分光に関連して１件，ベク

トル放射光ビームの生成に関連して１件のプレスリリースを行った。 

 

ⅲ)国際共同研究の推進【計画番号 22】 

部局間協定を締結しているロシア科学アカデミーヨッフェ研究所の教授を

外国人特任教授として３ヶ月招聘し，ナノ磁性材料研究及び軟 X 線反射分光

装置の開発を進めた。また，中国科学技術大学の教授を外国人特任教授とし

て 1 ヶ月招聘し，強相関物質の微細電子構造の研究を実施した。 

 

ⅳ)国際シンポジウムの開催【計画番号 27】 

平成 30 年 10 月４～６日，International Workshop on Trends in Advanced 

Spectroscopy in Materials Science(TASPEC)を開催し，物質科学における先

端分光の最新の動向に関する情報交換と今後の展望について討論を行った

(11 ヶ国 110 人の参加者。うち外国人 22 人)。また，平成 31 年３月７～８日，

第 23 回広島放射光国際シンポジウムを開催し，真空紫外・軟 X 線域の放射光

を用いた物質科学や生体分子科学に関する先端研究の動向の把握と本年度の

共同研究活動の総括を行った(10 カ国 84 人の参加者。うち外国人７人)。 

 

ⅴ)放射光科学院生実験の実施【計画番号 27】 

  本学理学研究科と岡山大学自然科学研究科との単位互換の協定に基づき，

放射光科学院生実験(本学カリキュラム)を実施した(広島大学６人，岡山大学

５人が履修)。 

 

ⅵ)高大連携の取組【計画番号 27】 

中国・四国地域のスーパーサイエンスハイスクールを含む高校，中学校の

研修，広島大学グローバルサイエンスキャンパス，JSPS のひらめき☆ときめ

きサイエンス等により，1,023 人の中学・高校生を受け入れた。また，JST

さくらサイエンスプラン，ロシア学生サマースクール等で海外からの研修生

90 人を受け入れた。その他，文部科学省の科学技術週間，こども見学デー，

文化週間などの事業にも参加し，合計で年間 1,593 人を受け入れた。 

 

 

ⅶ)外部評価・自己点検評価の実施【計画番号 27】 

平成 30 年４月５日，外部評価を実施し，世界トップレベルの先端計測シス

テムを用いた学術的意義の高い研究成果の創出，放射光科学の将来を支える

人材育成への貢献が評価された。 

 

ⅷ)大学共同利用機関法人との連携【計画番号 27】 

自然科学研究機構分子科学研究所，名古屋大学との共同研究により，世界

初のベクトル放射光ビームの生成に成功した(本学，分子科学研究所，名古屋

大学と共同プレスリリース)。全く新しい性質を持つ光による物質・生命科学

研究の新たな展開が期待される。この成果により本センターの助教が第 13

回日本物理学会若手奨励賞を受賞した。 

 

② 放射光科学研究センター独自の取組や成果 

ⅰ)異分野融合研究の推進【計画番号 27】 

放射光円二色性分光を用いて水溶液中の生体物質の立体構造研究を展開す

るとともに，試料温度を従来よりも 10 倍の精度で制御可能な温度可変機構の

構築及び集光ミラーを用いた測定のハイスループット化に取り組んだ。第 23

回 HiSOR 研究会“分子キラリティの計測・理論技術の革新から迫る生命機能

研究の新展開”を開催し，世界最先端のキラル技術についての情報を収集し，

放射光円二色性技術の高性能化について検討した。 

 

ⅱ)スピン物性研究の推進【計画番号 27】 

放射光を用いた世界最高効率のスピン角度分解光電子分光による研究によ

り，平成 30 年度科学技術分野の文部科学大臣表彰「若手科学者賞」を本セン

ターの助教が受賞した。また，次世代光源計画を見据えたスピン角度分解光

電子分光実験の R＆D として，レーザーを光源とした微小ビームスピン角度分

解光電子分光装置の立ち上げを進め，異なる微小ドメインを選択した角度分

解光電子分光測定が可能となった。さらに，現有装置の 1,000 倍以上の高効

率化を可能とするマルチチャンネルスピン検出器の装置設計及び製作を行っ

た。 

 

ナノデバイス・バイオ融合科学研究所 

① 拠点としての取組や成果（共同利用・共同研究体制を強化する取組や拠点

の意義に即した取組を含む。） 

ⅰ）共同利用・共同研究の実施状況，人材養成の取組状況，情報提供の取組

状況等(ネットワーク型拠点全体の取組・成果)【計画番号 27】 

本研究所と東京医科歯科大学生体材料工学研究所，東京工業大学未来産業

技術研究所，静岡大学電子工学研究所によるネットワーク型共同研究拠点「生

― 20―



 

- 21 - 

体医歯工学共同研究拠点」が設置され（平成 28 年度から令和３年度），生体

材料，医療用デバイスなどの実用化を促進する拠点を推進している。平成 28，

29，30 年度の４大学合計の共同研究実施件数は，それぞれ 157，195，211 件

と順調に増加しており，この分野の重要性を示唆している。 

 

ⅱ）共同利用・共同研究の実施状況【計画番号 27】 

広島大学の平成 30 年度「生体医歯工学共同研究拠点」における共同研究は

41 件（海外４件）で，昨年より２件増加している。また，本研究所独自の共

同研究を４件実施した。 

 

ⅲ）人材養成の取組状況【計画番号 27】 

平成 30 年度の受賞が計 12 件あった。内訳は，本研究所の教員が主指導す

る学生７件（国際シンポジウム２件,国内シンポジウム・学会３件，エクセレ

ントスチューデント２件），教員・研究員・研究グループが５件である。 

 

ⅳ）情報提供の取組状況等【計画番号 27】 

研究所独自のウェブサイトと教員が兼担する先端物質科学研究科のウェブ

サイトを利用して研究成果，実習・講習会などの情報発信を行った。また，

研究所ニュース（年１回，216 部配布），アニュアルリサーチレポート（年

１回，177 部配布），研究所広報誌（ナノテクてく，４回）を学内外の関係

者に配布した。 

 

② ナノデバイス・バイオ融合科学研究所独自の取組や成果 

ⅰ）研究成果の状況【計画番号 27】 

多くの研究成果のうち実用化に近いものを抜粋して以下に示す。 

・Ｘ線被曝のない，電波を用いる新しい携帯型の乳がん検査装置を開発し，

パイロット臨床試験を実施した。 

・大腸内視鏡動画像から癌部分を自動的にリアルタイムで認識するシステム

を構築・臨床試験を行い，その成果をプレスリリース及び各種展示会でデ

モンストレーションを行った。 

・福島第一原発廃炉のための耐放射線 SiC 回路・イメージセンサの研究成果

を国際学会等で発表し，４件受賞した。また４件の招待講演を行った。 

 

ⅱ）国際共同研究ネットワークの拡充【計画番号 27】 

部局間交流協定に新たに１機関（国立ハノイ師範大学（ベトナム））が加

わり，これまでの 12 機関と合わせて 13 機関 14 研究部門と国際共同研究を推

進した。また，米国マイクロン財団と研究・教育に関する協定を締結すると

ともに寄附金を受け入れた。 

 

ⅲ）若手人材育成【計画番号 27】 

文部科学省ナノテクノロジープラットフォームにおける実習・研修を広島

大学において３件開催，大学１年生の「教養ゼミ」において太陽電池試作・

測定，中学・高校生太陽電池実習を実施するなど，人材育成に貢献した。ま 

た，集積回路作製実習（６日間）には，部局間交流協定校のモラトゥワ大学

（スリランカ）の学生２人他 24 人が参加し盛況であった。 

  

ⅳ）国際ワークショップの開催【計画番号 27】 

本研究所主催第３回生体医歯工学共同研究拠点国際シンポジウムを，11 月

８,９日にサタメモリアルホールで開催し，国内外から 224 人の参加があった。

本会議は本研究所が毎年主催している「国際ナノテクノロジーワークショッ

プ」と併催である。世界的に著名な外国人研究者４人（アメリカ等），国内

から 12 人を招待し活発な討論を行った。 

 

v）文部科学省ナノテクノロジープラットフォームにおける活動【計画番号

27】 

平成 24 年から令和３年，微細加工プラットフォーム全国 16 拠点の一つと

して，先端装置を外部機関に開放し，技術支援・共同研究等を全国規模で推

進し，年 50 件近い支援を実施している。平成 30 年度はこれまでで最高の 54

件を実施した。 

 

ⅵ）地域産業との連携推進【計画番号 27】 

中国地方の半導体中心企業であるフェニテックセミコンダクター株式会社，

マツダ株式会社など（計５社）と共同研究を推進した。特に，フェニテック

セミコンダクター株式会社とは次世代線 SiC パワー半導体デバイスを共同開

発中である。 

 

ⅶ）外部資金の獲得【計画番号 27】 

科研費，受託研究，共同研究など平成 30 年度に獲得した外部資金は総額１

億 2,951 万円で，平成 29年度の外部資金獲得額１億 2,615万円に比べ約 2.7%

増である。 
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（９）教育関係共同利用拠点に関する状況 

練習船豊潮丸 

 水産・海洋系以外の他大学の学生を対象に一つの混乗航海科目を開講し，13

人の受講生を受け入れた。他大学の実習科目において豊潮丸を提供する単独航

海として，高知大学，福山大学，北里大学の３つの航海を受け入れ，74 人が乗

船した。また，本学主導の航海においても，他大学の学生等が余席を利用して

乗船できる混乗航海を 22 件設定し，54 人の乗船者を受け入れた。共同利用航

海については，受講者及び関係教員に対してアンケートを実施し，「科目が大

変興味深かった」，「今回の科目を来年度以降も開講した方がよい」，「後輩

に今回の科目の受講を勧める」という肯定的な意見が多く得られたが，要望の

あった内容については，より質の高い教育を行うため，改善を続けている。 

 また，11 月には断水が続いていた周防大島へ清水約 20 トンの給水支援を行

った。航海は全てウェブサイトにて情報公開し，共同利用の促進に繋げている。 

 

臨海実験所 

他大学の学生を対象とした集中宿泊形式の４実習を開講し，26 人の受講生を

受け入れた。高等教育の国際化を図る取組として，JST さくらサイエンスプラ

ン事業を実施し，国際交流協定校を含むインドネシア共和国の２大学から 10

人の受講者を受け入れた。このほかにも，国内外のゲノム情報学研究者と協力

して臨海実験所を利用して行う，ハンズオン実習型の教育コースである「臨海

ハック」を開催した。第２回の本年度は，対象を全国の大学院生並びにポスドク

から留学生へと門戸を広げ，基本言語を英語とした国際化を図り，多種多様な大

学から 32 人の参加を得た。 

地域貢献活動として，平成 22 年度より継続している地元尾道市立高見小学校

の生徒を対象とした生物採集・分類ならびに海藻のしおりづくりといった啓発

活動を年４回実施した。また，大阪の私立中学校の実習を１回実施した。平成

28 年より継続している岡山清心女子高等学校のスーパーサイエンスハイスク

ールの実習を，本年も引き続き実施した。 

その他，海外の教育機関からの視察，研究施設や水族館などの幅広い方面か

ら調査・研究目的の利用を受け入れ，共同利用と施設開放を積極的に推進した。

また，次年度から新規開講する他大学の学生対象実習科目の準備や，利用促進

を図るためウェブサイトの改善を行った。さらに，学内外全運営委員参加のも

と，運営委員会を開催し，今後４年間の事業を円滑かつ効果的に実施すべく意

見交換を行った。 

 

 

 

 

瀬戸内圏フィールド科学教育研究センター西条ステーション（農場） 

 他大学の学生，東南アジアからの交換留学生及び社会人を対象とした６つの

授業科目（演習）を開講し，139 人の受講生を受け入れた。例年，アンケート

では，「フィールド科学の幅広さや面白さを知った」，「食べ物と農業の関係

について考えるようになった」，「食べ物と命の関係について考えるようにな

った」など肯定的な意見が多く得られており，今年度も各演習の受講希望者が

定員を大きく上回った。しかし，７月豪雨災害の影響で受講を取り止めた学生

もおり，実際の受講人数は例年よりも減少した。また，中国・四国地域だけで

なく関西圏や関東圏の大学からの参加もあり，全国的な共同利用拠点としての

教育的機能を果たすことができている。 

 上記の６つの演習以外にも伴侶動物や実験動物を専門とする他大学の学生

（実験動物管理者，動物看護師，トリマー，訓練士など）や動物関連の専門学

校生 26 人を受け入れ，日頃関わることのない家畜に関する実習の場を提供した。 

 さらに，スーパーサイエンスハイスクールの一環として，広島県立西条農業

高等学校の生徒に対して教育研究指導を継続的に行っている。具体的には，「高

校生のための馬を介在させた教育プログラムの効果に関する研究」を課題とし

て，本農場において生徒と研究の立案から解析までの指導を年４～５回程度実

施している（毎年５〜10 人程度）。また，その研究成果を毎年，学会等で発表

させている。その他幼稚園から高等学校の見学や職場体験を随時受け入れてい

る（例年 190 人程度であるが，今年度は約 230 人）。 

 共同利用拠点の教育プログラムはウェブサイトで情報公開し，利用促進に 

繋げている。 

 

瀬戸内圏フィールド科学教育研究センター竹原ステーション（水産実験所） 

 主に他大学の学生を対象とした集中宿泊形式の２つの授業科目（演習）を開

講し, 国内外の 11 大学から 30 人の受講生を受け入れた。いずれの演習におい

ても，広島大学と他大学の学生が参加しており，本学学生の約 60％からは他大

学の参加を肯定的に評価し，他大学からは，「他大学の学生と交流ができ，刺

激をもらうことができてよかった」，「他学生もとても意欲が高く自分の学習

意欲も高まった」，「他大学の上級生から実習内容について質問したり，教え

てもらえたりしてとても勉強になった」など意見が多く得られ，他大学生の約

96％が学生間の交流に満足しており，内外の受講生に相互に有益であることが

実証された。また，国内のみならず海外の教育機関によるフィールド演習，サ

マースクールでの利用のほか，研究施設など幅広い方面から調査・研究目的の

利用を受け入れ，国内外に向けて共同利用と施設開放を積極的に推進した。地

域啓発活動においては，小学生から高校生まで幅広く受け入れ，計６件の実習・

演習・講義の利用があった。中でも，さくらサイエンスプラン事業２件（中国，
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フィリピン）の高校生 32 人を受け入れている。それぞれ現地調査・生物採集・

データ整理から発表練習に至るまで全面的に支援している。 

 

２．業務運営・財務内容等の状況 

（１）業務運営の改善及び効率化に関する目標 

特記事項（P.42，43）を参照。 

 

（２）財務内容の改善に関する目標 

特記事項（P.47，48）を参照。 

 

（３）自己点検・評価及び情報提供に関する目標 

特記事項（P.51，52）を参照。 

 

（４）その他の業務運営に関する目標 

特記事項（P.56，57，58，59）を参照。 
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３.戦略性が高く，意欲的な目標・計画の状況 

 

ユニット１ 世界大学ランキングトップ 100 を目指す取組 

 

中期目標【１】 
人類が直面する予測不能な種々の課題を発見し解決することのできる教養と専門的知識及び能力を身に付け，平和を希求

するグローバル人材を養成する。 

 

中期計画【１】 
第２期中期目標期間に導入を開始したナンバリング及びシラバスの英語化を全ての授業科目を対象に推進し，国際的に通

用する教育システムの基盤を整備する。 

平成 30 年度計画【１】 
 ナンバリングの内容及びシラバスでの表示方法等について，前年度の検証結果に基づき，改善する。 

実施状況 

・平成 29 年度に引き続き，ナンバリング及びシラバス（英語化）入力率 100%を達成（平成 30 年４月）した。 
・平成 31 年度ナンバリング及びシラバス（英語化）入力率 100％に向け，平成 30 年度末までに 90％程度とするという目標
を立て，平成 30 年度末時点で和文シラバスが 93.3％，英文シラバスが 93.0％となっており，目標を達成した。 
・平成 29 年度に検証した，授業科目の「開設年次」とナンバリングにおける「学修の段階」の整合性がとれていないシラバ
スについて，教育本部教務委員会を通じて各部局等に改善を依頼した結果，令和元年度シラバスでは改善された。 

 

中期計画【２】 
 グローバル化に対応した教育を実施するため，平成 31 年度までに全学部において英語を用いた授業科目のみで構成された
学位プログラムを導入し，その成果を検証する。 

平成 30 年度計画【２】 
 総合科学部において，英語を用いた授業科目のみで構成された学位プログラムを導入するとともに，平成 31 年度から導入
する学位プログラムについて，検討・受入れの準備を行う。 

実施状況 

・国家や民族，文化や宗教の違いを超えて，地球的な視座から国際社会の諸課題を考えることができ，他者と協調的に行動
できる人材を養成することを目的として，英語を用いた授業科目のみで構成された学位プログラムを導入した総合科学部国
際共創学科を平成 30 年４月に設置した。このことにより，グローバル化が着実に進行している。 

・総合科学部以外の８学部で，計 18 プログラム（１プログラム：法学部，経済学部，理学部，医学部，歯学部，薬学部，生

物生産学部，11 プログラム：工学部）が，平成 31 年度４月に向けて詳述書を作成するなどの準備を行った。また，その他

の学部においても，継続してプログラムの検討を行っており，令和２年度の導入を目指し準備を進めている。加えて，導入

するプログラムの教養教育に対応するため，全学教育統括部において，教養教育科目の英語対応をさらに整備し，「主たる

使用言語が英語である教養教育科目」を 36 科目（平成 30 年度）から 141 科目（令和元年度）に増加させた。 

 

中期計画【３】 
 グローバル化社会において，求められるコミュニケーション能力やプレゼンテーション能力を備えた学生を養成するため，
英語による授業科目及び英語プロフェッショナル養成特定プログラムの拡充などと併せ英語能力の定期的な測定により，学
部学生の 25％程度を TOEFLｉBT80 レベルに到達させる。 

平成 30 年度計画【３】 
 平成 31 年度に学部学生の 25％程度が TOEFLiBT80 レベルに到達することを目指し，学生のレベルの到達度を踏まえ，英語
による授業科目及び英語プロフェッショナル養成特定プログラムの拡充，英語能力の定期的な測定などの方策について検
討・実施する。 
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実施状況 

・日本文化や平和への理解を深めて，英語力，多文化社会での課題発見・解決能力，リーダーシップ力，キャリア形成力を
習得した「平和を希求する国際教養力を備えたグローバル人材」を育成するために導入した特定プログラム「Global Peace 
Leadership Program」（平成 29 年度導入）に，平成 30 年度は 28 人の学部生から登録申請があり，書類審査及び面接審査の
結果，20 人の学生を登録許可とした。平成 29 年度入学のプログラム登録学生４人を，アメリカ合衆国ネバダ大学リノ校（２
人），英国エディンバラ大学（１人），タイ王国チュラーロンコーン大学（１人）に４ケ月程度派遣した。また，留学した
学生３人の報告会を英語で実施し，他のプログラム登録学生の留学に対する意欲向上を図った。英語力向上を目的として，
プログラムに登録している 38 人全員に対して，海外留学に必要となる英語力の判定に適している IELTSTMの無料受験の機会
を確保し，24 人が受験した。 
・平成 29 年度に引き続き，TOEIC®スコア 730 を到達目標とした教養教育科目「コミュニケーション演習 I」を第１タームに，
「コミュニケーション演習 II」を第３タームに開講した。以下のとおり，効果を確認できたことから，令和元年度も継続し
て「コミュニケーション演習 I,II」を開講することとした。 

○「コミュニケーション演習 I」を履修した学生のうち，４月と５月の両方の TOEIC® L&R IP テストを受験した学生は 208
人であった。平均スコアを比較したところ，５月時点において約 161 点スコアがアップしていた。また，４月に 730 点
未満だった学生で５月に 730 点を超えた学生は 69 人であった。 

○「コミュニケーション演習 II」を履修した学生のうち，10 月と 11 月の両方の TOEIC® L&R IP テストを受験した学生は
134 人であった。平均スコアを比較したところ，11 月時点で約 72 点スコアがアップしていた。また，10 月に 730 点未
満であった学生で 11 月に 730 点を超えた学生は 19 人であった。 

○「コミュニケーション演習Ⅰ，Ⅱ」を両方履修した学生のうち，４月，５月，10 月，11 月の TOEIC® L&R IP テストをす
べて受験した 133 人の平均スコアの推移を確認したところ，４月から５月にかけては 144 点，10 月から 11 月にかけて
は 72 点，４月から 11 月にかけては 165 点上昇していた。 

・正課外でコミュニケーションツールとしての英語力を上達させるとともに，TOEIC®スコア 730 の取得を目的とした「TOEIC®
スキルアップクラス」を６月中旬から 11 月中旬まで開講し，申し込み者は 109 人（東広島キャンパス 95 人，霞キャンパス
14 人）だった。「TOEIC®スキルアップクラス」の効果を検証するため，受講者に 11 月の TOEIC®L&R IP テスト受験を義務付
けたところ，レッスンに１回以上出席した学部生 75 人のうち，テストの受験者数は 46 人（受験率約 60％）であった。また，
46 人のうち申込時に比べてスコアが上昇した学部生は 27 人であった。 
・海外での語学研修プログラムに沿ったカリキュラムを体験することで，TOEIC®スコアアップ及びコミュニケーションツー
ルとしての英語力を向上させることを目的として，９月下旬に「キャンパス内でミニ留学」を東広島，霞両キャンパスで開
講した。申込者数は，東広島キャンパス 41 人，霞キャンパス 12 人だった。また，満足度調査のためのアンケートを実施し
たところ，学部生及び大学院生合せて 21 人の参加者から回答があり，そのうち 20 人が「非常に満足した」との回答結果で
あった。また，アンケートの自由記述で次のような肯定的なコメントがあることから，継続実施する予定としている。 
○プレゼンテーションでは，人の前で話すことが苦手に思っていましたが，思いきって英語で話すことができ，これから

につながる良い経験になった。 
○今回のようなプログラムをもっと頻繁に開催してほしい。英語が苦手な人も気楽に参加できるようなものがよいです。 
○夏休みの期間あまり英語に触れることがなかったので，授業が再開する前に英語を学ぶことに対するモチベーションを

上げることができてすごくよかったと思う。 
・外国語教育研究センターが提供している「オンライン英語学習 NEXT」（「総合英語トレーニング」，「TOEIC®L＆R テス
ト突破コース」及び「英単語パワーアップコース」計６コース）のコース登録者数は，４月から９月が 933 人（学部生 629
人，大学院生 287 人，その他学生 17 人），10 月から３月が 827 人（学部生 616 人，大学院生 197 人，その他学生 14 人）だ
った。 
・平成 30 年度は，TOEFLｉBT80 レベルに到達した学部学生の割合は 11.1％（1,222 人/11,020 人）であった。 

 中期目標【２】 
 高度な専門的知識を基礎に自ら価値を生み出し，人類が直面する予測不能な種々の課題を発見し解決するとともに，平和
を希求してグローバルに活躍する高度専門人材を養成する。 
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中期計画【７】 
 英語を用いた授業科目のみで修了できる学位プログラムを全研究科に順次導入し，平成 31 年度までに 66 コースに拡充し
て，グローバル化に対応した大学院課程教育を実施し，現代社会で活躍できる高度な人材を養成し，その成果を検証する。 

平成 30 年度計画【７】 
 英語を用いた授業科目のみで修了できる学位プログラムについて拡充し，既に導入した学位プログラムについてその目的
に照らして成果を検証する。 

 

 実施状況 
・平成 30 年４月時点の英語を用いた授業科目のみで修了できるコースの実績が 69 コースとなり，令和元年度の目標数値（66
コース）を達成した。 
 

 

中期計画【８】 
 グローバル化社会において，求められるコミュニケーション能力やプレゼンテーション能力を持った研究者・専門職とし
て海外で自立可能な人材を養成するため，国際学会における研究発表の奨励，英語による授業科目及び英語を用いた授業科
目のみで修了できる学位プログラムの拡充などにより，大学院生の 30％程度を TOEFLｉBT86 レベルに到達させる。 

平成 30 年度計画【８】 
 平成 31 年度に大学院生の 30％程度が専門領域の独自性を考慮した TOEFLiBT86 レベルに到達することを目指し，国際通用
性・自立可能な能力を身に付けさせるため，国際学会における研究発表の奨励，英語による授業科目及び英語を用いた授業
科目のみで修了できる学位プログラムの拡充などの方策について検討・実施する。 
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実施状況 

・正課外でコミュニケーションツールとしての英語力を上達させるとともに，TOEIC®スコア 730 の取得を目的とした「TOEIC®
スキルアップクラス」を６月中旬から 11 月中旬まで開講し，申し込み者は 70 人（東広島キャンパス 54 人，霞キャンパス
16 人）だった。「TOEIC®スキルアップクラス」の効果を検証するため，受講者に 11 月の TOEIC®L&R IP テスト受験を義務付
けたところ，レッスンに１回以上出席した大学院生 42 人のうち，テスト受験者数は 21 人（受験率約 50％）であった。また，
21 人のうち申込時に比べてスコアが上昇していた大学院生は９人であった。 

・５月と 11 月に実施される全学一斉 TOEIC®L＆R IP テストについて，無料で受験できる旨を大学院生へ「学生情報システム」

等で広く周知し実施した結果，受験者数と TOEIC®780 点以上のスコアを取得した学生数は下表のとおりであった。 

受験時期 受験者数 
TOEIC®780 点以上を 

取得した学生数 
備考 

５月 402 人 60 人 
受験者数が昨年度 333 人から 69 人増加。昨年度受験者のうち，

TOEFLｉBT86 レベル（TOEIC®780 点）以上の取得者は 64 人 

11 月 457 人 62 人 
受験者数が昨年度 349 人から 108 人増加。昨年度受験者のうち，

TOEFLｉBT86 レベル（TOEIC®780 点）以上の取得者は 48 人 

 
・海外での語学研修プログラムに沿ったカリキュラムを体験することで，TOEIC®スコアアップ及びコミュニケーションツー
ルとしての英語力を向上させることを目的として「キャンパス内でミニ留学」を，９月下旬に東広島，霞両キャンパスで開
講した。申込者数は,東広島キャンパス 24 人，霞キャンパス５人だった。また，満足度調査のためのアンケートを実施した
ところ，学部生及び大学院生合せて 21 人の参加者から回答があり，そのうち 20 人が「非常に満足度した」との回答結果で
あった。また，アンケートの自由記述で次のようなコメントがあり，参加者の英語力向上につながる取組であったことが確
認できた。 
○プレゼンテーションでは，人の前で話すことが苦手に思っていましたが，思いきって英語で話すことができ，これから

につながる良い経験になった。 
○今回のようなプログラムをもっと頻繁に開催してほしい。英語が苦手な人も気楽に参加できるようなものがよいです。 
○夏休みの期間あまり英語に触れることがなかったので，授業が再開する前に英語を学ぶことに対するモチベーションを

上げることができてすごくよかったと思う。 

・外国語教育研究センターが提供している「オンライン英語学習 NEXT」（「総合英語トレーニング」，「TOEIC®L＆R テス

ト突破コース」及び「英単語パワーアップコース」計６コース）のコース登録者数は，４月から９月が 933 人（学部生 629

人，大学院生 287 人，その他学生 17 人），10 月から３月が 827 人（学部生 616 人，大学院生 197 人，その他学生 14 人）だ

った。 

・英語による授業科目数の割合は平成 30 年度末時点で 27.4％であり，昨年度から 3.6％上昇した。また，英語を用いた授業

科目のみで修了できるコースは平成 30 年４月時点で 69 コースであり，昨年度から７コース拡充した。 

・大学院生の英語運用能力の測定結果は，TOEIC®L&R IP テスト受験者 1,131 人のうち，248 人（21.9％）が TOEIC®780 点以

上であった。 

 

中期目標【５】 
教育の国際標準化を推進し，質の向上を図るため，他大学とも連携して，全学的実施体制を強化する。 

 

中期計画【12】 
 第２期中期目標期間までに構築した本学の到達目標型教育を基盤として，教育の国際標準化及び質の向上を図るため，教
育推進機構の下で学士課程教育と大学院課程教育の内部評価システムを充実させ，評価に基づき国際通用性を意識した改善
を行うとともに，国際大学間コンソーシアム（SERU）の国際的な教育の質保証評価を受審する。 

平成 30 年度計画【12】 
 学士課程教育及び大学院課程教育の自己点検・評価を実施する。特に学士課程教育については，前年度に策定した改善策
に基づき，自己点検・評価を実施する。また，前年度に受審した，国際大学間コンソーシアム（SERU）の国際的な教育の質
保証評価にかかる提言について検証する。 
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実施状況 

・本学における教育の内部質保証システムは，学部及び研究科が年次報告書の作成を通して自己点検・評価を行い，教育質
保証委員会が適切かどうかを検証し，その結果を各学部及び研究科に報告する。次に，各学部及び研究科はその検証結果を
踏まえて，教育改善の取組を実施し，その結果を改善報告書として教育質保証委員会に報告する。その後，教育質保証委員
会は，改善報告書により改善状況の確認を行うものである。 
・平成 30 年度は，平成 29 年度における学士課程教育及び大学院課程教育の自己点検・評価を実施し，教育質保証委員会に
おいて評価結果報告書を作成した。なお，学士課程教育の自己点検・評価については，昨年度策定した改善策に沿って，自
己点検・評価のエビデンスとなる共通データ（進学率，単位取得率等）に国際大学間コンソーシアム（SERU）学生調査結果
を加え，国際通用性を意識した自己点検・評価を実施した。 
・国際大学間コンソーシアム（SERU）を形成する主要大学のメンバーによるピアレビュー結果を取りまとめた「SERU コンソ
ーシアムチーム現地調査報告」における本学への提案事項について対応策を検討した。 

 

中期目標【６】 
多様なニーズを持った学生（留学生，社会人，障がい学生等）に対する支援を拡充するとともに，学修環境を整備・充実

する。 

 

中期計画【14】 
海外拠点での入学試験の成績に基づいて奨学金の採用者を選考し，渡日前に奨学金受給の可否を伝達する「新・入学前奨

学金制度」を平成 31 年度までに導入し，採用人数，支給額等について検証を行い，経済的支援を拡充する。 

平成 30 年度計画【14】 
 渡日前入試を実施している研究科を対象に「新・入学前奨学金制度」を実施するとともに，前年度実施した研究科の採用
人数，支給額等について，検証を行う。 

  実施状況 

・平成 29 年度から導入した「広島大学入学前奨学制度」について，平成 29 年度採用学生へのアンケート結果を検証した結

果，採用人数，支給額等について学生が概ね満足していることから，現状の仕組みを見直す必要はないと判断し，８月に秋

季募集の通知を行った。５研究科から５人の推薦があり，選考の結果，９月に新たに５人の採用を決定した。昨年度募集し

た春季募集時の採用人数（２人）と併せて，採用人数は７人となった。 

・平成 30 年度は本学ウェブサイト（日本語と英語）や「学生情報システム」等に掲載し，本制度が渡日前入試受験希望者に

広く認知されるよう努めた。その結果，平成 30 年度の推薦者数が７人となり，平成 29 年度比１人増加した。引き続き，海

外在住の入学前の留学生に本制度を浸透させるため，次年度以降も継続して，本制度を広く周知していくこととしている。 

 中期目標【７】 
 国内外から多様な背景を持った優秀な人材を受け入れるため，新たな入学者選抜を実施する。 

  

中期計画【18】 
 国際的に通用性があって英語４技能（読む，聞く，書く，話す）を測ることのできる資格・検定試験を，平成 29 年度入試
までに全学部の AO 入試において活用し，平成 31 年度入試までに全学部の一般入試においても活用することによって，グロ
ーバル化に対応できる人材を受け入れる。 

平成 30 年度計画【18】 
 英語４技能を測ることのできる資格・検定試験を，全学部の一般入試において活用する。 

実施状況 

・大学入試センター試験を利用する一般入試及び広島大学光り輝き入試 AO 入試・推薦入試・医学部医学科推薦入試（ふるさ

と枠）において，英語外部検定試験の成績等が本学の定める基準を満たしている場合，センター試験の「外国語（英語）」

の得点を満点とみなす「みなし満点」を令和元年度入試（平成 30 年度実施）から導入することを，「平成 31 年度広島大学

入試の主な変更点（概要）」において４月に公表した。その後，６月の「平成 31 年度入学者選抜に関する要項」，11 月の

「平成 31 年度入学者選抜広島大学学生募集要項 一般入試（前期日程・後期日程）」の公表や高校教員対象の入試説明会（12

会場），大学説明会８会場，８月のオープンキャンパス，予備校での入試説明会（８会場）などの機会を利用して周知した。

２月６日出願締め切りの一般入試の志願者における「みなし満点」の申請割合は 5.1％（申請者数は 369 人）であった。 
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中期計画【19】 
優秀な留学生を多数受け入れるために，出願書類アップロード機能，ポートフォリオ機能を装備して出願から入学までを

シームレスに行うことのできる英語版インターネット出願システムを開発し，平成 32 年度までに全研究科で導入するととも
に，海外拠点等を利用した入学者選抜を全研究科で実施する。 

平成 30 年度計画【19】 
 出願から入学までをシームレスに行うことのできるポートフォリオ機能を装備した英語版インターネット出願システムを
開発し，一部の研究科において導入するとともに，海外拠点等を利用した入学者選抜を拡充する。 

実施状況 

・既に開発している PDF ファイルのアップロード機能を装備した英語版インターネット出願システムに加えて，昨年度開発

した入学手続システムを大学院入試に導入した。志願者用の操作マニュアル（日本語版・英語版）を作成し，11 月下旬出願

の文学研究科博士課程前期の外国人留学生特別選抜Ⅱにおいて試行し，国費外国人留学生等のインターネット出願未利用者

の取扱いなどの課題の抽出・検証を行い，学生証用の写真データの取込方法の改善を行った。引き続き，導入に向けた検証

を実施する。 

・海外拠点等を利用した入学者選抜については，文学研究科，社会科学研究科及び理学研究科が北京研究センターにおいて，

研究科説明会及び留学説明会を５月（文学研究科のみ）と９月に実施した。また，社会科学研究科が北京研究センターにお

いて，筆記試験及び面接試験を実施，理学研究科が北京研究センター及びベトナム国家大学ホーチミン校において，面接試

験及び適性検査を実施した。skype を利用した渡日前入試については，総合科学研究科，文学研究科，教育学研究科，先端

物質科学研究科，工学研究科，医歯薬保健学研究科，生物圏科学研究科及びたおやかで平和な共生社会創生プログラムのほ

か，設置予定の統合生命科学研究科及び医系科学研究科においても書類選考や面接試験を実施した。 

 

中期目標【８】 
 自由で独創性の高い研究を推進し，個性ある研究分野における，国際発信力を高めるとともに，国内外の他機関とも連携
しながら世界トップレベルの研究の達成を目指す。 

 

中期計画【22】 

 世界トップ 100 の総合研究大学を目指し，研究マネジメント人材であるリサーチ・アドミニストレーター（URA）及び技術
職員等による研究活動支援により，教員等が研究に専念できる良好な研究環境を整備するとともに，優秀な研究人材を確保
することにより，論文数を第２期中期目標期間終了時の 1.5 倍程度とし，被引用度の高い Top１％・10％論文の増加，人文
社会系にあっては，重要な学術賞を受賞できるような著書・論文を発表する。また，国際共同研究や研究者交流の促進など
国際研究活動を強化し，国際共著論文を第２期中期目標期間終了時の２倍程度にする。 

平 30 年度計画【22】 
 世界トップ 100 の総合研究大学を目指し，論文数などの研究成果指標の増加に資する，教員等が研究に専念できる良好な
研究環境の整備及び優秀な研究人材の確保等，研究力強化の取組を前年度の研究大学強化促進事業の中間評価の結果を踏ま
えて実施する。 

実施状況 

若手研究者等が研究に専念できる研究環境の整備及び優秀な研究人材の確保のため，次の取組を実施した。 
・若手研究者の意見を研究力強化の取組に反映させるため,URA による個別ヒアリングを実施し，若手研究者の持つ課題や問
題意識の洗い出しを行った。また，若手研究者が集い情報共有や意見交換を行う機会として，URA がファシリテーターとな
り若手ランチ会を実施したほか，時間的制約により若手ランチ会等に参加できない若手研究者向けに，研究担当理事と１対
１で自由に意見交換できる「オフィス・アワー」を実施するなど，学際・異分野交流を目的とした若手研究者によるコミュ
ニティの醸成を図った。 
・次世代若手研究者育成事業「未来を拓く地方協奏プラットフォーム」（HIRAKU コンソーシアム）の一環として，英国 Vitae
を基に日本版として本学が開発したプログラム（Vitae ワークショップ）の開催や，メンター教員による助言・指導など，
一律的なキャリア形成ではなく,多様で自立的なキャリア形成の意識を醸成する若手研究者育成に取り組んでいる。その結
果，第１期テニュアトラック教員のテニュア移行審査においては，本学の対象教員４人全員が合格している。なお，当該取
組により，当該事業の対象となる若手教員の外部資金獲得件数（継続を含む。）が増加した[34 件（平成 29 年度）→41 件（平
成 30 年度）]。 
・ライティングセンターによる研究環境整備として,英語論文作成相談,英語論文執筆のためのセミナー・ワークショップの
開催,英語論文執筆リトリートの実施などに継続して取り組み,国際共著論文数及び国際共著率が増加している〔平成 29 年
度：737 件（33.2％）→平成 30 年度：814 件（34.4％）〕。 
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中期目標【９】 
 研究活動を適切に評価できるように研究マネジメント機能を強化し，重点領域に効率的な研究支援を行う。 

 

中期計画【23】 
 教員の個人評価及び本学の教育や研究面でのパフォーマンスをモニターする独自の目標達成型重要業績指標（AKPI®）等を
参考に，研究活動の評価を適切に行い，大学として重点的に取り組む領域を決定し，研究者等の重点的配置を行う。 

平成 30 年度計画【23】 
 前年度の研究大学強化促進事業の中間評価にあたり策定した将来構想及び戦略，並びに中間評価結果を踏まえ，教員の個
人評価及び本学の教育や研究面でのパフォーマンスをモニターする独自の目標達成型重要業績指標（AKPI®）等を参考に，研
究活動の評価を行い，大学として重点的に取り組む領域を中心に研究者等の重点的配置を行う。 

  実施状況 

若手研究者等イノベーション研究人材の育成について，「意欲的で創造性のある研究者に対し積極的に評価する制度」を

構築することとしている。 

このため，平成 30 年度は，若手研究者がタコつぼ型の研究活動にとどまることなく，国際的で学際・分野融合研究を推進

する研究環境の中で多様性を涵養することが重要と考え，組織の活性化のため，国際研究ネットワークの拡充（計画番号 21）

との連携した取組を実施した。 

具体的には，本学の世界的研究拠点形成システムにおいて，若手研究者を拠点リーダーとするグループの拠点形成を奨励
するとともに，これまでの AKPI®等を活用した評価に加え，将来性・発展性を適切に評価する評価制度を構築した。実際に若
手研究者を拠点リーダーとするインキュベーション研究拠点「機能性ナノ酸化物研究拠点」の中間評価において，国際研究
活動・分野融合の展開を促すなどにより，平成 30 年度に日本学術振興会（JSPS）の研究拠点形成事業の採択につながるなど，
本学若手研究者グループの国際研究活動が評価されている。大学としてもこれらの活動に対し適切に評価し，准教授から教
授へのポストアップ（若手研究者の拠点リーダー）を行った。また，同様に平成 30 年度に文部科学省卓越大学院プログラム
に採択され，その中核を担う「ゲノム編集研究拠点」は学内共同教育研究施設（ゲノム編集イノベーションセンター）に発
展し，本学の戦略的重点分野として若手研究者の重点配置を実施した。 

 

 中期目標【12】 
 徹底した「国際化」を全学的に実施することで国際通用性を高め，ひいては国際競争力を強化し，世界大学ランキングト
ップ 100 を目指すための取組を進める。 

 

中期計画【30】 
 学位プログラムの国際化及び海外での留学生のリクルーティング強化などを図り，全学生に占める留学生の割合を 12％程
度以上に増加させる。また，日本人学生の留学を推進するため，START プログラム（新入生を対象とした海外留学体験）等
短期の派遣者を，長期の派遣へ促す等により，日本人学生の海外派遣数を全学生の８％程度以上にする。 

平成 30 年度計画【30】 

 前年度の留学生獲得策の検証結果を踏まえ，必要に応じて見直しを行いつつ，全学生に占める留学生の割合を前年度以上
に増加させる。また，START プログラム等海外留学プログラムをより学生のニーズに沿ったものに内容を見直す等により，
全学生に占める日本人の海外派遣学生の割合を前年度以上に増加させる。併せて各留学プログラムの海外派遣者数増加への
効果について検証する。 
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  実施状況 

留学プログラムの質を保証しつつ量的拡充を推進したことで，全学生に占める留学生の割合は 12.5％（令和元年５月１日
現在），日本人の海外派遣学生割合 4.7％（平成 30 年度通年）となった。 

■グローバル人財養成に向けた基盤整備 

本学の長期計画「SPLENDOR PLAN 2017」を確実に実行し，本学が目標として掲げる「平和を希求する国際的教養人の育成」

及び「100 年後にも世界で光り輝く大学」を実現するため，現国際戦略の自己点検評価及び外部評価を踏まえて議論を重ね，

2022 年度を見据えた新たな国際戦略「広島大学国際戦略 2022」を策定した。 

また，本学で実施する留学交流プログラムを効率的・効果的に運営・実施するとともにプログラムの更なる改善を図るた

め，国際交流推進機構会議の下に留学交流制度検討部会を置いて審議する体制を構築した。 

新たな戦略と運営体制を整えたことにより，数値目標達成のみを注視せず，理念や教育の質保証に裏打ちされたグローバ
ル人財養成の推進が期待される。 

■BEVI テスト（異文化適用に関する特性テスト）日本語版の活用と普及 

平成 28 年度に開発・導入した BEVI テストの日本語版（BEVI-j）は，留学プログラムの客観的かつ直接評価を可能とし，

その結果に基づくプログラムの最適化を行うことができる。そのため多くの大学からの関心を集め，平成 30 年度に 29 回の

ワークショップ（約 130 大学・機関・企業，延べ約 430 人が参加）を実施するとともに，３回の学会発表（内海外２回）を

行った。平成 30 年度末までに筑波大学，琉球大学，上智大学，関西大学，龍谷大学，創価大学を含めた国公私立大学計 11

校が BEVI-ｊテストを採用したほか，次年度導入に向けて，大阪大学，名古屋大学，関西学院大学，立命館大学等８大学が

準備を進めている。また，新たに米国パデュー大学と協力して中国語版 BEVI の開発に着手するとともに，海外協定大学（ス

ウェーデン・マルメ大学）に英語版 BEVI テスト（改訂版）の提供を開始した。 

本学では，平成 30 年度は 38 件の留学プログラムに対し，プログラム前後に延べ約 4,000 回のテストを実施した。同時に，

全新入生約 2,500 人を対象にテストを実施し，学部学科ごとの学生の特徴や留学プログラム参加者・非参加者の比較から，

どのような学生を選抜したのか，また，コンピテンシーが留学後にどのように変化したのかを，客観的データに基づき明ら

かにした。これにより，多くのプログラムにおいて計画どおりのコンピテンシー改善が確認できたが，更なる改善を促すた

め，スコア分布を分析した評価書を作成し，プログラム実施責任者に周知した。 

■短期派遣 START プログラムの推進 

平成 22 年度に開始した海外経験の少ない学部１年次生を対象とし，参加費用の一部を大学が支援する短期派遣「START（ス
タート）プログラム」では，平成 29 年度から学部２・３年次生も対象とし英語力強化などテーマ性を重視した「START+（ス
タートプラス）プログラム」を新設し，平成 30 年度にはこれを増設〔１コース（平成 29 年度）→４コース（平成 30 年度）〕
して， 計 13 コース 301 人を 11 の国・地域に派遣した（応募者 411 人）。中でも，平成 29 年度設置のリトアニア海外拠点
と連携して実施した「リトアニア START+（スタートプラス）プログラム」は，新たな取組として本学と包括協力協定を締結
する企業の社員研修と合同で実施し，参加学生は現地で一般企業の社員と共に英語を学び相互が交流する特色あるプログラ
ムとなった。 

■森戸国際高等教育学院の組織整備と拡充 

「広島大学森戸国際高等教育学院３＋１プログラム」は，大学院入学を目指す学部４年次生を世界各地から３ターム期間

受け入れ，専門教育や語学教育を提供した上で，母国で学位を取得するプログラムで，その後本学大学院への進学を経て高

度専門人材に育成することも視野に入れている。徹底した広報活動を推進した結果，平成 30 年度には飛躍的に受入れ数を伸

ばすことができた[平成 28 年度 26 人，平成 29 年度 90 人，平成 30 年度 146 人（前年度比 56 人増）]［令和元年度の応募：

178 人（令和元年５月現在］。また，本プログラムを修了した学部４年次生の半数以上が本学大学院に進学（希望者を含む。）

[平成 28 年度 14 人/24 人，平成 29 年度 33 人/63 人］しており，大学院進学への呼び水となるプログラムとして更なる拡充

が期待できる。 
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 実施状況 

本プログラムを核とした留学生獲得推進を目的に，日本語・日本文化教育拠点かつ留学生受入れ窓口機能を持つ組織を整

備することとし，平成 30 年 10 月に，現行の国際センターを改組再編して「広島大学森戸国際高等教育学院」を設置した。 

さらに，令和元年度には，障がいのある留学生を含む多様な留学生を受け入れ，更なる機能拡充を目指している。 

■留学動機付けの一環としての日本語・日本文化特別研修の推進 

日本語・日本文化に関心を持つ海外の学生を対象に，本学キャンパスでの授業，本学学生との交流及び広島県内の企業等 
の見学を通じて，日本語と日本文化への理解を深める約２週間の受入れプログラムを推進した。平成 22 年度の開始から毎年
コース数及び受入れ数の増加を図り拡充し，平成 30 年度は 11 コース 290 人を受け入れた（平成 29 年度 246 人から 44 人増
加）。 

本研修では，平成 29 年度に初の試みとして聴覚に障がいのある留学生を受け入れたが，平成 30 年度には新たに視覚に障 

がいのある中国の学生も受け入れて，特別支援教育の要素も加味した研修を行った。また，平成 29 年度に本研修に参加した

聴覚に障がいのある学生８人のうち２人が，平成 30 年度に研究生として本学に入学し，来年度の大学院進学を目指している。 

■海外拠点の充実・拡充 

平成 29 年度までに設置した 16 の海外拠点（14 か国・地域）に加え，平成 30 年度には新たに２つの海外拠点を設置して，
更なる機能強化を図った（平成 30 年度末合計：18 拠点，15 ヶ国・地域）。平成 30 年８月に中国・燕山大学に中国で３つ目
の拠点となる「広島大学・燕山大学言語文化研究センター」を，また平成 30 年９月にモンゴル・ウランバートル大学に「広
島大学モンゴル研究センター」を設置し，東アジア地域との学生交流・学術交流を推進するための拠点とした。なお，令和
元年５月には，ドイツ・ミュンスター大学内に新たな拠点を設置し，これを契機にミュンスター大学と共同で 2020 年に向け
た平和をテーマとする共同プロジェクトを実施する計画である。 

■大学間交流協定の締結 

海外大学との大学間交流協定を積極的に締結し，平成 30 年度末現在の大学間交流協定 345 件となった（平成 29 年度末 301

件から 44 件増加）。海外協定校を拡充することにより，多様な国との学生交流を活性化させるとともに，国際共同研究のハ

ブ構築を目指している。 

特に，平成 29 年度から平成 30 年度にかけて，米国最古の高等教育機関で常に世界トップレベルの大学であるハーバード

大学や，米国で最も革新的な大学の一つに選ばれるアリゾナ州立大学と学術・教育交流を開始することで大学間協定を締結

した。これに基づき，両大学と研究インターンシップとして双方向の学生交流を開始し，平成 30 年度には，ハーバード大学

から学生６人，アリゾナ州立大学から学生１人を受け入れた。 

また，海外大学との積極的な連携の成果の一つとして，平成 30 年５月に広島で第２回日台学長フォーラムを開催（主催：
国立大学協会）した。当フォーラムには，台湾側 40 大学・機関，日本側 72 大学・機関から約 200 人が出席して，「社会の
グローバル化に対応した教育・研究協力の増進」をテーマに，グローバル化に対応するための国際教育交流や国際学生のモ
ビリティ等について議論するとともに，日台両国の大学間の交流を深めた。この経験を踏まえ，令和元年５月には，台湾の
トップ２大学（台湾大学，中山大学）と連携して広島大学 PR イベントを開催した。 

■ピース・レクチャー・マラソン 

 本学では，平和を希求する国際的教養人の育成のため，留学生を含めた全ての学生に教養教育における必修の授業科目と
して「平和科目」を履修させている。英語による「平和科目」も開講し，短期交換留学生を含む全ての留学生が履修できる
体制を整えてきた。平成 30 年度には，各国政府代表者や在京大使が平和をテーマとして講演する「ピース・レクチャー・マ
ラソン」を新たに企画・実施した。これまでエジプト共和国高等教育大臣，リトアニア共和国首相，駐日トルコ大使及び駐
日欧州連合大使を招いて講演会を４回開催し，留学生を含む本学学生と一般市民と一緒に平和を考える機会を提供した。 

■中長期学生交流プログラムの推進 

「大学の世界展開力強化事業」では，平成 28 年度採択でカンボジア，ミャンマー，ラオス，ベトナム，タイとの年間 50
人規模の双方向学生交流事業「PEACE 学生交流プログラム」，また平成 29 年度採択でインドとの年間 36 人規模の双方向学
生交流事業「先端技術を社会実装する国際リンケージ型学位プログラム（ILDP）」を実施中であり，これら複数の事業によ 
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り，アジア地域における短期から中長期までの本格的な単位互換を伴う学生交流を推進した。なお，平成 25 年度採択で平成
29 年度に補助金事業が終了した「AIMS-HU プログラム」について，平成 30 年度からは学内で人員や経費等を捻出の上，学生
交流プログラムを継続実施した。 

さらに，広島大学短期交換留学（HUSA）プログラムによる本格的な単位互換を伴う協定校への交換留学や，大学交換留学

コンソーシアム（USAC）やアジア太平洋大学交流機構（UMAP）など，本学が加盟する大学間コンソーシアムを通じた留学な

ど，学生のニーズやレベルに応じた様々な中長期学生交流プログラムを推進している。 

 

中期計画【31】 
 グローバル化の進展に対応するため，外国籍又は海外での教育研究歴等を持つ教員を全教員の 47％程度にまで増加させる
とともに，外国籍又は海外での職務経験等を持つ職員を全職員の８％程度にまで増加させる。 

平成 30 年度計画【31】 
 グローバル化の進展に対応するため，教員措置方針に基づく人員措置により，外国籍又は海外での教育研究歴等を持つ教
員を全教員の 39.2％以上とするとともに，外国籍の職員の採用や海外派遣研修の実施により，外国籍又は海外での職務経験
等を持つ職員を全職員の６％程度にする。 

実施状況 

・グルーバル化の進展と部局の機能強化に対応した人員措置として，以下の①～③を実施した結果，令和元年５月１日現在
において，外国籍又は海外での教育研究歴を持つ教員は，全教員の 41.6％（前年度比 0.5 ポイント増）となり，目標の 39.2％
を上回った。 

①国内外を問わず，教育力・研究力に優れたグローバルな教員を採用するため，国際公募を完全実施した。 
②グローバル人材の確保を人員配置の観点の一つとして捉え，人員措置申請時に「外国人教員等」枠を継続して設定し，

35 人を雇用した。 

③研究力強化や国際的評価向上を目的とし，教員措置方針に「外国人教員（短期）」枠を設定し，10 人を雇用した。 

・平成 26 年度から外国籍の職員を継続して採用しており，平成 30 年度も１人採用（前年度実績１人）した。 

 また，海外での職務経験を持つ職員を増加させるために，長期海外派遣研修として文部科学省〔国際業務研修（LEAP）〕

に派遣していた者１人及び日本学術振興会（国際学術交流研修）に派遣していた者１人が帰学するとともに，来年度に新た

に文部科学省〔国際業務研修（LEAP）〕に１人，日本学術振興会（国際学術交流研修）に２人派遣する予定である。これら

の取組により，令和元年５月１日現在において，外国籍又は海外での職務経験等を持つ職員は全職員の 7.7％（前年度比 0.9

ポイント増）となり，目標の 6％程度を上回った。 

 

中期計画【32】 
 教育の国際標準化を推進するため，学士課程及び大学院課程の全授業科目のうち，外国語による授業科目数を 30％程度に
増加させる。また，留学生が日本文化への理解を深めることのできる日本語能力を向上させるため，留学生の語学力に応じ
た能力別カリキュラムの再編等を行い，充実した日本語教育を実施する。 

平成 30 年度計画【32】 
 英語を用いた学位プログラムの導入などに伴い，学士課程及び大学院課程の全授業科目のうち，外国語による授業科目数
を平成 32 年度に 30％程度にすることを目指し，さらに拡充する。また，新たな能力別日本語クラスを開講するとともに，
受講者の習熟度について調査等を実施する。 
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  実施状況 

・教育本部教務委員会で，大学院課程における英語を用いた科目のみで修了できるコースの拡充を促すなどの取組の結果，

新たに，平成 30 年度に７コース増加し 69 コースとなったこと，「英語による授業の方法」FD の受講者が昨年度に続き 100

人以上だった〔34 人（平成 27 年度）→65 人（平成 28 年度）→109 人（平成 29 年度）→111 人（平成 30 年度）〕ことなど

により，平成 30 年度末月時点で，外国語による授業科目数の割合は，学部・研究科全体で 29.2％（3,647 科目/12,492 科目）

となり，平成 30 年度の目標値である 20％を大幅に上回る結果となった。令和元年度は，総合科学部国際共創学科の専門科

目の提供開始及び主たる使用言語が英語である教養教育科目 141 科目（平和科目：４科目，大学教育基礎科目：８科目，領

域科目：55 科目，情報科目：２科目，健康スポーツ科目：６科目，社会連携科目：27 科目，基盤科目：39 科目）の提供な

どにより，さらに外国語による授業科目数を増加させる。 

■海外在住日本語教員を対象としたブラッシュアップセミナーの実施 

 平成 30 年 10 月に設置した「広島大学森戸国際高等教育学院」では，海外在住日本語教員の再教育を通じて海外における

日本語教育の高度化へと展開する日本語・日本文化教育拠点を目指している。平成 30 年 5 月には，初の試みとして，海外の

日本語教員を本学に受け入れ再教育する「海外日本語教員ブラッシュアップセミナー」を開催し，６人の海外日本語教員が

参加した。セミナーでは，個々のニーズに対応した日本語指導と言語研究を軸とし，授業参観や中国・四国地区大学の教員

も参加する特別ワークショップ等を盛り込み，日本語能力，日本語指導力及び研究能力をブラッシュアップする機会を提供

した。 

■オンラインによる日本語教育の提供. 

平成 30 年 10 月の「広島大学森戸国際高等教育学院」組織整備を契機とし，渡日前留学生等に対してオンラインによる日

本語教育の提供を推進した。平成 30 年度には，能力別クラス編成のため日本語能力を測るテスト（プレイスメントテスト）

を渡日前にオンラインで実施できる体制を整備し，平成 30 年 4 月渡日学生から実施した（受験申込み４月 609 人，10 月 534

人）。また，平成 28 年度末に導入した日本語学習アプリ「いつでもアクセスできるオンライン日本語教育システム（MyJT）」

は，平成 30 年度からの新たな取組として，オンラインプレイスメントテストの結果に基づき編成されたレベル別日本語クラ

スの情報を活用して，初級～中級レベルの学生へ優先的に利用 ID を配付することにより，集中して日本語能力を向上させる

よう促した。 

渡日前の日本語能力測定により，その情報をクラス編成や渡日前指導に活用するとともに，留学生が渡日前の自主学習で

日本語レベルを向上させることにより，本学においてより効果的な日本語教育を実施することができた。 

  

中期計画【34】 
 平成 31 年度までに，日本人学生のうち 12％程度を留学生との混住宿舎に入居させ日常的な異文化交流を促進し，日本人
学生及び留学生の国際通用性の基礎力を養う。 

平成 30 年度計画【34】 
 借上宿舎を活用した混住宿舎について，前年度の検証結果を踏まえて改善・充実する。 

  実施状況 

・今年度は，前年度の検証結果（混住型宿舎に入居する外国人留学生及び日本人学生の入居状況）及び新規受入制度の創設

により，前年度並みの入居者数を確保しながら運営にかかる経費を削減する目標とした。 

留学生の選択の幅を広げるため，従来の池の上学生宿舎，国際交流会館，サンスクエア東広島に加え，生活支援サポート

が付いた留学生指定宿舎（新規受入制度）及び提携宿舎を加えて 4 月から募集を行った。 

生活支援サポートが付いた留学生指定宿舎（新規受入制度）を導入したことにより，留学生指定宿舎の割合が，14％（47

人/339 人）から 47％（124 人/265 人）まで増え，今年度所要経費は昨年度比約 1,500 万円の削減となった。 

なお，1,559 人の日本人が 600 人の留学生と混住（平成 30 年 11 月 1 日現在）しており，前年度[（1,532 人の日本人が 777

人の留学生と混住している（平成 29 年 11 月１日現在）]よりも，混住している日本人学生が増加している。 
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中期目標【20】 
 学長のリーダーシップを強化するための環境整備を行い，IR を活用し戦略的な学内資源配分を行う。 

 

中期計画【46】 
 教育研究力強化のため，教員の人件費管理を部局等単位から，全学一元管理とし，本学の教育や研究面でのパフォーマン
スをモニターする独自の目標達成型重要業績指標（AKPI®）等を参考に，戦略的な人員配置を行う。 

平成 30 年度計画【46】 
 学長の下で，本学の教育や研究面でのパフォーマンスをモニターする独自の目標達成型重要業績指標（AKPI®），教員エフ
ォート指標（BKPI®）等を参考に，戦略的な人員配置を実施する。 

実施状況 

・学長のリーダーシップにより，大学の教員措置方針に基づき，全学的に取り組む事業（学部，大学院の整備等）及び各部

局等における強みや特色ある分野の機能強化等を推進するため，教員人事（人員配置）を行う際には，目標達成型重要業績

指標（AKPI®），教員エフォート指標（BKPI®）等の指標を用い，人員を配置した。 

なお，優れた研究人材の確保・育成を図り，教育研究を活性化させるために，特に若手教員，女性教員，外国人教員等を

全学的に拡大させる観点での人事を行い，教員の年齢別構成を改善し，准教授，講師，助教に重点化した人員配置を行った。 

・平成 31 年３月 31 日現在において，平成 30 年度の各部局等からの人員措置要求が 462 件あり，203 件を戦略的に措置した。 

 

中期目標【21】 
 国際レベルの競争的な環境における教育研究への取組に向け，教職員の国際通用性を高める。 

 

中期計画【47】 
 国内外の優れた教職員を確保するため，年俸制や混合給与など人事・給与システムの弾力化を推進し，年俸制適用教員を
21％程度にまで増加させる。 

平成 30 年度計画【47】 
 国内外の優れた教職員を確保するため，年俸制や混合給与など人事・給与システムの弾力化を推進し，年俸制適用教員を
17.4％以上とする。 

 

 実施状況 

・年俸制適用教員の増員を図るため，新規採用予定者や在職者に年俸制制度の概要を理解してもらえるよう制度のリーフレ
ットを周知した。その結果，年俸制適用教員の割合は，特任教員等を含め平成 31 年 3 月 31 日現在において，23.4％（前年
度比 1.1 ポイント増）となり，目標の 17.4％を大幅に上回った。このうち，承継職員の適用割合は，21.7％（前年度比 1.5
ポイント増）となった。 
・なお，年俸制については，人事・給与マネジメント改革に伴う新給与体系について，平成 31 年 2 月に文部科学省から示さ
れたガイドラインや他大学の状況を踏まえて検討しており，令和元年度内に新年俸制を導入する予定である。 

・クロスアポイントメント制度については，国外機関との適用を促進するため，リーフレットの英文化を行うとともに，人

件費ポイント措置枠のうち，外国人教員（短期）枠により雇用する教員については，原則同制度を適用することとした。 

・平成31年3月31日現在で国外機関７件となり，また国内機関も11件と増え合計18件となり，前年度の６件（国内機関４件，

国外機関２件）を上回った。 

・クロスアポイントメント制度の更なる適用を促進するため，対象職種について平成 30 年 4 月からは「研究員」及び「教育
研究推進員（コーディネーター，マネジャー等）」を，平成 31 年 4 月からは「寄附講座等教員」を追加するとともに，適用
基準や適用期間，手続き等を明確に規定することとした。 

 

中期計画【48】 
 優秀な若手教員（40 歳未満）の活躍の場を全学的に拡大し教育研究を活性化するため，テニュアトラック教員の計画的採
用などにより，若手教員（40 歳未満）を 34％程度にまで増加させる。 

平成 30 年度計画【48】 
 優秀な若手教員（40 歳未満）の活躍の場を全学的に拡大し教育研究を活性化するため，若手教員の雇用に関する計画に基
づき，教員措置方針を踏まえた人員措置により，若手教員（40 歳未満）を 31％（退職金に係る運営費交付金の積算対象とな
る教員については 17.6％）程度にまで増加させる。 
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実施状況 

・平成28年度に，教員組織を教育研究組織から分離し，全学一元化した「学術院」を設置した。また，教員人件費について，

部局等単位による管理から学長のリーダーシップによる全学一元管理へ移行するとともに，学長の下に全学人事委員会を設

置し，人件費管理及び教員配置の検討を行い，人員配置から候補者選考まで，役員会の議を経て学長が決定するガバナンス

体制に移行した。この体制の下，全学人事委員会では，本学独自の目標達成型重要業績指標（AKPI®）等の指標を用い，教育

研究組織の枠を超えた全学的視点からの戦略的・計画的な人員配置を行っている。 

・若手研究者を雇用することにより，教育研究の活性化を図るほか，その能力を育成することを通じて学術界の発展に寄与
することを目的として，「育成助教(35 歳以下)」枠を設定し，令和元年度採用分として 26 人の選考を行った。 
・加えて，若手教員の雇用を促進するため，令和元年度に雇用する育成助教の募集を行い，令和元年５月までの雇用分とし
て，16 人の選考を行った。今後，令和元年 10 月までに雇用の選考を行う。 

・また，文部科学省「科学技術人材育成のコンソーシアム構築事業」を活用し，第10期（令和元年度前期）採用候補者とし

て３人を選定し，第11期（令和元年度後期）及び第12期（令和２年度前期）分の公募分野７件を措置し，文部科学省「卓越

研究員（令和元年度着任分）」事業を活用し，公募分野２件を選定し，申請を行うこととした。（いずれもテニュアトラッ

ク制） 

・2020年度の教員措置方針に，「育成助教」枠として17ポイント（約34人）を加えることとした。 

・これらの取組により，平成31年３月31日現在において，専任教員に占めるテニュアトラック教員の割合は15.9％（前年度

比3.4ポイント増）となった。 

・また，平成31年３月31日現在において，専任教員に占める若手教員（40歳未満）の割合は23.1％〔前年度と同値（退職金

に係る運営費交付金の積算対象となる教員については20.6％）〕となったが，目標とした31％程度には達しなかった。 

・今後，以下の取組を行うことにより，中期目標に定めた目標の達成を目指す。 

①「育成助教」を継続して措置，雇用する。 

②新規採用教員の若手比率を７割程度とする重点措置を行う。（学内昇任制度による若手ポストの創設と併せて，新規採

用を若手に重点化） 

③病院においても助教採用ポストを拡大する。 

④目的積立金を活用し，若手教員のさらなる拡充を図る。 

⑤本学の教育研究力の活性化のためには，優れた大学教員の確保・育成が必要不可欠であり，能力，業績を公正，かつ，

適切に評価し，採用・昇任等に反映させる必要がある。特に，若手研究者が安心して大学教員として歩み始め，能力を

向上させていく必要があるため，「優れた大学教員の確保・育成のための方針～若手教員が安心して活躍する大学に～」

（平成29年11月21日役員会承認）を踏まえ，テニュアトラック教員として計画的に雇用する。 

⑥教員人事の全学一元管理の下で，本学の教員措置方針により，若手教員へのポスト振替を前提とする人員措置要求に対

して優先配置を行うとともに，若手教員の雇用に際し，上記①の方針を踏まえテニュアトラック制（任期：５～７年）

を全学的に展開し，中長期の安定雇用を推進していく。 

 

中期目標【23】 
 教職員のワーク・ライフ・バランスを推進するとともに，大学運営における意思決定の場に女性を積極的に登用する。 

 中期計画【51】 
 女性教職員の積極的参画を推進するため，女性教員及び女性管理職の割合を各 20％程度にまで増加させる。 

  平成 30 年度計画【51】 
 女性教職員の積極的参画を推進するため，教員措置方針に基づく人員措置により，女性教員の割合を 17.1％程度にすると
ともに，女性管理職の割合を 15.5％程度にする。 
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実施状況 

・３月末現在の女性教員割合は，目標値 17.1％に対し 17.0％（前年度比 0.9 ポイント増）となった。 
・教員人事の全学一元管理の下，多様な人材確保への取組を配置の観点の一つとして捉え，人員措置申請時に「女性教員」
枠を継続して設定し，戦略的に 28 ポストを措置した。 
・教員採用におけるポジティブアクション（業績・評価が同等と認められた場合は女性を採用）の促進を平成 30 年度も継続
して実施することに加え，文部科学省「科学技術人材育成のコンソーシアムの構築事業」の一環として女性限定の教員公募
を継続して実施した。 
・令和２年度から新たに適用する学内昇任制度を創設し，申請区分として，男女共同参画や女性管理職比率の向上による多
様な人材の確保を目的とした「女性限定枠」を設け，募集を開始した。 
・女性研究者活躍促進委員会において，第３期中期計画及びダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（牽引型）事業に
おける女性教員割合の目標値の確認と，女性研究者の積極的採用に向けた意見交換を行い，今後の人事要求につながる優秀
な女性研究者のリサーチについて協力依頼を行った。また，教育研究評議会において，女性教員採用割合及び女性教員割合
を四半期ごとに周知した。 
・ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（牽引型）事業において，キャリア再開支援の取組として，キャリア中断中
の博士号を有する女性研究者を対象に，将来の女性研究者の裾野拡大を目指し，キャリア・アドバンスメント・プロジェク
ト（CAP）研究員制度を開始し，フルタイム研究員１人とパートタイム研究員２人の採用を決定した。 
・３月末現在の女性管理職割合は，目標値 15.5％に対し 15.1％（前年度比 0.2 ポイント減）となった。 
・教育研究評議会など大学運営における意思決定の場へ多くの女性が参画できるよう，女性上位職の増加を目指し，人事委
員会において，令和元年度教員措置方針に基づく「女性教員ポストアップ」の公募を行い，10 人のポストアップを決定した。 
・主に管理者層を対象に，７月 30 日に「女性も男性もともに活躍できる社会を目指して」をテーマとして，第１回ダイバー
シティ環境推進シンポジウムを開催し，女性活躍のための組織制度のあり方について，意識啓発を行った。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
  ① 組織運営の改善に関する目標 

 

中
期
目
標  

【19】大学の強みや特色を活かし，教育研究機能を最大限に発揮するための実効性・透明性のある運営体制を構築する。 
【20】学長のリーダーシップを強化するための環境整備を行い，IR を活用し戦略的な学内資源配分を行う。 
【21】国際レベルの競争的な環境における教育研究への取組に向け，教職員の国際通用性を高める。 
【22】教育研究活動の支援強化のため，専門性を備えた職員の人材養成を行う。 
【23】教職員のワーク・ライフ・バランスを推進するとともに，大学運営における意思決定の場に女性を積極的に登用する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 

【44】 
 幅広い視野での自律的な運営改善に資するため，外国人を含む経
営協議会学外委員から聴取した意見等を学長による部局長等ヒア
リングを通じ，法人運営に反映させる。 
 

【44】 
 学外者（経営協議会学外委員を１人以上含む。）から意見等を聴取し，評価委員会に
よる第三者的評価と学長による部局長等ヒアリングを通じ，必要に応じて改善するとと
もに，これまでの部局等における対応状況の検証を行い，PDCA サイクルの実効性を高め
る。 

Ⅳ 

【45】 
 ガバナンス体制の強化に向け意思決定システムなどの点検・見直
しを行うとともに，学長と監事の定期的なミーティングを実施し，
相互の意思疎通を図りながら，監事の独立性及び監事支援体制を検
証し，監事の機能強化を行う。 
 

【45】 
 ガバナンス体制の強化に向け業務組織の機能を検証し，必要に応じて見直しを行う。
さらに，学長と監事の定期的なミーティングにより，監事監査結果を法人運営に反映さ
せるとともに，監事の独立性及び監事支援体制を検証し，必要に応じて改善・充実を図
る。 

Ⅲ 

【46】 
 教育研究力強化のため，教員の人件費管理を部局等単位から，全
学一元管理とし，本学の教育や研究面でのパフォーマンスをモニタ
ーする独自の目標達成型重要業績指標（AKPI®）等を参考に，戦略
的な人員配置を行う。 
 

【46】 
 学長の下で，本学の教育や研究面でのパフォーマンスをモニターする独自の目標達成
型重要業績指標（AKPI®），教員エフォート指標（BKPI®）等を参考に，戦略的な人員配
置を実施する。 Ⅲ 

【47】 
 国内外の優れた教職員を確保するため，年俸制や混合給与など人
事・給与システムの弾力化を推進し，年俸制適用教員を 21％程度
にまで増加させる。 
 

【47】 
 国内外の優れた教職員を確保するため，年俸制や混合給与など人事・給与システムの
弾力化を推進し，年俸制適用教員を 17.4％以上とする。 Ⅲ 

【48】 
 優秀な若手教員（40 歳未満）の活躍の場を全学的に拡大し教育
研究を活性化するため，テニュアトラック教員の計画的採用などに
より，若手教員（40 歳未満）を 34％程度にまで増加させる。 
 

【48】 
 優秀な若手教員（40 歳未満）の活躍の場を全学的に拡大し教育研究を活性化するため，
若手教員の雇用に関する計画に基づき，教員措置方針を踏まえた人員措置により，若手
教員（40 歳未満）を 31％（退職金に係る運営費交付金の積算対象となる教員について
は 17.6％）程度にまで増加させる。 

Ⅲ 

【49】 
 「各部署で必要となる知識・スキル等の明文化と育成への活用に
よる職務遂行力の向上」，「キャリアパス，昇任基準等の明確化に
よるモチベーション向上」及び「難易度の高い業務経験の機会創出
による職員全体の生産性向上」を目的とした職員人材育成計画に基
づいた採用，異動，昇任，研修等により，職員の人材養成を行う。 
 

【49】 
 職員人材育成計画に基づき，採用，異動，昇任，研修等に関する各種施策，取組を実
施し，職員の人材養成を行うとともに検証し，必要に応じて次年度以降に向けての改善
策をまとめる。 Ⅲ 

○ 項目別の状況 
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【50】 
 教職員のワーク・ライフ・バランスを推進するため，制度の周知
及びセミナーの実施等により，教職員が制度を活用しやすい環境を
整備するとともに，平成 31 年度に次世代育成支援対策推進法に基
づく「一般事業主行動計画」（第３期）の適合認定を受ける。 
 

【50】 
 平成 26 年度から平成 31 年度までの「一般事業主行動計画」（第３期）を踏まえ，仕
事と家庭が両立できる制度の周知及びセミナー等を実施するとともに，同制度の活用状
況の検証結果に基づき，同制度を活用しやすい環境を整える。 Ⅳ 

【51】 
 女性教職員の積極的参画を推進するため，女性教員及び女性管理
職の割合を各 20％程度にまで増加させる。 
 

【51】 
 女性教職員の積極的参画を推進するため，教員措置方針に基づく人員措置により，女
性教員の割合を 17.1％程度にするとともに，女性管理職の割合を 15.5％程度にする。 Ⅲ 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
  ② 教育研究組織の見直しに関する目標 

 

中
期
目
標  

【24】全学的な機能強化を図る観点から，18 歳人口の動態や社会的ニーズ等を踏まえ，本学の特長や強みを活かした柔軟かつ最適な教育研究組織を再構築する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 

【52】 
 ミッションの再定義や社会的ニーズ等を踏まえ，教員組織と教育
研究組織を分離し，柔軟な教員集団を編成することにより，大学と
して重点的に取り組む領域を中心に教員を戦略的・重点的に配置す
ることで，本学の特長や強みを活かした教育研究を推進するととも
に，教育研究組織及び入学定員を見直す。 
 

【52】 
 本学の特徴や強みを活かし，大学院全体の機能強化に繋がる教育研究組織（研究科）
の整備及び入学定員の見直しについてさらに検討を進める。また，情報科学部及び総合
科学部国際共創学科を設置する。 Ⅲ 

【53】 
 本学における生命・生物系の特長・実績のある教育研究リソース
を活かした教育研究組織の整備を行う。 
 

【53】 
 生命・生物系分野の機能強化に繋がる教育研究組織として統合生命科学研究科（仮称）
及び医歯薬保健学研究科を改組した医系科学研究科（仮称）の設置に向け準備を行う。 Ⅲ 

【54】 
 新たな時代に向けた教員養成と多様化する人材養成ニーズなど
教育に関する諸課題へ対応するため，平成 28 年度に教育学研究科
を改組し，教職開発専攻（教職大学院）を設置し，学年進行完成後
に，教育内容，養成する人材像，就職率などの当初の設置目的に照
らして検証する。 
 

【54】 
 教職開発専攻（教職大学院）の学年進行が完成したため，教育内容の実施状況，養成
する人材の育成状況，教員就職率等について検証する。さらに，関係教育委員会及び学
校関係者等を加えた検討組織において，教育内容・方法の評価及び改善に関する協議を
行う。 

Ⅲ 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
  ③ 事務の効率化・合理化に関する目標 

 

中
期
目
標  

【25】事務等の効率化・合理化のため，組織・業務の見直しを進めるとともに，職員の能力向上を図る。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 

【55】 
 組織・業務全般の再点検・見直しを継続的に行うとともに，各業
務システム等に分散している情報の一元管理，インターネット出願
システムの充実等，ICT システムの整備や，実務研修及び階層別研
修等による職員の能力向上を図ることにより，業務の効率化・合理
化を促進する。 

【55】 
 組織・業務全般の再点検・見直しを継続的に行うとともに，ICT システムの点検を行
い，必要に応じて改善する。また，前年度に構築した各業務システム等の情報の一元管
理方法を検証し，必要に応じて見直しを行う。さらに，職員の能力向上に向けて，様々
な形態の実務研修，階層別研修等を実施・検証し，必要に応じて次年度以降に向けての
改善策をまとめる。 

Ⅲ 
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（１） 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等 

 

ガバナンスの強化 

ⅰ）組織運営の改善に関する取組【計画番号 44】 

・部局の特徴・特色を伸ばすとともに，課題への対策と改善を実施すること

によって，教育研究等の一層の質の向上を図ることを目的として，学外者

（経営協議会学外委員を１人以上含む。）による部局組織評価を実施した

（18 部局，９月）。学外者（経営協議会学外委員を１人以上含む。）によ

る評価結果を基に，本学評価委員会による第三者的評価と学長による部局

長ヒアリングを通じ，部局における課題への対応状況の確認を行うことで，

PDCA サイクルの実効性を高めている。歯学部では，教育領域で改善を要す

る点として指摘のあった「国家試験合格率の目標を設定して，教育に取り

組む必要がある」について，６年生以外の全学年に自習室を 22 時まで開放

し，各通路に新たに防犯カメラを設置し，安全面に配慮する改善を行った。 

・若手教員（40 歳未満）の立場からの建設的な意見を法人運営に反映させる

ため，学外者（経営協議会学外委員を１人以上含む。）と若手教員との意

見交換会を実施した（９月）。 

 

ⅱ）新たな運営体制の構築に向けた取組【計画番号 45】 

  「新たな教育研究組織に対応した運営体制について(答申)」(平成 30 年５

月 22 日)を受け，さらに具体的な検討を進めるため，新たに WG を設置し，「新

運営体制詳細設計」，「教育研究環境改善」，「業務組織」，「予算配分」，

「人事制度」などについて検討を重ねてきた。検討を進めるに当たり，全学

の意見交換会（１回）及び個別の研究科等における意見交換会（４回）を実

施し，情報共有及び意見聴取も行い，新たな運営体制の構築に向けた取組を

進めている。 

 

ⅲ）運営体制の見直しと改善に向けた取組【計画番号 45】 

  大学運営を戦略的に行っていくため，大学経営企画担当副学長を総合戦略

担当副学長とし，学長室と大学経営企画室を統合して，総合戦略室を設置し

た。また，地域連携及び産学連携を強化するため，社会産学連携室に「地域

連携担当副理事」及び「産学連携担当副理事」を新たに配置した。 

  さらに，学長の諮問に応じ，又は自由に意見を具申することができる「学

長特任補佐」（元教職員組合執行委員長や若手教員などを任命）と原則月１

回意見交換ミーティングを行い，教育研究活動の質の向上や大学運営の改善

に結び付けた。 

 

ⅳ）戦略的な学内資源配分【計画番号 46】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.35 を参照。 

 

ⅴ）多様で優れた人材の獲得【計画番号 47】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.35 を参照。 

 

ⅵ）優秀な若手教員の活躍の場を全学的に拡大【計画番号 48】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.35，36 を参照。 

 

職員の人材育成等 

ⅰ）職員の国際通用性【計画番号 49】 

職員の国際通用性については，平成 26 年度に採択されたスーパーグローバ

ル大学創成支援事業において，令和５年５月１日現在までに TOEIC®スコア

800 点以上等の職員を 20％とする目標として掲げ，外国籍職員の採用，海外

派遣研修及び語学研修（TOEIC 対策編）の取組等により増加を図った結果，

平成 31 年３月 31 日現在において，16.3％となった。 

 

ⅱ）職員人材育成計画に基づく取組【計画番号 49，55】 

・真に本学で働きたい志を持った人物や，多様な思考を持った人材を確保す

るため，平成 25 年度から統一試験に加え独自採用試験を実施しており，こ

れまで年１回の募集であったが，平成 30 年度は，卒業・修了時期の異なる

学生や既卒者で転職を考えている者への採用機会提供のため，募集回数を

増やし，年３回募集を行った結果，外国籍，企業等での職務経験のある者

など，15 人の職員を採用（平成 30 年度末までの採用者 1 人，平成 31 年 4

月 1 日付け採用者 14 人）した。 

・職員の語学力向上，異文化理解促進等に関し，海外派遣研修（９か国 12

人派遣），スキル開発研修（TOEIC®IP テスト受験）（延べ 84 人受験），

スキル開発研修（オンライン英会話）（延べ 41 人受講），語学研修（TOEIC

対策編）（12 人受講）を実施した。 

 

ワーク・ライフ・バランスの推進等 

ⅰ）ダイバーシティ研究環境整備への取組【計画番号 50】 

・ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（牽引型）事業において，次

の２点について実施した。 

 ①本学に在籍する研究者の研究とライフイベントの両立を推進することを

目的として，妊娠・育児・介護により研究時間の確保が困難になった際

に，研究者の指示の下に研究補助業務に従事する研究支援員の配置を引

き続き行い，年間で 29 人（実施期間の延べ人数）の研究者に対して配置
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した。 

 ②研究者カップルのキャリア継続と同居支援の取組として，本学に在籍す

る研究者の配偶者で研究の継続・再開を希望する研究者（性別不問）を

対象としたキャリア・アドバンスメント・プロジェクト（CAP）研究員制

度を開始し，独自予算によりパートタイム研究員２人の採用を決定した。 

・平成 30 年 4 月から，配偶者が外国で勤務する際に，配偶者に同行して生活

を共にできる「配偶者同行休業制度」を導入し，平成 30 年度に１件の利用

があった。 

・教員を雇用するに当たり，配偶者への就業支援として，CAP 研究員制度の

概要及び学内の公募情報等を，教員公募要領に記載することとした。 

・学内保育園（ひまわり保育園，こすもす保育室）や病後児保育利用料補助

事業に関する募集要項等について，英文化を行い，ウェブサイトに掲載し

て外国人教職員等に対して，積極的に学内周知を行った。この結果，ひま

わり保育園においては，５人の外国人（うち２人は留学生）が利用し，こ

すもす保育室においても３人の外国人の利用があった。 

・休日に行われる大学入試センター試験時に，家庭と仕事の両立を支援する

ため，学内保育園（ひまわり保育園，こすもす保育室）の開園及び学童保

育を２日間両日実施することとした。 

・８月 28 日に「現代日本の学術分野におけるジェンダー課題－男性学・男性

性研究の視点をふまえつつ―」をテーマにセミナーを開催し，女性の問題

ととらえがちな男女共同参画推進を，男性の問題でもあるということを男

性学の視点から，主に男性教職員向けに意識啓発を行った。 

・育児支援制度の効果的な周知を図るため，育児休業制度について，制度及

び手続きの概要（リーフレット）を作成し，学内に周知した。 

 

ⅱ）女性管理職登用への取組【計画番号 51】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.36，37 を参照。 

 

教育研究組織の見直し 

ⅰ）人文社会科学系・学際系分野及び理学・工学系分野の機能強化の検討 

【計画番号 52】 

 「広島大学の大学院再編についての基本的考え方」に基づき，人文社会科

学系・学際系分野及び理学・工学系分野の機能強化に向け，平成 29 年５月

16 日付けで教育人間社会科学研究科（仮称）設立準備委員会及び自然科学技

術研究科（仮称）設立準備委員会を立ち上げ，新研究科の設置について検討

を行った。人文社会科学系・学際系分野及び理学・工学系分野の研究科の機

能及び入学定員の見直し並びに教員人事の全学一元管理の下で教員の戦略的

な配置を行うことにより，人文社会科学系・学際系の６研究科を 1 研究科に

再編する人間社会科学研究科（仮称）（入学定員：博士課程前期 420 人，博

士課程後期 135 人，専門職学位課程 50 人），理学・工学系分野の５研究科を

1 研究科に再編する先進理工系科学研究科（仮称）（入学定員：博士課程前

期 449 人，博士課程後期 128 人）の令和２年４月の設置を目指し，文部科学

省と協議を行った。その結果，平成 31 年４月に設置計画書を提出した。 

 この再編において，小さな研究科の垣根を取り払った大くくりの教育研究

組織による共通科目や学位プログラムの提供等により，既存の学問分野に加

えて，専門分野以外への関心を深め，他分野の専門家と価値を共有しつつ，

協働してその実現に取り組むことのできる人材の育成を目指した教育研究を

行う。 

 

ⅱ）新研究科の設置【計画番号 53】 

  多様な社会的ニーズと，本学の教育及び研究面でのパフォーマンスをモニ

タリングする独自の目標達成型重要業績指標（AKPI®）等並びに IR 機能を活

用した分析を踏まえ，小さな研究科の垣根を取り払った大くくりの教育研究

組織による共通科目や学位プログラムの提供等により，既存の学問分野に加

えて，専門分野以外への関心を深め，他分野の専門家と価値を共有しつつ，

協働してその実現に取り組むことのできる人材の育成を目指した教育研究を

行うことを目的とし，生命・生物系の５研究科 12 専攻を２研究科３専攻に再

編した統合生命科学研究科（入学定員：博士課程前期 170 人，博士課程後期

70 人）及び医系科学研究科（入学定員：博士課程前期 76 人，博士課程後期

25 人，博士課程 97 人）の平成 31 年４月設置を目指し，文部科学省と協議を

行った。その結果，８月 17 日に文部科学省に統合生命科学研究科，医系科学

研究科の設置報告書を提出し，８月 20 日に受理され２研究科の平成 31 年４

月設置が決定した。９月 20 日開催の役員会で統合生命科学研究科設立準備委

員会及び医系科学研究科設立準備委員会を設置し，設置に向けて具体の準備

を行った。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(2) 財務内容の改善に関する目標 
  ① 外部研究資金，寄附金その他の自己収入の増加に関する目標 

 

中
期
目
標  

【26】総合研究大学として，国際水準の教育研究の展開を行うべく，財政基盤の充実・強化を図る。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 

【56】 
 国内外の競争的資金の動向等の調査・分析を行い，より効果的な
資金獲得戦略に見直し，教員１人当たりの外部資金獲得額を第２期
中期目標期間終了時の 1.5 倍程度にする。 
 

【56】 
 資金獲得戦略に基づき，資金種別ごとに方策を立案・実施する。国内外の競争的資金
の動向等の調査・分析を行い，分析結果を基に資金獲得戦略を見直す。 Ⅲ 

【57】 
 広島大学基金を拡充するため，寄附方法，広報効果等の検証を継
続的に行い，募集戦略を見直す。 
 

【57】 
 広島大学基金を拡充するため，前年度に取り纏めた寄附方法，広報等の募集戦略の検
証結果に基づき，課題等について検討を行い改善する。 Ⅳ 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(2) 財務内容の改善に関する目標 
  ② 経費の抑制に関する目標 

 

中
期
目
標  

【27】財務指標の可視化を通して，管理的経費等の効率的執行を行う。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 

【58】 
 一般管理費比率を抑制するため，セグメント別の財務分析等を行
い，事務部門に係る消耗品等の予算の経費節減目標を対前年度△
２％程度に設定し，継続的に抑制する。 

【58】 
 一般管理費比率を抑制するため，セグメント別の財務分析等を踏まえ，事務部門に係
る消耗品等の予算の経費節減目標を対前年度△２％程度に設定し，抑制する。 Ⅲ 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(2) 財務内容の改善に関する目標 
  ③ 資産の運用管理の改善に関する目標 

 

中
期
目
標  

【28】全学的な視点から保有する資産（施設，設備）の有効活用を行うとともに，不断の見直しを行う。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 

【59】 
 資産（施設，設備）の利用状況に関する情報集約及び検証を継続
して行い，共同利用を推進するとともに，学外にも開放することで
有効利用を促進する。 

【59】 
 研究設備マネジメント体制と連携し，資産（施設・設備）の利用状況に関する情報の
集約・検証を踏まえ，共同利用をより推進するとともに，学外にも開放することで有効
利用を推進する。 

Ⅲ 
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（２） 財務内容の改善に関する特記事項等 

 

外部研究資金，その他の自己収入の増加に関する取組 

ⅰ）「外部資金獲得戦略」に基づく方策の立案・実施【計画番号 56】 

平成 28 年度に策定した「外部資金獲得戦略」に基づき，共同研究講座の増設

や「広島大学が躍動し広島の地を活性化させる基金」の拡充，URA を中心とし

た全学体制での AMED・JST 等公募事業への採択支援の実施など，外部資金全般

の獲得増大に取り組んだ結果，本務教員１人当たりの外部資金受入額が 763 万

円となり，第２期中期目標期間終了時と比較して 128％程度に増加した（平成

27 年度本務教員１人当たりの外部資金受入額 595 万円）。 

 

ⅱ）経費の抑制【計画番号 58】 

平成 29 年度決算におけるセグメント（会計単位）別の一般管理費比率を整理

し，増減要因等の財務分析を行った。その結果を，全学の会計事務担当者を対

象に，一般管理費比率抑制に向けた予算配分及び予算執行について意識の定着

を図った。 

一般管理費比率の抑制を図るため，平成 30 年度当初予算において，消耗品費

等を含む管理的経費や全学共通運営経費（光熱水料，清掃費，警備費，建物保

守費等）を平成 29 年度予算に対し 2.5％削減（法人本部予算は６％削減）（年

額 92,648 千円）した。 

電気需給契約について，他大学の契約実績等を調査・分析した上で，東広島

地区及び霞地区でそれぞれ５年間の長期契約を締結した結果，長期割引率や大

口割引率が上昇し，平成 30 年度は，契約見直し前と比較し，年間 45,529 千円

の削減となった。 

平成 29 年度から霞キャンパス全域を対象とした管理一体型 ESCO 事業を導入

した。平成 29 年度，30 年度にシステム更新・改修を実施し，令和元年度から

８年間で 1.8 億円のエネルギーコスト削減が見込まれる。事業完了後も省エネ

効果は維持されるため，９年目（2027 年度）以降，毎年 1.4 億円の削減が見込

まれる。 

 

ⅲ）保有資産の有効活用の促進【計画番号 59】 

広島市東区牛田新町に所在する職員宿舎跡地（天水山団地）について，駐車

場用地として，国立大学法人法第 34 条の２における土地等の第三者への貸付け

を行うため，平成 30 年 12 月に文部科学省へ認可申請を行った。駐車場用地と

して活用した場合，10 年間で約 30,000 千円の収入が見込まれる。 

自動販売機設置運営業務について，契約締結時期の違いから２社と締結して

いた契約を契約更新に合わせ１本の契約にまとめ，一般競争入札に付した結果，

自動販売機設置手数料が平成 29 年度と比較して 11％増となり，平成 30 年度の

自動販売機設置に伴う貸付料収入は 32,382 千円となった（年間 8,417 千円の増

収）。自動販売機設置に伴う貸付料収入は，海外経験の少ない新入生を対象と

した短期海外研修制度（START プログラム）及び英語力強化を重視した学部２，

３年次生対象のステップアップ版海外研修制度（START+プログラム）の実施経

費の一部に充当している。 

 

寄附金の獲得に関する取組 

ⅰ）基金室を設置【計画番号 57】 

基金を充実するため，平成 30 年４月に学長の下に，基金室を設置し，専任の

職員を配置した。 

 

ⅱ）リーフレットの振込用紙を銀行窓口対応に変更し，インターネットバンキ

ングにも対応【計画番号 57】 

同窓会の会報や広報誌に同封するリーフレットに付いている振込用紙は，従

来はゆうちょ銀行専用であったが，他の銀行窓口でも対応可能な用紙に変更し，

寄附者の利便性を向上させたところ，一般の銀行窓口経由で 37 件 20,718 千円

の寄附実績があった。また，銀行窓口に行かずに寄附が出来るインターネット

バンキングでの受け入れにも対応し，17 件 71,385 千円の寄附実績があった。 

 

ⅲ）創立75周年に向けた新しい基金の充実【計画番号57】 

令和６年に迎える，本学の創立 75 周年に向けて「広島大学が躍動し広島の地

を活性化させる基金」を平成 29 年度に立ち上げ，学内構成員からスタートアッ

プ資金を募集したのち，平成 30 年４月から，学外向けに基金募集を開始した。

この基金は，修学支援事業基金も選択可能とし，従来行ってきた学生支援事業，

国際交流事業に加え，研究支援事業，教育研究環境整備事業，社会貢献事業を

盛り込んで充実させた。なお，平成 30 年 7 月基金推進会設立総会に引き続き，

11 月から 12 月にかけて，同会の積極的な活動展開のため，基金推進会副会長

会を開催して寄附を呼びかけたところ，14件 72,030千円の寄附実績があった。 

 

 ⅳ）広島大学サタケメモリアルホールのための基金創設【計画番号 57】 

  株式会社サタケ代表佐竹利子氏から 10 億円の寄附をいただき，建築から 16

年が経過し，老朽化が目立ってきた広島大学サタケメモリアルホールを維持管

理するための「広島大学サタケメモリアルホール基金」を創設した。 

 

 ⅴ）遺贈による寄附受入に向けた地元銀行との協定締結【計画番号 57】 

  遺贈による寄附受入に向けて地元の広島銀行と協定を締結し，一般市民対象

の遺贈セミナーを広島銀行と共同で実施した結果，69 人の参加があった。 
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 ⅵ）みなし譲渡所得税の非課税措置にかかる承認特例及び特定買換資産の特例

への申請【計画番号 57】 

  平成 30 年度税制改正により，みなし譲渡所得税の非課税措置にかかる承認特

例及び特定買換資産の特例が拡充され，国立大学法人も対象となったため，今

後，現物寄附を受けやすくする目的で，平成 31 年３月に証明書の申請を行った。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 
  ① 評価の充実に関する目標 

 

中
期
目
標  

【29】総合研究大学として教育研究の活性化のため，自己点検・評価を基に，外部からの組織評価を実施する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 

【60】 
 教育研究の質の維持・向上を図るため，大学として共通評価項目
を設定し，各部局等においては，特性に応じた独自の評価項目を設
定の上，毎年度，部局組織の自己点検・評価を実施するとともに，
外国人を含む経営協議会学外委員等による外部評価を実施する。さ
らに，本学が加盟している国際大学間コンソーシアム（SERU）の国
際的な教育の質保証評価を受審する。 
 

【60】 
 教育研究の質の維持・向上を図るため，大学として設定した評価項目に基づき，自己
点検・評価を行うとともに，これを基に学外者（経営協議会学外委員１人以上を含む。）
による組織評価を実施する。また，評価項目，評価内容及び実施体制を検証し，必要に
応じて組織評価方法を見直す。さらに，前年度に受審した，国際大学間コンソーシアム
（SERU）の国際的な教育の質保証評価にかかる提言について検証する。 

Ⅲ 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(3)  自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 
  ② 情報公開や情報発信等の推進に関する目標 

 

中
期
目
標  

【30】社会への説明責任を果たすため，自己点検・評価の実施状況の情報公開を積極的かつ的確・着実に実施する。 
【31】国内外における本学の知名度及びレピュテーションの向上に資する広報活動を展開する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 

【61】 
 社会への説明責任を果たすため，ウェブサイトや「大学ポートレ
ート」等を活用して，自己点検・評価状況を分かりやすく，積極的
に発信する。 
 

【61】 
 各組織の自己点検・評価状況等を分かりやすく積極的に公開・発信するために，前年
度の検証結果に基づき，情報の発信効果と課題について見直しを行う。また，学外広報
モニター等による検証も行う。 

Ⅲ 

【62】 
 国内外における本学の知名度及びレピュテーションの向上を図
るため，利用者目線に立った情報の発信を念頭に置き，教育，研究，
医療活動及び社会貢献等の優れた成果や活動状況をウェブサイト
やソーシャルメディア等により情報発信する。 
 

【62】 
 本学の教育研究活動等の効果的な情報発信を図るため，ソーシャルメディア等の効果
的活用についての方策を検討・実施する。また，本学の研究成果発信について，前年度
実施状況を検証し，広島大学学術情報リポジトリの機能及び出版会事業を充実する。 Ⅳ 

【63】 
 海外の学術雑誌及び教育研究情報誌等への記事投稿及び海外メ
ディアへのリリース配信等を積極的に行うことにより，本学のレピ
ュテーションを向上させる。 
 

【63】 
 海外の学術雑誌等及び海外メディア等への情報発信を行う目的に照らして，構築した
情報発信体制の検証を行う。 Ⅲ 
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（３） 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する特記事項等 

 

自己点検・評価 

ⅰ）教育の質の改善・向上を図るための自己点検・評価システムの改善【計画

番号 12】 

戦略性が高く,意欲的な目標・計画の状況 P.27，28 を参照。 

 

ⅱ）全学的観点による自己点検・評価の取組【計画番号 60】 

  平成 29 事業年度の自己点検・評価に対して，学外者（経営協議会学外委員を

１人以上含む。）からの外部評価（部局組織評価）を平成 30 年９月に受けた。

特性に応じた教育研究に関する評価結果（特徴・特色を伸ばすための助言及び

課題改善のための指摘：160 件）に対し，各部局は，改善方法等についてプラ

ンを立て，実行した。そのアクションについては，全学の評価委員会で内容を

確認するとともに，12 月から翌年１月にかけて部局の進捗状況を学長が部局長

ヒアリングを実施・確認し，必要に応じて特徴・特色を伸ばすための助言及び

課題改善のための指摘を行った。歯学部の教育領域で改善を要する点として指

摘のあった「国家試験合格率の目標を設定して，教育に取り組む必要がある」

について，６年生以外の全学年に自習室を 22 時まで開放し，各通路に新たに防

犯カメラを設置し，安全面に配慮する改善を行った。 

各部局の自己点検・評価，外部評価（部局組織評価）の結果，改善の実行内

容，学長ヒアリングによる助言・指摘・対応状況は，すべての役員及び部局長

が参加する経営協議会学外委員との意見交換会（平成 31 年３月）で情報を共有

した。 

 

ⅲ）教育の国際質保証（SERU 学生調査の実施）の取組【計画番号 12，60】 

平成 29 年度に受審した，国際大学間コンソーシアム（SERU）の国際的な教育

の質保証評価にかかる提言について，国際大学間コンソーシアム（SERU）を形

成する主要大学のメンバーによるピアレビュー結果を取りまとめた「SERU コン

ソーシアムチーム現地調査報告」における本学への提案事項について対応策を

検討した。 

 

ⅳ）教員の教育及び研究活動等に関する継続的な評価の実施【計画番号 60】 

  「教員の個人評価の基本方針（教育研究評議会決定）」に沿って，教員活動

の点数化による教員の個人評価を継続的に実施した。大学の教育・研究活動の

質的向上と活性化を目指し，「教員全員が自己の研究力を認識すること，優れ

た研究者を正しく評価して処遇すると同時に，不活性な教員に対しては問題点

を明らかにして活動改善を促す」こととしている。 

教員が前年度分の教育・研究・社会貢献・大学運営等について，部局で定め

た項目に沿って点数化した個人評価の結果を，処遇に反映している。 

   

情報の提供 

ⅰ）新研究科のサイトを開設【計画番号 61】   

平成 31 年４月に新設する統合生命科学研究科と医系科学研究科の認知度を

向上するため，サイトを日本語・英語で開設した。（サイト：平成 30 年 10 月） 

各サイトへのアクセス数は， 

統合生命科学研究科：日本語32,2918回，英語2,981回。 

医系科学研究科：日本語13,977回，英語2,101回。 

 

ⅱ）公式ウェブサイトの多言語展開【計画番号 61，62】 

  多言語で展開している公式ウェブサイト（英語，中国語，アラビア語，スペ

イン語）の情報発信を充実するため，英語サイトは週１回以上，中国語サイト

は月４回程度，アラビア語とスペイン語は月１回程度の更新を行った。 

 アラビア語サイトへのアクセス数は 5,964 回（昨年度 5,801 回），スペイン語

へのアクセス数は 6,432 回（昨年度 6,411 回）。（平成 31 年３月末） 

 

ⅲ）学外広報モニター等の活用【計画番号62】 

公募による学外広報モニター（34 人）を活用し，広報誌や公式ウェブサイト

に関しての学外からの意見収集に努めた。また，昨年度から参加している，公

益財団法人日本アドバタイザーズ協会が実施する Web グランプリに参加し，広

島大学はウェブサイトの Web アクセシビリティが評価され，「企業グランプリ

部門」浅川賞の準グランプリを受賞した。 

広報活動に学生目線を取り入れるために「学生広報ディレクター制度」を新

たに設置し，第二期生として 24 人を任命した。（一期生 16 人） 

学生広報ディレクターは，学生の目線で親しみやすい記事（高校生向けの学

生インタビュー，広報誌「HU-Plus」の OB・OG 紹介コーナーの取材，地域で活

躍する学生や広大ならではの研究者の紹介など）を執筆し，公式ウェブサイト

に掲載するなどの活動を行った。 

 

ⅳ）広報アドバイザー制度の設置【計画番号 62】 

今年度新たに「広報アドバイザー制度」を創設した。 学外者３人に委嘱し,

３月 11 日に第１回広報アドバイザーミーティングを実施した。学外有識者から, 

それぞれの専門分野における高度な知識・ノウハウや,従来の枠にとらわれない

国際的・多角的な視点に基づいた斬新な意見を取入れることで広島大学ブラン

ド力を高め,認知度向上につなげていく。 
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ⅴ）広報活動に SNS を積極的に活用【計画番号 62】 

平成 29 年 12 月に公式インスタグラムを開設した。10 代，20 代前半の若い世

代をターゲットにして，広大に親しみを持ってもらえるようなインパクトのあ

る写真を掲載し,3,047 人を超えるフォロワーを集めた。主な国立大学のフォロ

ワー数は，大阪大学 7,391 人（平成 27 年８月開設），筑波大学 4,668 人（平成

29 年２月開設），京都大学 3,610 人（平成 29 年７月開設）で，本学のアカウン

トは比較的高い関心を集めていると言える。 

また，Twitter 及び Facebook（日本語，英語）による多角的な情報発信も継

続して行った。現在のフォロワー数は，Twitter 13,131 件（昨年度 11,753 件），

Facebook（日本語）14,846 件（昨年度 8,380 件），Facebook（英語）1,262 件（昨

年度 1,014 件）。 

主な国立大学の Twitter のフォロワー数は，東京大学 36,395 件，大阪大学

21,303 件，京都大学 20,819 件。 

主な国立大学の Facebook のフォロワー数は，東京大学 34,023 件，京都大学

21,762 件，大阪大学 13,785 件。 

 

ⅵ）マスメディアを活用した情報発信の取組【計画番号 62】 

ラジオ番組及びテレビ番組を活用し,学生の活動及び研究者の教育研究活動

を積極的に発信した。特にラジオ番組では,高校生・中学生が主なリスナーの番

組の中で新コーナー「広大ラジオキャンパス」（月２回，５分）を設けた。学生

や研究者に出演してもらい,課外活動や研究成果等を身近な情報として発信し

ている。 

 

 ⅶ）東京オフィスを活用した広報発信【計画番号 62】 

  東京オフィスを活用した広報発信の取組みとして，一般向けのセミナー「広

島大学タマチラボ」を 12 月から始めた。今年度は，平成 30 年４月に新設した

情報科学部と連携し，「情報科学のワンダーランド」と題して，AI やデータサ

イエンスの最前線と応用をテーマに５回開催した。 

 

ⅷ）積極的な国際広報への取組【計画番号 63】 

本学の研究成果や各種取組等を積極的に発信するために海外向けのニューズ

レターへの投稿を行った。"QS News-2-Wow-U News Letter"及び独立行政法人日

本学術振興会の JSPS サンフランシスコ研究連絡センターニューズレターに記

事を継続的に投稿した。（QS：投稿数 12 件，採択３件，JSPS：投稿数 10 件，採

択２件） 

また,本学の研究成果や最新のトピックスを英語で紹介する HU UPDATE（広大

紹介メール）を年２回発行した。海外の大学間協定校約 200 校に送付するとと

もに，各構成員（教員）から海外の知り合いの研究者等に送付するなど積極的

な広報活動を行い,本学のレピュテーションの向上を図った。 

  国際的な,情報発信力強化の取組みとして,国際的なオンライン・プレスリリ

ースプラットフォームである「EuretAlert!」「AlphaGalileo」を利用した研究

成果の英文プレスリリースを行い,国際的レピュテーション向上を図った。 

（EurekAlert！ ：リリース数 10 件） 

（AlphaGalileo ：リリース数 10 件） 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他業務運営に関する目標 
  ① 施設設備の整備・活用等に関する目標 

 

中
期
目
標  

【32】魅力あるキャンパスの整備を推進するため，施設整備キャンパスマスタープランに基づき施設の整備を推進するとともに，総合的な施設マネジメントを行う。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 

【64】 
 学生・教職員の交流スペースやアクティブ・ラーニングのための
スペース等を整備するとともに，国の財政措置の状況を踏まえた老
朽施設等の改修や省エネルギー対策，施設の適切な維持管理により
安全・安心な教育研究環境を維持する。 
 

【64】 
 施設整備キャンパスマスタープランのアクションプランに基づき，本学の教育研究環
境の整備と維持のために工学系教育棟の改修等を実施し，学生・教職員の交流スペース
やアクティブ・ラーニングのためのスペース等の整備を推進するとともに，施設マネジ
メントに基づく年次計画により，老朽施設等の改修や省エネルギー対策，施設の適切な
維持管理により安全・安心な教育研究環境を維持する。 
 

Ⅲ 

【65】 
 既存施設の有効活用を推進するため，教育・研究スペースの再配
分とともに全学共用スペースを 1.5 倍程度に拡充する。 
 

【65】 
 教員の研究スペースの届出制及び施設使用実態調査，スペースチャージ制の導入によ
り，教育・研究スペースの適正配分及び全学共用スペースの拡充に取り組む。 Ⅲ 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他業務運営に関する目標 
  ② 安全管理に関する目標 

 

中
期
目
標  

【33】安全管理体制を強化し，安全文化の醸成を図るため，教職員のリスクマネジメント及び安全衛生についての意識を向上させる。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 

【66】 
 安全管理体制の点検・評価を行うとともに，全教職員を対象とし
た安全衛生に係る研修や講演会等を毎年，定期的に実施することに
より，教職員のリスクマネジメント及び安全衛生管理の意識向上に
取り組む。 
 

【66】 
 前年度に行った安全衛生管理体制の点検及び評価並びに法令遵守の確認に基づき，更
なる安全衛生管理の充実を行う。また，教職員及び学生に対する安全教育を充実させ，
リスクマネジメント及び安全衛生に関する意識向上に取り組む。 Ⅳ 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他業務運営に関する目標 
  ③ 法令遵守等に関する目標 

 

中
期
目
標  

【34】社会への説明責任を果たすため，信頼性・透明性の高い，健全で適正な大学運営を行い，法令等の遵守を徹底する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗 
状況 

【67】 
 研究活動に係る不正行為防止体制の整備及び研究費等の不正使
用防止策に基づき，本学において研究に携わる者又は研究費を使用
する者に，研究者倫理及び研究活動に係る法令等に関する教育並び
に研究費等の不正使用の防止に関する教育等へ参加させるととも
に，研究費等を使用する者から毎年確認書の提出を義務付けるなど
の不正防止策を実行する。 
 

【67】 
 本学の研究活動に係る不正行為防止体制の整備及び研究費等の不正使用防止策に基づ
き，研究倫理教育及びコンプライアンス教育を実施する。また，研究費等を使用する者
から，規則等の遵守・懲戒処分等の対象・法的責任の存在を確認する確認書を徴取する。 

Ⅲ 

【68】 
業務の適法かつ適正な執行と社会的信頼を確保するために，引き

続き個人情報の取扱い等について研修等を通じ徹底した管理に取
り組んでいくとともに，学生及び教職員への法令遵守についての啓
発活動を定期的に実施する。 
 

【68】 
 特定個人情報を含む個人情報の適正な管理のため，内部監査及び学生，教職員への研
修等について，より効果的な方法等に見直した上で実施し，次年度に向けて検証を行う。 

Ⅲ 

【69】 
 平常時の脆弱性対策と災害時の事業継続性を考慮して主要事務
サーバのクラウド化を完了させるとともに，第２期中期目標期間に
改訂した情報セキュリティポリシー及び実施手順並びに本学で策
定したクラウドサービス利用ガイドラインに沿った情報セキュリ
ティの管理を実施する。 
 

【69】 
 前年度までに実施した主要事務サーバのクラウド化の評価等を基に，クラウド化未検
討の事務サーバについて，リスク評価・分析を行い，クラウド化の要否を検討する。ま
た，情報セキュリティポリシー及び実施手順並びにクラウドサービス利用ガイドライン
を踏まえて策定した情報セキュリティ強化対策『広島大学情報セキュリティ対策基本計
画』を実施するとともに，次年度以降に向けて当該計画を見直す。 

Ⅳ 
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（４） その他業務運営に関する特記事項等 

 
施設設備マネジメントに関する取組 

ⅰ）キャンパスマスタープランに基づく施設整備【計画番号 64】 
  キャンパスマスタープランのアクションプランに基づくスペース等の整備・安

全安心な教育研究環境の維持のため，（工学部）講義棟 B１・B４改修工事，（東
広島）中央図書館屋上防水改修工事，（東広島）西図書館照明器具等取替工等を
実施した。また，（附属翠）中・高校舎改修工事，（霞）動物実験棟空調機器補
修工事，（霞）基礎第２研究棟３階実習室改修工事，（理学部）研究棟エレベー
タ制御系改修工事等を実施することにより高度化・多様化する教育・研究活動に
対応できる施設の充実を図った。 

 
ⅱ）多様な財源を活用した整備手法による整備に関する事項【計画番号 64】 

広島県医療施設整備費補助金，広島県医師会の寄付金等により臨床第２研究棟
１階を改修し，死因究明教育研究センター（438 ㎡）の整備を行った。 

 
ⅲ）環境保全対策や積極的なエネルギーマネジメントの推進【計画番号 64】 

本学の東広島キャンパスの 200W 外灯を LED 外灯に更新（39 灯），空調機を最
新の省エネルギータイプに更新（43 台），西図書館等の既存蛍光灯を LED に更新
（269 個），教育学部 F 棟及び工学部管理棟の変圧器を省エネタイプのものに更
新した。これらの取組により平成 29 年度から約 113,242kWh の電力を削減した。
また，霞キャンパスの維持管理業務を含めた新しいタイプの管理一体型 ESCO 事
業の契約を行い，令和元年度の CO2 排出削減目標量を 3,361 トンと定めて設備機
器の改修工事を行った。 

 
ⅳ）施設の有効利用や維持管理【計画番号 65】 
①研究スペースの届け出制導入の取組 

教育・研究スペースにおいて教員使用面積のアンバランス改善や新たなニー
ズに対応するための全学スペース確保のため，今年度における東広島団地の教
員のスペース表を作成し各部局に報告した，今後も継続的に面積の届け出制を
実施することにより更なる面積の適正配分を図る。 

②施設使用実態調査 
総合科学部・総合科学研究科，国際協力研究科の施設について，使用実態調

査を実施し，問題点の報告と改善要求を行った。 
③全学スペースチャージ制の導入 

今後の施設設備の維持管理に必要な財源確保のために全学のスペースチャ
ージ制を本格導入し営繕経費の増収を図った。 

 ④全学共用スペースの拡充 
平成27年度末7,689㎡に対し平成30年度末で12,267㎡（平成27年度比1.59

倍）に拡充した。 
 
 

安全衛生管理体制の充実 
キャンパス内全面禁煙の推進【計画番号 66】 

  平成 30 年度の安全衛生目標に受動喫煙対策の徹底をあげて，平成 30 年８月１
日付けで安全衛生管理委員会の下に全面禁煙推進 WG を設置して検討した結果，
令和２年１月からキャンパス内全面禁煙に移行することを役員会で決定し，平成
31 年１月 25 日に「広島大学キャンパス全面禁煙宣言」及び実施までの間に取り
組むべきことを整理したロードマップを学内外に公表した。 

 
リスクマネジメント体制の充実 

構成員の安否確認【計画番号 66】 
安否確認システムを利用した安否確認を構成員（学生・教職員）に２回実施し，

２回目の訓練では，訓練メール発信後 24 時間以内の回答率が上がり構成員が安
否確認の重要性を理解し，レスポンスする行動の意識付けが図られた。 

また，７月６日未明に発生した豪雨に対しては，翌７日には安否確認システム
を利用した安否確認を構成員に行うことができ，人的・物的被害を受けた構成員
をいち早く確認し，大学としての支援策を検討することができた。 

豪雨災害による安否確認方法等を検証し，安否確認マニュアルを改訂，新たに
安否確認等手順書を作成し，構成員に周知するなどリスクマネジメントに対する
意識向上を図った。 

 
法令遵守（コンプライアンス）に関する取組 

ⅰ）研究活動に係る不正行為防止体制の整備の取組【計画番号 67】 
コンプライアンス教育を含めた研究倫理教育講習会を全学的な FD として実施

し，不正行為防止対策推進室主催の研究倫理教育講習会を各分野に応じて８月か
ら１月にかけて４回開催した。また，学生については，入学時及び卒業論文・学
位論文作成前に受講する研究倫理教育「標準プログラム」の受講を義務付け，倫
理規範意識の涵養を行った。平成 30 年度に開講した学部新入生の必須科目であ
る教養教育科目「大学教育入門」に研究倫理に関する章を設け，入学者に研究活
動を送るうえでの基礎的な研究倫理の授業をした。 

 
ⅱ）研究費等不正使用防止の取組【計画番号 67】 
 平成 30 年４月，10 月の２回開催した新採用教職員研修及び中国・四国地区国
立大学法人等財務会計事務研修（初級編）受講希望者を対象として平成 30 年 11
月に開催した会計基準勉強会で，「研究費等の適正な使用」に関する研修を実施
し，啓発を行った。 
 
ⅲ）個人情報保護に関する研修【計画番号 68】 

  教職員に対して，個人情報保護に関する研修（新採用教職員研修（４月・10 月，
計 189 人参加），個人情報保護研修（12 月（東広島地区）計 95 人参加，（霞地
区）計 81 人参加））を行い，アンケート結果を踏まえ，令和元年度の研修内容・
方法を検討した。 

  また，学生に対しては，QTA（クォリファイド・ティーチング・アシスタント）
資格取得研修会受講前に，個人情報保護に関してのビデオ講義を行った。 

― 56―



 

- 57 - 

 
ⅳ）個人情報・法人文書監査【計画番号 68】 

  各部局等における個人情報・法人文書状況を確認するため，監査（１月～２月，
対象：19 の部局等）を監査室と関係組織が連携して実施した。個人情報の管理及
び法人文書の保管等において改善を要する部署に対して，速やかに指導を行い，
改善を図った。 

 
情報セキュリティの向上の取組 

ⅰ）情報セキュリティに係る規則の運用状況【計画番号 69】 
・情報セキュリティ体制強化の取組 

① 「全学共通の情報セキュリティに関する危機管理マニュアル」を改訂し，
発生から収束までの手順を明確化した「情報セキュリティインシデント等に
対する対応手順」（フロー図）を追加した（平成 31 年３月）。 
 改訂に先立ち，日々の情報セキュリティトラブルへの対応に活用し，検証
を行うことで，平準化した手順によって対応できることを確認した。 

② 「広島大学情報セキュリティ対策基本計画 2019～2021 年度版」を策定し
（平成 31 年３月），全体方針において，「情報セキュリティインシデント
発生時の迅速な対応」と「対応等にかかる経費の確保」の必要性を強調した。 
 また，計画の個別取組の方針・重点における，情報機器の管理状況の把握
及び必要な措置として，学外のグローバルＩＰアドレスを利用する情報機器
及びサービスについて，「広島大学クラウドサービス利用ガイドライン」の
チェックリストに基づき把握することとし，クラウドサービスへの対応を明
確にした。 

・情報セキュリティの自己点検・評価，内部監査及び外部監査の実施 
① 情報セキュリティの自己点検・評価を実施した〔実施人数，実施率： 16,103

人，95.4%（平成 30 年度）〕。 
② 病院情報システムの内部監査を実施した（平成 30 年 12 月）。内部監査の

実施により，規則等に基づく適切な運用が継続的に維持されていることを確
認した。 

③ 財務会計システムの内部監査を実施した（平成 30 年 12 月）。内部監査の
実施により，規則等に基づく適切な運用が継続的に維持されていることを確
認した。 

④ 情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）認証（ISO/IEC 27001，
ISO/IEC27017：サービスカスタマ）に基づく内部監査を実施した。内部監査
により ，組織内のマネジメント が大幅に改善されていることを確認した。
株式会社日本環境認証機構（JACO）の更新審査においても，ISMS の運用が有
効かつ継続的に実施されていると評価され ，サーベイランス審査に合格し
た（平成 31 年３月）。 

 
ⅱ）情報セキュリティの向上【計画番号 69】 
・重要な情報の適切な管理 

① Office365 の「セーフリンク機能」(メールに書かれた URL にアクセスした
際，危険性を自動的に判別し警告を出す機能)を，教職員及び学生の全アカ

ウントに対し適用した（平成 30 年 10 月）。適用後の状況としては，１日平
均約 50 個のリンクをブロックし，利用者を標的型メール攻撃などの脅威か
ら保護することができた。 

② ネットワーク接続機器の脆弱性診断（セキュリティ調査）の対象をクラウ
ドサービスまで拡大した。 

③ 基幹業務システムのうち唯一クラウド環境へ移行していない教務システ
ムの移行方針について，情報化戦略委員会の下に設置した教育支援情報シス
テムのあり方検討部会で検討した結果，クラウド環境への移行を行う方針を
決定した。 

 
ⅲ）情報セキュリティインシデント対応【計画番号 69】 
・教育と訓練の実施（未然防止の取組事例） 

① 平成 23 年度から実施している一連の情報セキュリティ・コンプライアン
ス教育を，全構成員に対し，継続して実施した結果，深刻な情報セキュリテ
ィインシデントの発生を抑えることができた。 
【フレッシュマン講習（座学）】：（新入生のみ）〔受講者数，受講率：3,463
人，93.7%（平成 30 年度）〕 
【フレッシュマン講習（オンライン講座）】：（新入生のみ）〔受講者数，
受講率：4,915 人，96.2%（平成 30 年度）〕 
【フォローアップ講習】：〔受講者数，受講率：16,106 人，85.7%（平成 30
年度）〕 
 教職員に対しては，さらに，情報セキュリティに関する意識の向上及び知
識の習得を目的とした情報セキュリティ研修を計 10 回実施した〔受講者数：
736 人（平成 29 年度）→740 人（平成 30 年度）〕。 

② 情報セキュリティインシデント対応訓練を，対象者を昨年度より大幅に拡
大して実施した結果，深刻な情報セキュリティインシデントの発生を抑える
ことができた〔対象者数：全常勤教職員 3,496 人（平成 29 年度）→役員及
び教職員（非常勤職員，休職の者を除く）及び学生（非正規生，休学，留学
の者を除く）20,184 人（平成 30 年度）〕。 
 一般的な訓練は，怪しいメールを送付して開封状況を調査する（0%を目指
す）ものが多いが，本学では，情報セキュリティインシデント発生時に利用
者自身が速やかに適切な対応を行動できるよう，初期対応の徹底に重点を置
いており，実施率 100%を目指し今後も継続して実施する。 
【事前教育】：（教職員）〔実施者数，実施率：1,986 人,56.8%（平成 29
年度）→2,852 人，52.3%（平成 30 年度）〕／（学生）〔実施者数，実施率：
2,656 人,18.0%（平成 30 年度）〕 
【対応訓練】：（教職員）〔実施者数，実施率：1,919 人，54.9%（平成 29
年度）→4,109 人,75.3%（平成 30 年度）〕※実施率は，昨年度対象者による
比較では 22.2 ポイント増／（学生）〔実施者数，実施率：5,858 人，39.8%
（平成 30 年度）〕 

③ 本学初の取組として，学部入学予定者に対して入学後に必要な種々の情報
を提供し，その閲覧状況や理解度を把握することを目的に，入学前情報提
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供・確認サイトを構築し，必携 PC に関する情報，情報セキュリティ・コン
プライアンス教育資料を提供した。入学予定者の 58.4%が情報を閲覧した。 

・迅速な対応手順の構築（被害最小化の取組事例） 
① 本学は，国立情報学研究所のセキュリティ運用連携サービス（NII-SOCS）

に参加している。NII-SOCS から，不正通信の疑いの連絡があった時には，
通信事業者と連携し，通知を受信してから１時間以内に通信を制限するよう
取り組んでいる（平成 29 年度開始）。平成 30 年度は 178 件の通知があり，
その全てに対応した結果，深刻な情報セキュリティインシデントの発生を抑
えることができた。 
 また，これまでの IP アドレスによるネットワークのゾーン単位の通信制
限に加え，平成 31 年 3 月から，MAC アドレスによる機器単位の通信制限を開
始した結果，教育，研究活動への影響を最小限に抑えながら，情報セキュリ
ティの維持を両立することができるようになった。 

② 本学の CSIRT（Computer Security Incident Response Team：シーサート）
要員に対し，不正通信の通知を受信した時や情報セキュリティインシデント
発生時の対応手順を確認する教育訓練を実施した〔受講率： 92.8%（平成 30
年度）〕。被害最小化の取組として，来年度も継続して実施する。 

 
平成 30 年７月豪雨災害に対する取組 
 ⅰ）学長を中心とした支援，復興体制の確立【計画番号なし】 

７月６日未明に発生した豪雨に対して，翌７日に学長を本部長とする「災害対
策本部」を設置し，構成員の安否確認，授業再開に向けた取組及び留学生を含む
被災者への支援等について決定，実行した。災害対策本部会議は，７月から 10
月まで計７回開催し，被害状況や本学の対応等を共有し，その対応状況を公式ウ
ェブサイトで発信した。また，８日には学長メッセージを構成員に発信するとと
もに，大学間協定校へ学長レターの送付，在学生（留学生を除く約 14,000 人）
の保護者宛てに「保護者・ご家族の皆様へ」とする学長メッセージを送付した。 

 
 ⅱ）授業再開への取組【計画番号なし】 

本学の被害状況及び公共交通機関の再開状況を踏まえ，学年暦を変更するとと
もに，通学・通勤困難な構成員に対しては，主要駅等から借上バスを手配するな
ど交通手段を確保した。特に，通学困難な学生には学生宿舎の緊急募集を行い，
申込相談 27 人（男子９人，女子 18 人）， 池の上学生宿舎（男子用 54 戸中）に
６人が入居，ベッド等付生協物件に ６人が入居した。 

 
 ⅲ）留学生等への対応【計画番号なし】 

７月９日に留学生等約 150 人に非常食 120 食分及びハラル対応もみじ饅頭等
770 個を無料配布するとともに，広大公式ウェブサイトの日・英・中３か国語に
より迅速に情報発信を行った。留学生からは，「サポートを提供することは留学
生にとってはとても良いと思います。サポートを提供して頂いてとても感謝して
おります。」，「中国語で被災情報を提供してくれるのは安心します。」など，
大学の対応に満足しているという多数のコメントが寄せられた。 

 

 ⅳ）学生ボランティア【計画番号なし】 
学生ボランティア団体「オペレーションつながり（東広島）」及び「COCO（霞）」

を窓口として，延べ 1,300 人を超える学生がボランティア活動に参加した。大学
としては，バス等 40 台を借り上げ，ボランティア活動を支援した。また，ボラ
ンティア活動の支援について学生アンケートを行い，活動報告書にまとめた。 

豪雨災害直後の７月７日の朝，SNS で国道での車の立ち往生を知った本学学生
15 人が菓子や飲み物などを購入して，運転手に配布し現地で交通整理を行った。
この取組は，７月 10 日付けの中国新聞で取り上げられた。 

 
ⅴ）医療支援【計画番号なし】 

病院では，７月６日災害発生後，病院の「災害対策本部」を設置し，７月８日
まで 18 件の患者の受け入れを行った。 

また，DMAT（災害派遣医療チーム），広島県医療救護班調整本部コーディネー
ター，JMAT（日本医師会災害医療チーム），感染対策チーム，災害支援ナース，
DPAT（災害派遣精神医療チーム），JRAT（大規模災害リハビリテーション支援チ
ーム），口腔ケアチーム等として延べ 260 人，97 日間派遣した。 

 
ⅵ）調査研究【計画番号なし】 

  ①広島大学平成 30 年７月豪雨災害調査団の設置（7 月 11 日） 
記録的豪雨による被災状況の調査・分析と復興まちづくりの提言等を行い，

自治体の災害対応や地域の復興促進へ貢献することを目的として，学内の防
災研究分野の専門家を結集し，学長を団長とする調査団を設置し，土石流・
斜面災害，水文気象・洪水・氾濫，生活インフラ被害，公衆衛生・医療の４
つの班で調査を開始した。 

また，自治体（広島県，広島市，東広島市）と，連携について意見交換を
行った。 

さらに，東広島市長に，「平成 30 年７月豪雨災害に伴う東広島市交通行
政（新幹線東広島駅の混雑・混乱解消）への提案」を行うとともに，調査の
経過説明や今後の課題等に関する報告会を２回開催するなど自治体の災害
対応や地域の復興促進へ貢献した。 

②広島大学防災・減災研究センターの設置（９月 20 日） 
従来の防災学・減災学では対応できない豪雨災害の調査研究に取り組むた

め，新たな学際的研究集団組織として，「広島大学防災・減災研究センター
（HRRC）」を設置した。相乗型豪雨災害を中心テーマとした世界レベルの研
究拠点を構築し，また国内外の有力研究機関とネットワークを形成して，災
害科学に関する最先端の学際研究を展開している。 

    11 月 14 日に防災・減災研究センター連携自治体会議を開催し，広島県と
県内 23 市町に加えて，岡山県笠岡市，山口県岩国市，和木町から危機管理
部門の担当者等 40 人が意見交換などを行なった。 

また，平成 31 年１月 10 日に広島大学と国土交通省中国地方整備局は，平
成 30 年 7 月豪雨災害を踏まえて，防災・減災に関する新たな取組として，
防災・減災対策に関する覚書を締結した。それにより，防災・減災研究セン
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ターと中国地方整備局の研究連携をさらに深めるとともに，地域への研究成
果の還元を促進する環境を整えた。 

 
ⅶ）講演・普及活動【計画番号なし】 

・平成 30 年９月 10 日 日本学術会議「西日本豪雨災害の緊急報告会」 
・平成 30 年９月 15 日 未来博士３分間コンペティション 2018 特別セッショ

ン『西日本豪雨災害からの教訓』 
・平成 30 年 10 月 10 日 第 14 回 GIS コミュニティフォーラム in 関西 
・平成 30 年 10 月 27 日 平成 30 年度 日本都市計画学会中国・四国支部 学術

講演会 
・平成 30 年 11 月１日 建設技術フォーラム 2018 in 広島 
・平成 30 年 11 月９日 公益社団法人広島県不動産鑑定士協会講演会 
・平成 30 年 11 月 12 日 中国地方防災研究会講演会 
・平成 31 年２月 16 日 放送大学公開講演会 
・平成 31 年２月 24 日 第 36 回広島県医学検査学会「市民公開講座」 
・平成 31 年３月 13 日 広島大学防災・減災研究センター主催公開講座「平成

30 年７月豪雨災害の現場から～相乗型豪雨災害の研究最前線～」 
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  ※ 財務諸表及び決算報告書を参照。    

 

Ⅲ 短期借入金の限度額  

 

中期計画別紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

１ 短期借入金の限度額 

  ６，２２２，０７４千円 
２ 想定される理由 

  運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等
により緊急に必要となる対策費として借り入れ

することが想定されるため。 

１ 短期借入金の限度額 

６，２２２，０７４千円 
２ 想定される理由 

  運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等
により緊急に必要となる対策費として借り入れ

することが想定されるため。 

該当なし。 
 

 

Ⅳ 重要財産を譲渡し，又は担保に供する計画  

 

中期計画別紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

１ 重要な財産を譲渡する計画 

（１）天水山団地の土地の一部（広島県広島市東
区牛田新町４丁目２２６番１０１ １１７．

６３㎡）を譲渡する。 
（２）廿日市団地の土地（広島県廿日市市地御前

５丁目２５８５番９ ３３２．７３㎡）を譲
渡する。 

（３）春日団地の土地の一部（広島県福山市春日
町５丁目３１５番１ ２１６．００㎡）を譲

渡する。 
２ 重要な財産を担保に供する計画 

附属病院の施設・設備の整備に必要となる経
費の長期借入に伴い，本学の土地及び建物を担

保に供する。 

該当なし。 該当なし。 

 

 

Ⅱ 予算（人件費の見積もりを含む。），収支計画及び資金計画  
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Ⅴ 剰余金の使途  

 

中期計画別紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

毎事業年度の決算において剰余金が発生した場
合は，文部科学大臣の承認を受けて，教育研究の

質の向上及び組織運営の改善に充てる。 

決算において剰余金が発生した場合は，文部科
学大臣の承認を受けて，教育研究の質の向上及び

組織運営の改善に充てる。 

決算において剰余金が発生した場合は，文部科学大臣の承認を
受けて，教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てることと

し，平成 28 年度に発生した剰余金（1,053,406,030 円）について
は，平成 30 年度に若手研究者採用加速事業として 44,586,237 円

を取り崩した。 
なお，平成 29 年度に発生した剰余金（1,579,025,689 円）につ

いては，令和元年度以降に若手研究者採用加速事業，教育研究環
境整備事業及び診療環境整備事業として，取り崩す予定である。 
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Ⅵ そ の 他   １ 施設・設備に関する計画 

 

中期計画別紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

 
施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 
・(東広島)ライフ

ライン再生(電

気設備等) 

 

・(霞)ライフライ

ン再生(防災設

備) 

 

・(医病)基幹・環

境整備(防災設

備更新) 

 

・小規模改修 

 

総額   

923 

 

 

 

 

 

 
 

施設整備費補助金    （191） 
 

 

 

 

 

 

 

長期借入金        （72） 
 

 

 

（独）大学改革支援･学位授与 

機構施設費交付金    （660） 
 

 

（注１）施設・設備の内容，金額については見込みであり，中期目

標を達成するために必要な業務の実施状況等を勘案した施設・設

備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加され

ることもある。 

（注２）小規模改修について平成 28 年度以降は平成 27 年度同額と

して試算している。 

なお，各事業年度の施設整備費補助金，（独）大学改革支援・

学位授与機構施設費交付金，長期借入金については，事業の進展

等により所要額の変動が予想されるため，具体的な額については，

各事業年度の予算編成過程等において決定される。 

 
施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 
・（霞）総合研究

棟改修（歯学

系） 

 

・（東広島）総合

研究棟改修（工

学系） 

 

・（翠（附中高））

校舎改修 

 

・小規模改修 

総額 

876 

 

 

 

 

 

 

 
 

施設整備費補助金   （804） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（独）大学改革支援･学位授与 

機構施設費交付金   （72） 

 
 
注）金額については見込みであり，上記のほか，業務の実施状況等

を勘案した施設・設備の整備や，老朽度合い等を勘案した施設・

設備の改修等が追加されることもある。 

 
施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 
・（霞）総合研究

棟改修（歯学系） 

 

・（東広島）総合

研究棟改修（工

学系） 

 

・（翠（附中高））

校舎改修） 

 

・（東広島）災害

復旧事業 

 

・（東広島（附幼））

ライフライン再

生（空調設備） 

 

・（西条三永他）

基幹・環境整備

（ブロック塀対

策） 

 

・小規模改修 

 

総額  

871 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設整備費補助金  （799） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（独）大学改革支援･学位授与 

機構施設費交付金   （72） 
 

 
 

 

○ 計画の実施状況等 

・（霞）総合研究棟改修（歯学系）については，入札の結果，計画額と実績額に 58,609 千円の 

 差額が生じた。 

・（東広島）総合研究棟改修（工学系）については，令和元年度に繰り越すこととなったため， 

計画額と実績額に 22,767 千円の差額が生じた。 

・（翠（附中高））校舎改修については，附帯事務費が不用となり，計画額と実績額に 56 千円 

 の差額が生じた。 

 

 

 

・（東広島）災害復旧事業については，年度計画時点では見込んでいなかったが，平成 30 年度 

 補正予算として 746,325 千円の交付があり，令和元年度に 669,710 千円を繰り越しした。 

・（東広島（附幼））ライフライン再生（空調設備）については，年度計画時点では見込んでいなか

ったが，平成 30 年度当初予算として 19,980 千円の交付があり，令和元年度に全額を繰り越しした。 

・（西条三永他）基幹・環境整備（ブロック塀対策）については，年度計画時点では見込んでいなか

ったが，平成 30 年度補正予算として 37,800 千円の交付があり，令和元年度に全額を繰り越しした。 

・小規模改修については，計画どおり，事業が完了した。
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Ⅵ そ の 他   ２ 人事に関する計画 

 

中期計画別紙 中期計画別紙に基づく年度計画 実 績 

 
（１）戦略的な学内資源配分 

学長のリーダーシップの下，教育研究力強化に向け
て，教員の人件費管理を部局等単位から全学一元管理
とし，本学の教育や研究面でのパフォーマンスをモニ
ターする独自の目標達成型重要業績指標（AKPI®）等を
参考に，戦略的な人員配置を行う。 

 
（２）多様で優れた人材の獲得 

① 教育研究力強化のために，国内外の優れた人材の
確保に向けて，年俸制や混合給与など人事・給与シ
ステムの弾力化を推進するとともに，外国籍又は海
外での教育研究歴等を持つ教員，若手教員（40 歳未
満）を増加させる。 

 
 

 
② 職員人材育成計画に基づいた採用，異動，昇任，

研修等の実施により，外国籍又は海外での職務経験
等を持つ職員を増加させるなど，教育研究活動の支
援強化に向け，職員の人材養成を行う。 

 
 
（３）男女共同参画の実現 

① 広島大学男女共同参画宣言の基本方針に基づき，
教職員のワーク・ライフ・バランスを推進し，平成
３１年度に次世代育成支援対策推進法に基づく「一
般事業主行動計画」（第３期）の適合認定を受ける。 

 
 

② 大学運営における意思決定の場への女性教職員
の参画推進のため，女性教員及び女性管理職の割合
を増加させる。 

 
 

 
（１）戦略的な学内資源配分 

学長の下で，本学の教育や研究面でのパフォー
マンスをモニターする独自の目標達成型重要業績
指標（AKPI®），教員エフォート指標（BKPI®）等を
参考に，戦略的な人員配置を実施する。 

 
 
（２）多様で優れた人材の獲得 
  ① 教育研究力強化のために，国内外の優れた人

材の確保に向けて，年俸制や混合給与など人
事・給与システムの弾力化を推進するとともに，
教員措置方針に基づく計画的な人員措置等によ
り，年俸制適用教員，外国籍又は海外での教育
研究歴等を持つ教員，若手教員（40 歳未満）を
増加させる。 

 
  ② 職員人材育成計画に基づいた採用，異動，昇

任，研修の実施により，職員の人材養成を行う
とともに，同計画の一環として，外国籍の職員
の採用や海外派遣研修を実施し，外国籍又は海
外での職務経験等を持つ職員を増加させる。 

 
（３）男女共同参画の実現 
  ① 平成 26 年度から平成 31 年度までの「一般事

業主行動計画」（第３期）を踏まえ，仕事と家
庭が両立できる制度の周知及びセミナー等を実
施するとともに，同制度の活用状況の検証結果
に基づき，同制度を活用しやすい環境を整える。 

 
② 大学運営における意思決定の場への女性教職

員の参画推進のため，教員措置方針に基づく人
員措置により女性教員の割合を増加させるとと
もに，女性管理職の割合も増加させる。 

 
「３.戦略性が高く，意欲的な目標・計画の状況」
P.35 を参照。 
 
 
 
 
 
「３.戦略性が高く，意欲的な目標・計画の状況」
P.33，35，36 を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
「３.戦略性が高く，意欲的な目標・計画の状況」
P.33 を参照。 
「（１） 業務運営の改善及び効率化に関する特記
事項等」P.42 を参照。 
 
 
「（１） 業務運営の改善及び効率化に関する特記
事項等」P.42，43 を参照。 
 
 
 
 
 
「３.戦略性が高く，意欲的な目標・計画の状況」
P.36，37 を参照。 
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学部の学科，研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

【学士課程】 (a) (b) (b)/(a)×100
(人) (人)  (％)

薬学部　薬学科 228 235 103.0
【学士課程】 (a) (b) (b)/(a)×100 　　　　薬科学科 88 101 114.7

(人) (人)  (％) 　　　　　　計 316 336 106.3
総合科学部　総合科学科 510 567 111.1
　　　　　　国際共創学科 40 44 110.0 工学部　第一類(機械・輸送・材料・ｴﾈﾙｷﾞｰ系) 150 155 103.3
　　　　　　計 550 611 111.0 　　　　第二類(電気電子・ｼｽﾃﾑ情報系) 90 93 103.3

　　　　第三類(応用化学・生物工学・化学工学系) 115 116 100.8
文学部　人文学科 570 642 112.6 　　　　第四類(建設・環境系) 90 95 105.5

        第一類(機械システム工学科) 315 360 114.2
教育学部　第一類(学校教育系) 657 682 103.8 　　　　第二類(電気･電子･ｼｽﾃﾑ･情報系) 405 454 112.0
　　　　　第二類(科学文化教育系) 346 366 105.7 　　　　第三類(化学･ﾊﾞｲｵ･ﾌﾟﾛｾｽ系) 345 376 108.9
　　　　　第三類(言語文化教育系) 325 349 107.3 　　　　第四類(建設・環境系) 405 434 107.1
　　　　　第四類(生涯活動教育系) 345 375 108.6 　　　　学部共通３年次編入学 20 37 185.0
　　　　　第五類(人間形成基礎系) 217 235 108.2 　　　　　　計 1,935 2,120 109.5
　　　　　　計 1,890 2,007 106.1

生物生産学部　生物生産学科 380 445 117.1
法学部　法学科　昼間コース 580 624 107.5
　　　　　　　　夜間主コース 170 190 111.7 情報科学部 80 85 106.2
　　　　　　計 750 814 108.5

経済学部　経済学科　昼間コース 615 675 109.7
　　　　　　　　　　夜間主コース 240 272 113.3 【修士課程】
　　　　　　計 855 947 110.7

総合科学研究科　総合科学専攻 120 136 113.3
理学部　数学科 188 213 113.2
　　　　物理学科 264 302 114.3 文学研究科　人文学専攻 128 161 125.7
　　　　化学科 236 275 116.5
　　　　生物科学科 136 146 107.3 教育学研究科　学習開発学専攻 40 59 147.5
　　　　地球惑星システム学科 96 107 111.4               教科教育学専攻 160 192 120.0
　　　　学部共通３年次編入学 20 7 35.0               日本語教育学専攻 28 38 135.7
　　　　　　計 940 1,050 111.7               教育学専攻 28 34 121.4

              心理学専攻 38 44 115.7
医学部　医学科 720 743 103.1               高等教育学専攻 10 9 90.0
　　　　保健学科 480 507 105.6 　　　　　　　生涯活動教育学専攻 1
　　　　　　計 1,200 1,250 104.1 　　　　　　　高等教育開発専攻 1

　           計 304 378 124.3
歯学部　歯学科 318 332 104.4
　　　　口腔健康科学科 160 171 106.8 社会科学研究科　法政システム専攻 48 80 166.6
　　　　　　計 478 503 105.2                 社会経済システム専攻 56 64 114.2

                マネジメント専攻 56 45 80.3
　           計 160 189 118.1

学部の学科，研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

学士課程　計 10,810 108.79,944

○ 別表１（学部の学科，研究科の専攻等の定員未充足の状況について）

(注2)

(注2)

(注1)

(注1)

(注1)

(注1)
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(a) (b) (b)/(a)×100 【博士課程】 (a) (b) (b)/(a)×100
(人) (人)  (％) (人) (人)  (％)

理学研究科　数学専攻 44 34 77.2 総合科学研究科　総合科学専攻 60 84 140.0
            物理科学専攻 60 72 120.0
            化学専攻 46 87 189.1 文学研究科　人文学専攻 96 110 114.5
            生物科学専攻 48 42 87.5
            地球惑星システム学専攻 20 25 125.0 教育学研究科　教育学習科学専攻 147 191 129.9
            数理分子生命理学専攻 46 50 108.6 　　　　　　　学習開発専攻 11
            計 264 310 117.4 　　　　　　　文化教育開発専攻 46

　　　　　　　教育人間科学専攻 32
先端物質科学研究科　量子物質科学専攻 50 61 122.0 　　　　　　計 147 280 190.4
                    分子生命機能科学専攻 48 77 160.4
                    半導体集積科学専攻 30 33 110.0 社会科学研究科　法政システム専攻 15 16 106.6
　          計 128 171 133.5 　　　　　　　　社会経済システム専攻 24 10 41.6

　　　　　　　　マネジメント専攻 42 43 102.3
医歯薬保健学研究科　口腔健康科学専攻 24 33 137.5 　　　　　　計 81 69 85.1
                    薬科学専攻 36 33 91.6
                    保健学専攻 68 80 117.6 理学研究科　数学専攻 33 17 51.5
                    医歯科学専攻 24 23 95.8 　　　　　　物理科学専攻 39 32 82.0
            計 152 169 111.1 　　　　　　化学専攻 33 27 81.8

　　　　　　生物科学専攻 36 8 22.2
工学研究科　機械システム工学専攻 56 75 133.9 　　　　　　地球惑星システム学専攻 15 7 46.6
            機械物理工学専攻 60 115 191.6 　　　　　　数理分子生命理学専攻 33 19 57.5
            ｼｽﾃﾑｻｲﾊﾞﾈﾃｨｸｽ専攻 68 109 160.2 　　　　　　計 189 110 58.2
            情報工学専攻 74 107 144.5
            化学工学専攻 48 64 133.3 先端物質科学研究科　量子物質科学専攻 36 11 30.5
            応用化学専攻 52 77 148.0 　　　　　　　　　　分子生命機能科学専攻 33 13 39.3
            社会基盤環境工学専攻 40 68 170.0 　　　　　　　　　　半導体集積科学専攻 21 8 38.0
            輸送・環境システム専攻 40 55 137.5 　　　　　　計 90 32 35.5
            建築学専攻 42 58 138.0
            計 480 728 151.6 保健学研究科　保健学専攻 11

生物圏科学研究科　生物資源科学専攻 60 57 95.0 医歯薬保健学研究科　医歯薬学専攻 388 535 137.8
                  生物機能開発学専攻 48 86 179.1 　　　　　　　　　　口腔健康科学専攻 12 8 66.6
                  環境循環系制御学専攻 38 26 68.4 　　　　　　　　　　薬科学専攻 9 16 177.7
            計 146 169 115.7 　　　　　　　　　　保健学専攻 45 125 277.7

　　　　　　計 454 684 150.6
国際協力研究科　開発科学専攻 86 135 156.9
                教育文化専攻 56 100 178.5 工学研究科　機械システム工学専攻 27 24 88.8
            計 142 235 165.4 　　　　　　機械物理工学専攻 30 30 100.0

　　　　　　ｼｽﾃﾑｻｲﾊﾞﾈﾃｨｸｽ専攻 33 42 127.2
            情報工学専攻 39 26 66.6
　　　　　　化学工学専攻 24 25 104.1

学部の学科，研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 学部の学科，研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

修士課程　計 2,024 2,646 130.7

(注2)

(注2)

(注2)

(注2)
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(a) (b) (b)/(a)×100 【附属学校】 (a) (b) (b)/(a)×100
(人) (人)  (％) (人) (人)  (％)

工学研究科　応用化学専攻 27 13 48.1 附属小学校　　　　　　　　学級数12 384 377 98.1
　　　　　　社会基盤環境工学専攻 21 31 147.6 附属東雲小学校　　　　　　学級数18 456 429 94.0
　　　　　　輸送・環境システム専攻 21 19 90.4 附属三原小学校　　　　　　学級数12 384 374 97.3
　　　　　　建築学専攻 21 17 80.9 附属中学校　　　　　　　　学級数 9 360 368 102.2
　　　　　　計 243 227 93.4 附属東雲中学校　　　　　　学級数 9 264 254 96.2

附属三原中学校　　　　　　学級数 6 240 236 98.3
生物圏科学研究科　生物資源科学専攻 36 40 111.1 附属福山中学校　　　　　　学級数 9 360 366 101.6
　　　　　　　　　生物機能開発学専攻 36 26 72.2 附属高等学校　　　　　　　学級数15 600 606 101.0
　　　　　　　　　環境循環系制御学専攻 27 17 62.9 附属福山高等学校　　　　　学級数15 600 601 100.1
　　　　　　計 99 83 83.8 附属幼稚園　　　　　　　　学級数 3 80 76 95.0

附属三原幼稚園　　　　　　学級数 3 80 77 96.2
医歯薬学総合研究科　創生医科学専攻 24
　　　　　　　　　　展開医科学専攻 11
　　　　　　　　　　口腔健康科学専攻 2
　　　　　　計 37

国際協力研究科　開発科学専攻 66 60 90.9
　　　　　　　　教育文化専攻 42 49 116.6
　　　　　　計 108 109 100.9

【専門職学位課程】 ○　計画の実施状況等
 (１)収容定員に関する計画の実施状況（５月１日現在）

教育学研究科　教職開発専攻 40 39 97.5 　　　　学士課程全体では定員充足率が108.7％であり，概ね適正である。
　　　　修士課程全体では定員充足率が130.7％であり，概ね適正である。

法務研究科　法務専攻 60 38 63.3 　　　　博士課程全体では定員充足率が117.1％であり，概ね適正である。
　　　　専門職学位課程では定員充足率が77％であり，定員を下回っている。
　　　　専攻科では定員充足率が50％であり，定員を下回っている。

【専攻科】  (２)定員充足率が90％未満の主な理由
【専門職学位課程】

特別支援教育特別専攻科 30 15 50.0   法務研究科　法務専攻

学部の学科，研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率 学部の学科，研究科の専攻等名 収容定員 収容数 定員充足率

附属学校　計 3,808 3,764 98.8

(注1) 工学部の第一類(機械システム工学科)，第二類(電気･電子･システム･情報系)，第
三類(化学･バイオ・プロセス系)，第四類(建設・環境系)は，平成30年度に第一類(機械・
輸送・材料・エネルギー系)，第二類(電気電子・システム情報系)，第三類(応用化学・生
物工学・化学工学系)，第四類(建設・環境系)に改組し，募集停止している。

博士課程　計 1,567 1,836 117.1
(注2) 収容定員を記載していない専攻等は，改組等により募集を停止している。

専門職学位課程　計 100 77 77

（対応）平成30年度司法試験合格率が大きく改善したことを背景に，神戸大学法科大学
院との教育連携による教育の質の向上や学修継続のための奨学金制度の新設等につき，

専攻科　計 30 15 50

（理由）①本研究科の平成29年度司法試験合格率が振るわなかったことにより，他大学
出身者の入学数が少数であったこと，②中四国エリアにおける法曹志望者数が各大学で
底に近い状態にまで落ち込んでおり，特に法学未修者（３年）コース進学希望者数がさ
らに適性試験受験という要件によるボトルネックで押さえられてしまっていることなど
が考えられる。

(注2)

(注2)

(注2)
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【専攻科】
　特別支援教育特別専攻科

神戸大学との共同入試説明会等を複数回実施し，その周知徹底をより多くの進学希望者
に対して十分に展開することができた結果として，入学志願者及び受験者の双方が増加
した（平成29年度に実施した入試：志願者数41名，受験者数36名→平成30年度に実施し
た入試：志願者数60名，受験者数54名）。
　以下，具体的な対応策は次のとおり。
　①司法試験合格率の改善及び教育改革による教育の質の向上は，神戸大学法科大学院
による支援の下，使える知識の定着を目指す統合型教育プログラム，少人数教育の利を
活かした個別的コーチング学修指導及び若手弁護士による学修フォローゼミの３年間継
続実施を三位一体として展開し，さらに地方の法科大学院が陥りやすい内向き思考を打
破する神戸大学法科大学院での学修状況（雰囲気）を持ちこむことで，より実効性の高
い教育が提供されていることを説明会等への参加者に説得的に訴えることができた。
　②学修継続のための奨学金制度の新設は，平成29年度入学者，特に他大学出身者に
とって入学時における経済的負担を軽減させる効果を有し，実際に平成30年度法科大学
院認証評価における訪問調査での在学生ヒアリングでも本制度への感謝の声が寄せられ
たことから，特に評価すべき事項として挙げられており，実際に説明会等でも本研究科
受験の強い動機付けとなっていた。
　③神戸大学との入試説明会等を複数回さまざまな大学や地域で実施することで，従前
本研究科だけの説明会では集まらなかった参加者層にも本研究科の情報を提供すること
ができ，受験に至る例が出た。

（理由）①各自治体の財政状況等の理由により，教育委員会からの現職派遣者数が減少
していること，②近年，どの自治体も教員採用者数が増加していること，さらに，大量
退職を見越して，臨時的任用者数が多い状況が続いていることから，新卒者が教職に就
く機会が増加していること，③本学特別専攻科の存在アピールが不十分であり，特別支
援学校免許状取得を目指す者に十分特別専攻科の情報が届いていないこと，④私立大学
での特別支援学校教諭免許状（知的障害，肢体不自由，病弱）取得が可能になってきて
いることが考えられる。特別専攻科を保有する全国の国立大学においても本学同様に定
員充足に課題を抱えているのが現状である。
　一方で，特別支援教育の対象となる児童生徒数の増加，特別支援学級の急増と特別支
援学級担任者の特別支援学校教諭免許状保有率の向上への要請，平成30年度からの高等
学校への通級制度導入，令和２年までの特別支援学校教員の特別支援学校教諭免許状保
有率100%の達成など，特別支援教育のニーズが高まる中，定員には満たないが，志願者
数は漸増の傾向が窺える。

（対応）特別支援教育学講座では引き続き，広島県教育委員会・広島市教育委員会をは
じめとして，県内の市町教育委員会，さらには西日本の各自治体の教育委員会に対し，
現職教員の派遣をしてもらえるよう継続的に働きかけを行う。また，広報活動として，
ウェブサイトのリニューアル，紹介・募集用チラシの作成・掲示，チラシの学内外への
配布を行う。加えて，県内の特別支援学校の協力を得て，介護等体験に参加する学生に
チラシを配布する。その成果として，近年，他専攻の学生や他大学の学生が，特別支援
教育の専門性を身に付けることを希望して，進学してくるようになってきている。平成
30年度修了生については，15名の修了生のうち，14名（うち2名は現職教員）が特別支
援学校，小中学校（特別支援学級担当が中心）へ採用されており，今後も特別支援教育

の領域への採用率は高いものと推測される。
　今後も，１年間で特別支援学校教諭一種免許状が取得できる本専攻科の周知を図るこ
とにより，状況の改善が期待できると考える。①平成30年度は，現職教員の派遣を増や
してもらうよう，県教育委員会をはじめ，市町教育委員会に対して，特別専攻科の紹介
と派遣依頼を講座教員が機会があるごとに行った。その結果，今年度も，県・市教育委
員会派遣の現職教員の受験があり，今後も特別支援教育の教員の受験があり，今後も同
様の紹介と依頼を行うことで，現職教員の派遣が期待できる。②Ａ４判のリーフレット
を作成し，西日本の教員養成コースを持つ主要な大学への送付を行うとともに，介護等
体験を行っている県下の全ての特別支援学校に対して，他大学からの受講生も含めて，
全ての受講生にチラシ配布の依頼を行った。その結果，このチラシを見て応募する受験
生が見られており，有効性が確認されたため，次年度も継続してチラシの作成と配付を
行っていく予定である。③これまで入学してきた特別専攻科の学生の中には，ウェブサ
イトを検索して情報を得ている場合と，他大学出身の先輩から情報を得ている場合とが
見られる。今後も，ウェブサイトの内容改善と，入学生からの人的なPRを図ることを行
う。④本学出身の入学者も増えており，引き続き，廊下や掲示板だけでなく，学生研究
室にもポスターを貼ってもらうよう他学部，他コースへの働きかけを行う。なお，平成
30年度は教育学研究科の教員に対して，メーリングリストによる特別専攻科のPR活動，
並びにレターボックスにリーフレットを投函する取り組みを行った。また，12月に３
回，本講座教員による説明会（東広島キャンパス，東千田キャンパス）を実施したとこ
ろ，学内外からの参加があり，受験に結びついた。今年度も説明会を開催する予定であ
る。
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